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はじめに 

 

本調査は米国、欧州、中国企業等 非日系企業の東南アジア各国への投資動向を分析し、

同企業群が注目するグローバルサウスの一角である東南アジア各国の成長分野を明らかに

し、日本企業への示唆とすることを目的に実施した。また、非日系企業の中小・中堅企業の

事例も取り上げることで、日本の中小・中堅企業の進出の参考にしてもらうことを意図して

いる。 

 

本報告書が、東南アジアへの投資検討のご参考となれば幸いである。 

 

【注記】 

・ 為替について、参照した記事に米ドル記載がある場合はその値を参照している。現地通

貨を米ドルに換算する場合は、以下為替レートを用いて算出している。 

調査対象国 調査対象国通貨 換算レート 

インドネシア 1 インドネシア・ルピア ＝0.000061 米ドル 

マレーシア 1 マレーシア・リンギ ＝0.21 米ドル 

フィリピン 1 フィリピン・ペソ ＝0.017 米ドル 

シンガポール 1 シンガポール・ドル ＝0.74 米ドル 

タイ 1 タイ・バーツ ＝0.027 米ドル 

ベトナム 1 ベトナム・ドン ＝0.000039 米ドル 

 

・ FDI 統計について、シンガポールは公式統計から FDI インフロー金額を、インドネシ

ア、タイ、フィリピン、マレーシアは各国の公式統計から FDI ネットフロー金額を使用

している。一方、ベトナムは公式統計の FDI 許認可額を採用している。シンガポールと

タイを除き、投資元国別の業種分類データがないため、その場合は米国の FDI 統計や民

間データベース fDi Markets を参照した。なお、各国の統計では業種区分が異なり、同

様の名称でも厳密な比較ができない場合がある点に注意が必要である。 

 

本調査は、Asia Deal Hub Pte. Ltd.に委託して作成した。 

 

 

2025 年 3 月  

日本貿易振興機構（ジェトロ） 

 調査部アジア大洋州課  

シンガポール事務所  
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用語集 

カテゴリ 用語 概要 
共通 FDI（外国直接投資） 外国企業や個人が、他国の企業に対して経営参加や資産取得を目的に行う

投資 

fDi Markets Financial Times グループが提供するグローバルな外国直接投資（FDI）

データベースで、新規投資案件や拡張投資案件に関する情報を提供してい

る。 

FIT (Feed-in Tariff) 再生可能エネルギーを普及させるための固定価格買取制度 

FTA（自由貿易協定） 国家間で関税や貿易障壁を削減・撤廃し、貿易を促進するための協定。主

にモノやサービスの貿易に関するルールを定めるが、投資や知的財産権な

ども含む場合がある。 

ISP インターネットサービスプロバイダー 

インフロー 海外から国内に投資された外国直接投資の総額 

ネットフロー 各国における外国直接投資の「流入額」から「流出額」を差し引いた値。

プラスの場合は海外からの投資が多いことを示し、マイナスの場合は国内

企業が海外に多く投資していることを示す。 

中堅・中小 中小企業は「資本金等または従業員数が一定基準以下の企業」。中堅企業

「確定済の直近決算の売上高が 1,000 億円未満又は常用雇用者 1,000 

人未満の会社」 

新型コロナ前後 本報告書では、「新型コロナ前」を 2015 年から 2019 年、「新型コロナ後」

を 2022 年および 2023 年と定義する。「新型コロナ前後」とは、これら二

つの期間を比較する際の表現である。この区切りは、新型コロナパンデミ

ックの影響を明確化することを目的としており、パンデミック発生以前の

経済状況（2015～2019 年）と、パンデミックを経た後の新たな経済動向

（2022～2023 年）を区別して分析するためのものである。なお、2020 年

および 2021 年はパンデミックの影響が顕著であり、特殊要因が多いこと

から比較対象期間に含めていない。 

インドネシ

ア 

Making Indonesia 4.0 インドネシア製造業 4.0 は、インドネシア政府が策定した産業戦略で、第

四次産業革命（Industry 4.0）の技術を活用して経済成長を加速させるこ

とを目的とする。 

Mineral and Coal 

Mining Law 

2009 年鉱物石炭法。鉱物資源および石炭資源の管理と開発を規定する。 

デジタル・インドネシ

ア・ロードマップ 

政府が策定した国家的なデジタルトランスフォーメーション計画。2021年

から 2024 年までを対象期間とし、電子政府の強化、デジタル経済の推進、

ICT インフラの拡充、人材育成を重点分野として、国のデジタル化を加速

させることを目指す。 

マレーシア DESAC (The Digital 

Ecosystem 

Acceleration Scheme) 

デジタル経済を強化し、質の高いプロジェクトを誘致することを目的とし

た政府の税制優遇スキーム 

MD (Malaysia Digital) 

ステータス 

政府がデジタル経済の発展を促進するために提供する認定制度。MD ステ

ータスを取得した企業に対しインセンティブや特典を提供する。 

第 12 次マレーシア計

画 

2021 年から 2025 年までを対象とした、マレーシア政府による国家開発計

画。経済成長、社会福祉の向上、環境の持続可能性を重視し、先進国入り

を目指した政策や投資プログラムが含まれる。 

新産業マスタープラン

2030（NIMP 2030） 

マレーシア政府が推進する産業政策で、2030 年までに産業の高度化と競

争力強化を目指す。重点分野として技術革新、デジタル化、持続可能性を

掲げる。 

国家エネルギー移行ロ

ードマップ（NETR） 

政府が策定したエネルギー移行計画で、2050 年までにカーボンニュート

ラルを達成することを目指す。再生可能エネルギーの導入促進、エネルギ

ー効率化、持続可能な経済成長を支えるエネルギー政策を柱としている。 

フィリピン BOI（The Philippines 

Board of 

Investments） 

フィリピン政府の経済産業省（Department of Trade and Industry, DTI）

傘下の機関で、国内外の投資促進を目的としている。 

EVOSS フィリピンでエネルギー関連プロジェクトの認可手続きを効率化するた

めに設立されたオンラインプラットフォーム 

GEFP（Green Energy 

Option Program） 

再生可能エネルギー（RE）を直接利用したい消費者が、小売電力供給業者

から RE 由来の電力を購入できるようにする制度。 

PEZA （Philippine 

Economic Zone 

Authority） 

フィリピン政府が設立した機関で、経済特区内の企業に対して税制優遇、

インフラ支援、迅速な許認可手続きなどを提供し、国内外の投資促進を図

っている。 

フィリピン半導体・エ

レクトロニクス産業連

盟（SEIPI） 

1997 年に設立され、半導体・エレクトロニクス業界の競争力強化、政策提

言、技術革新の推進、サプライチェーンの改善を目的とし、国内外の投資

促進や人材育成支援を行う。 

シンガポー

ル 

Development and 

Expansion Incentive 

(DEI) 

既存事業の拡大や新規投資プロジェクトに対する税制優遇 
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Enterprise Singapore シンガポール政府機関で、中小企業（SMEs）の成長促進、イノベーショ

ン支援、国際展開のサポートを行い、国内産業の競争力を高める役割を担

っている。 

Manufacturing 2030 シンガポール政府の製造業戦略で、先端技術やイノベーションを活用し、

製造業を経済の主要成長エンジンとして強化し、2030 年までに製造業の

付加価値を 50％増加させることを目指す計画 

National AI Strategy シンガポール政府が 2019 年に発表した国家戦略で、人工知能（AI）を活

用して経済成長と社会的利益を促進することを目指す。5 つの重点分野を

中心に取り組み、AI の研究開発、人材育成、企業の AI 導入支援を通じて、

シンガポールをグローバル AI ハブにすることを目指している。 

Pioneer Certificate 

Incentive (PC) 

産業分野での新規事業に対する税制優遇 

Singapore Economic 

Development Board 

(EDB) 

シンガポール政府機関で、外国直接投資（FDI）の誘致、産業発展、経済

戦略の推進を通じて、同国をビジネスおよび投資の中心地として発展させ

る役割を持つ。 

Singapore Green Plan 

2030 

シンガポール政府が策定した持続可能な成長のための戦略で、2030 年ま

でに環境に配慮したエネルギー、交通、建物、廃棄物管理の改善を目指す

計画 

タイ EV3.5 政策 タイ政府が実施している電気自動車（EV）普及支援政策。補助金支給や税

制優遇を通じて、EV 生産と普及を促進し、タイを東南アジアの EV ハブ

とすることを目的とする。 

Thailand4.0 タイ政府が発表した長期的経済ビジョンで、2036 年までに高所得国入り

を目指すもの。イノベーションと付加価値創出を軸として進化させること

を目的とし、次世代自動車、スマート・エレクトロニクス、デジタル産業、

ロボット産業等 10 のターゲット産業を育成し、経済構造転換と持続的成

長を図る。 

タイ投資委員会

（BOI） 

BOI は、タイ政府の投資促進機関で、投資家に優遇税制、土地利用許可、

ビザ・労働許可の簡素化などのインセンティブを提供し、タイへの外国直

接投資（FDI）を奨励する。 

ベトナム 第 8 次国家電力開発基

本計画（PDP8） 

ベトナムの 2021 年～2030 年の電力開発指針で、再生可能エネルギーの拡

大や送配電網の強化などを目指す。 
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エグゼクティブ・サマリー 

本調査では、東南アジア 6 カ国における米欧中等非日系企業による直接投資動向

（Foreign Direct Investment(FDI)）および非日系企業との協業可能性に関して調査を実

施した。 

 

ASEAN6 カ国の FDI 投資元国・投資対象業種の動向 

ASEAN6 カ国への対内直接投資は新型コロナ以降増加している。投資額を新型コロナ前

後で比較すると、特にシンガポール、ベトナム、インドネシア、マレーシアの 4 カ国は増加

している一方、タイ、フィリピンの 2 カ国は減少している。各国への投資元の上位国はシン

ガポールが最も多く、日本、米国、中国、韓国に加え欧州（ドイツ・オランダ）が中心であ

り、タイ、フィリピン向け以外はどの業種においても概ね投資が増加している。 

ASEAN6 カ国の対内直接投資を業種別にみると、シンガポールは金融・卸（トレーディ

ング）、マレーシアはサービス業に劣後するが、その他の国は製造業が最上位になっている。

製造業以外で、ASEAN6 カ国に投資されている業種は、金融・保険、不動産、運輸、情報

通信、卸・小売等となっている。 

 

ASEAN6 カ国への米欧中投資動向 

 米国企業の投資動向を見ると、製造業では半導体・電子部品、化学、食品・飲料・消費財、

産業機器が主な分野である。半導体はシンガポールに高付加価値の設計・前工程のファウン

ドリー等の製造拠点を設ける一方、労働コストが相対的に低いマレーシアやフィリピン等

に後工程の製造拠点を設ける形でサプライチェーンを構築、継続投資をしている。産業集積

に伴う企業ネットワーク、高度人材、物流インフラ等の蓄積を活用する観点から継続的に生

産拠点を強化・拡張していく投資が見られる。化学や食品などの分野では、輸出が中心のシ

ンガポールを除き、内需および域内輸出を視野に入れた投資が進んでいる。例えば、インド

ネシアやタイでは販売だけでなく製造分野への投資も見られる。米国の非製造業では卸・小

売や金融、不動産等が上位を占めている。 

中国企業は、製造業ではタイ・マレーシア・インドネシア等で、東南アジアの EV 普及を

見据えた自動車・輸送機器の生産拠点への投資が見られる。電子部品・家電・消費財、一部

の産業機器等は米中摩擦に伴うチャイナ・プラスワンの観点で製造拠点への投資が見られ

る。金属等の資源分野は、インドネシア政府の資源輸出規制・加工拠点の推進もあり、EV

バッテリー向けのニッケル加工製造拠点等への投資が見られる。中国の非製造業では卸・小

売業等、内需獲得に向けた投資が目立っている。 

欧州企業は、製造業では東南アジア各国の製造業の自動化の拡大を見据えた産業機器の

製造・販売拠点、内需獲得に向けた化学分野での製造・販売拠点、タイ等 EV 需要獲得に向

けた自動車・輸送機器の製造・販売拠点が主要な投資分野である。非製造業においては、輸

送・倉庫業や卸・小売、エネルギー分野への投資が上位に挙げられる。 

 

ASEAN6 カ国、各国における投資動向 

インドネシアでは、日系企業を含む海外企業による製造分野での投資が拡大している。

人口増加に伴う内需の拡大を狙った化学、食品、電子部品分野における製造拡大が見られ

るほか、特に、EV 市場の拡大を狙った関連企業の投資案件が顕著となっている。例とし

て、Great Wall Motors による製造施設の設置や、ニッケルを扱う浙江華友コバルト

（Zhejiang Huayou Cobalt）による生産強化への投資が挙げられる。インドネシア政府が

EV 推進政策を進めており、国内の豊富な未加工鉱石の輸出を禁止する政策を実施してお

り、今後も EV 関連や加工施設への投資が見込まれている。非日系企業は日系企業に対し

て EV（リチウム）・バッテリー共同技術開発、化学等材料分野での共同開発、製造設備等

の供給による製造プロセス改善に関する協業ニーズがある。 

 

マレーシアでは、日系製造業の投資が増加しており、特に電気機械器具や輸送機械器具

分野での投資が顕著である。この傾向は米国や中国の動向とも共通している。マレーシア

には半導体エコシステムが整備されており、大型投資が進んでいる。例えば、テキサス・

インスツルメンツは、半導体需要の拡大に対応するため、21 億 7,000 万米ドルを投じてア
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センブリおよびテスト工場を建設する計画を 2023 年に発表している。また、デジタル化

や AI の需要拡大を背景に、半導体やデータセンター分野での投資機会の拡大が期待され

ている。さらに、政府の積極的な誘致政策や低炭素モビリティ・EV 推進政策の影響によ

り、EV 分野への投資も増加が見込まれる。非日系企業は日系企業に対して、高度電子部

品の供給、半導体製造に関わる素材・設備供給、EV 製造技術提供、データセンター向け

インフラ（電力、冷却設備等）供給などで協業ニーズがある。 

 

フィリピンでは、日本からの投資は電子部品、食品などの製造分野での投資が多く、こ

れは非日系企業と同様の傾向である。フィリピンの人口は東南アジアではインドネシアに

次いで多く、国内の中間層の拡大による消費需要の増加が期待される。食品・飲料等、内

需向けの事業は今後とも拡大が期待される。また、マレーシア同様、フィリピンでも歴史

的に半導体等の一部高付加価値品製造の産業集積が存在する。半導体後工程分野や、フィ

リピン半導体・電子産業連盟（SEIPI）が注力しようとしているウエハー製造等の分野

は、米中対立のサプライチェーン再構築の中で引き続き一定投資が拡大していくものと想

定し得る。また、歴史的にフィリピンは BPO の投資先として言語、労働コスト、経験な

どの点で魅力があり投資が拡大している。中国や米国、欧州からは製造分野に加えて、再

生可能エネルギー関連の投資の動きも見られる。非日系企業からは、製造分野におけるサ

プライチェーンに係る日系企業との協力や、日系企業による再生可能エネルギー案件への

投資も期待されている。 

 

 シンガポールにおいて日系企業の投資が増えているのは、卸・小売分野だが、非日系企

業では、半導体、産業機器、航空宇宙、化学分野など特に高付加価値品の製造において、

工場の設立や製造能力の拡大への投資、ネットワーキングを目的としたオフィスの設立が

行われており、例としては Analog Devices の新製造施設の設立や、AbbVie の製造施設の

拡張、RobotPlusPlus の新オフィスの設立などが挙げられる。シンガポール政府は研究開

発（R&D）やイノベーションを強化し、これらの産業における支援を行っており、今後も

国外からの投資が見込まれる。非日系企業は日系企業に対してサプライチェーン多様化に

向けた半導体製造に関わる素材・設備供給、航空機部品、水素等新技術の共同開発等への

協業ニーズがある。 

 

タイでは昨今、日本から金融・保険業の投資増が顕著であり、製造業では電気機械器具

分野への投資増が目立っている。タイには長年にわたり整備された自動車やエレクトロニ

クス産業の集積があり、米国や中国企業によるこれら分野への投資が進んでいる。例え

ば、HDD の主要製造拠点を持つ米国系メーカーは、データセンター需要の増加を背景

に、2024 年に 6 億 9,300 万米ドルを投じて生産能力を拡張する計画を発表した。また、

中国の電気自動車メーカーBYD は、ASEAN や欧州市場への輸出拠点となる工場設立に 5

億米ドルを投資している。タイ政府は、電子機器や EV 産業をさらに強化する方針を掲げ

ており、これら重点分野での投資拡大が期待される。これらの領域において、製造設備や

部品供給、共同研究等で非日系企業との協業が期待される。 

 

ベトナムにおいては、日本からは金融・保険業や不動産分野に加え、製造業では一般機

械器具への投資増加が確認できる。ベトナムは、米中対立やチャイナ・プラスワンの動き

を背景に、低コストで勤勉な労働力、地理的優位性、安定した政治環境を強みとし、多国

籍企業の進出先としての魅力を高めている。特に半導体や電子部品分野では、2030 年まで

に基盤を構築し、2050 年には世界的な拠点となることを目指し、政府が積極的に FDI 誘

致戦略を推進している。代表的な例として、米国の半導体企業 Amkor Technology は、東

南アジアの主要生産拠点とするため、16 億米ドルを投じる工場拡張計画を 2024 年に発表

した。また、繊維分野では、中国企業が米国市場向け輸出拠点としてベトナムに生産施設

を設立し、関税低減やコスト競争力向上を図っている。ベトナム政府は、高付加価値な製

造業や再エネ分野を戦略的産業に位置付け、これらの分野でさらなる投資拡大を目指して

いる。日本企業にとっては、非日系企業との連携可能性が広がっており、半導体や電子部
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品分野では高度な製造技術や部品供給、化学・医薬品分野では共同研究・開発等の協業機

会が見込まれている。  
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I. 総論編  

本調査は米国、欧州、中国企業等、非日系企業の東南アジア各国への投資動向を分析し、

同企業群が注目するグローバルサウスの一角である東南アジア各国の成長分野を明らかに

し、日本企業への示唆とすることを目的に実施した。また、非日系企業の中堅・中小企業（中

小企業は日本の中小企業庁の定義、中堅企業は経済産業省の定義に沿う）の事例も取り上げ

ることで、日本の中堅・中小企業の進出の参考にしてもらうことを意図している。 

 

1. 調査方法 

本調査では、以下統計データに加え、企業インタビューを実施し事例を基に非日系企業の

投資動向を分析した。 

 

調査対象：米国企業、欧州企業、中国企業。 

調査対象国：インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム。 

調査方法： 

・ 各国の 2010 年以降 2024 年 6 月末までの FDI 統計データ（インフロ―、ネットフロ

ー、ストック、許認可額等）に基づく投資動向の把握。 

・ 各国投資元国 FDI 上位業種を選定し、2020 年以降 2024 年 6 月末までに投資実績（投

資アナウンスを含む）のある 30 社にインタビューを実施（インタビュー先は後段イン

タビュー対象企業を参照）。 

・ 上記統計・インタビューデータの分析。 

 

2. 米欧中 ASEAN投資動向 

(1) ASEAN6カ国の FDI投資元国・投資対象業種の動向 

調査対象である ASEAN6 カ国の政府 FDI 統計データ分析し、各国に投資する投資元国

および各国の投資対象業種の分析を行った。 

 

ASEAN6 カ国への国外からの直接投資は新型コロナ以降増加している。投資元国別にみ

ると、特にインドネシア、マレーシア、シンガポール、ベトナムの 4 カ国は増加している一

方、フィリピン、タイの 2 カ国は減少している。各国への投資元のトップ国はシンガポール

が最も多く、米国、日本、中国、韓国に加え欧州（ドイツ・オランダ）が中心であり、タイ、

フィリピン向け以外は、どの業種においても概ね投資が増加している。 

ASEAN6 カ国への国外からの直接投資を業種別にみると、シンガポールは金融・卸（ト

レーディング）、マレーシアはサービス業に劣後するが、その他 4 カ国は製造業が投資先最

上位になっている。製造業以外で、ASEAN6 カ国に投資されている業種は、金融・保険、

不動産、運輸、情報通信、卸・小売となっている。 
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図 I-1 新型コロナ後（2022 年および 2023 年）の投資動向（国・地域別/業種別） 

 
注：新型コロナ後投資額は、2022 および 2023 年の年平均投資額。括弧内の数字は新型コロナ

前投資額（2015 から 2019 年の年平均投資額）。 

出所：各国統計の FDI ネットフロー金額。ただし、シンガポールは FDI インフロー金額、ベト

ナムは FDI 許認可額を利用。 

 

(2) ASEAN6カ国への米欧中投資動向 

 米国企業の投資動向を見ると、製造業では半導体・電子部品、化学、食品・飲料・消費財、

産業機器が主な分野である。半導体企業はシンガポールに高付加価値の設計・前工程のファ

ウンドリー等の製造拠点を設ける一方、労働コストの低いマレーシアやフィリピン等に後

工程の製造拠点を設ける形でサプライチェーンを構築し、継続投資をしている。産業集積に

伴う企業ネットワーク、高度人材、物流インフラ等の蓄積を活用する観点から、継続的に生

産拠点を強化・拡張していく投資が見られる。化学や食品などの分野では、輸出が中心のシ

ンガポールを除き、内需および域内輸出を視野に入れた投資が進んでいる。例えば、インド

ネシアやタイでは販売だけでなく製造分野への投資も見られる。米国の非製造業では卸・小

売や金融、不動産等が上位を占めている。 

中国企業は、製造業ではタイ・インドネシア等、東南アジアの EV 普及を見据えた自動

車・輸送機器の生産拠点への投資が見られる。電子部品・家電・消費財、一部の産業機器等

は米中摩擦に伴うチャイナ・プラスワンの観点で製造拠点への投資が見られる。金属等資源

分野は、インドネシア政府の資源輸出規制・加工拠点の推進もあり、EV バッテリー向けの

ニッケル加工製造拠点等への投資が見られる。中国の非製造業では卸・小売業等内需獲得に

向けた投資が目立っている。 

欧州企業は、製造業では東南アジア各国の製造業自動化の拡大を見据えた産業機器の製

造・販売拠点、内需獲得に向けた化学分野での製造・販売拠点、タイ等の EV 需要獲得に向

けた自動車・輸送機器の製造・販売拠点が主要な投資分野である。非製造業においては、輸

送・倉庫業や卸・小売、エネルギー分野への投資が上位に挙げられる。 
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図 I-2 新型コロナ後の米欧中の ASEAN 投資動向（米欧中企業の各国投資上位業種） 

注：欧州の調査対象国として、シンガポールはオランダ、それ以外の 5 カ国はドイツを選定 

出所：各国政府統計、fDi Markets 

 

3. 非日系企業の投資事例 

(1) インタビュー対象企業 

非日系企業の ASEAN6 カ国への投資目的や背景、その根底にある ASEAN 戦略を理解す

るために、各国の投資主要業種に属する企業にインタビューを行った。インタビュー先は、

直近の投資事例、中小企業事例、投資規模の大きさ等の観点から、候補企業をリストアップ

し、受諾した以下企業に対してヒアリングを行った。 

 

表 I-1 インタビュー対象企業 

対象国 業種 企業名 
本社 

(投資元国) 

製品・ 

サービス 
投資年* 投資概要 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア 

製造業（化学分野） IDN-A 社 米国 カーボンブラック 2022~ 

2024 

工場拡張 

製造業（食品・飲料分

野） 

IDN-B 社 米国 加工食品調味料 2022 工場拡張 

製造業（金属分野） IDN-C 社 中国 ニッケル中間体 2023 合弁会社設立

（工場設立） 

製造業（自動車分野） IDN-D 社 中国 電気自動車（EV） 2023 工場拡張 

非製造業（情報通信分

野） 

IDN-E 社 中国 ネットワーク機器 2023 オフィス・人員

拡大 

製造業（産業機器分野） IDN-F 社 ドイツ エンボス加工シリンダー 2022 人員増強 

マ
レ
ー
シ
ア 

製造業（半導体・電子

製品分野） 

MYS-A 社 米国 電子製品製造サービス

（EMS） 

2024 新工場設立（拡

張） 

非製造業（データセン

ター分野） 

MYS-B 社 米国 データセンター 2024 データセンタ

ー設置 

製造業（半導体・電子

製品分野） 

MYS-C 社 中国 半導体テスト・アセンブ

リ 

2023 工場拡張 

製造業（自動車分野） MYS-D 社 中国 電動二輪車（EV バイク） 2022 ショールーム

開設 

製造業（産業機器分野） MYS-E 社 ドイツ オートメーション 2024 工場拡張 

フ
ィ
リ
ピ
ン 

製造業（半導体・電子

製品分野） 

PHL-A 社 米国 半導体 2022-2023 排水処理施設

設置 

非製造業（BPO 分野） PHL-B 社 米国 BPO 2024 オフィス設立 

製造業（消費財分野） PHL-C 社 中国 アイスクリーム 2023 M&A 

非製造業（エネルギー

供給分野） 

PHL-D 社 ドイツ 再エネ供給 2024 発電プロジェ

クト 

シンガ

ポール 

製造業（コンピュータ

ー・電子製品分野） 

SGP-A 社 米国 半導体 2023 工場拡張 

非製造業（情報通信分

野） 

SGP-B 社 米国 サイバーセキュリティ 2023 オフィス・人員

拡大 

非製造業（金属卸分野） SGP-C 社 中国 鉄 2022 M&A 

製造業（産業機器分野） SGP-D 社 中国 ロボティクス 2024 オフィス開設 

製造業（航空宇宙分野） SGP-E 社 オランダ 航空機 2024 新施設開設 
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タ
イ 

製造業（コンピュータ

ー・電子製品分野） 

THA-A 社 米国 ハードディスク（HDD） 2024 工場拡張 

製造業（自動車分野） THA-B 社 中国 電気自動車（EV） 2023 新工場設立 

製造業（自動車：ゴム

原料分野） 

THA-C 社 中国 ゴム酸化防止剤 2022 新工場設立 

製造業（自動車分野） THA-D 社 中国 電気自動車（EV） 2024 新工場設立 

製造業（自動車分野） THA-E 社 ドイツ 電気自動車（EV）・バイ

ク 

2024 新工場設立（拡

張） 

ベ
ト
ナ
ム 

製造業（コンピュータ

ー・電子製品分野） 

VNM-A 社 米国 電子製品製造サービス

（EMS） 

～2022 新工場設立 

製造業（コンピュータ

ー・電子製品分野） 

VNM-B 社 中国 情報通信機器 2018 年以降

継続的に投

資 

工場拡張 

製造業（繊維・アパレ

ル分野） 

VNM-C 社 中国 繊維・アパレル 2022 新店舗展開 

製造業（化学品分野） VNM-D 社 ドイツ 医薬品 2023 新本社開設 

非製造業（エネルギー

供給分野） 

VNM-E 社 ドイツ 再生エネ供給 2022 発電プロジェ

クト 

注：投資年または発表年 

 

(2) インドネシアにおける非日系企業の投資事例分析  

米欧中企業のインドネシアの投資事例を踏まえると、以下の特徴が挙げられる。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

内需に着目した事業機会：化学・食品（飲料等）・自動車（EV） 

インドネシアの人口増を背景とした内需拡大に関連したものであり、自動車・農業・建設

分野の需要増を対象にした化学、継続した人口・中間層拡大に伴う家庭消費増に着目した食

品分野が例として挙げられる。自動車分野については、自動車販売台数の増加に加えて EV

化の動きがインドネシアでも政府が推奨する形で進んでおり、EV 販売台数増加を見越して、

特に中国企業が投資機会として着目している。 

 

製造業の自動化・デジタル化（Industry 4.0）に関連した事業機会 

政府の掲げる Making Indonesia 4.0 に伴い、製造工場のロボット・自動化の拡大が見込

まれる。ドイツ企業等、自動化を推進している産業機器メーカーが、インドネシアの工場自

動化を事業機会として着目、製造・販売拠点の整備を進めている。 

 

豊富な鉱物資源に着目した事業機会 

インドネシアでは資源輸出依存ではなく、付加価値を付けた加工業の整備・輸出を推進し

ており、鉱業の下流分野が事業機会として着目されている。世界で EV 化が進む中でニッケ

ル等の需要が増すことが見通され、中国企業等はインドネシアにおけるニッケル加工業へ

の投資を進めている。 

 

通信・データセンター等デジタルインフラに関わる事業機会 

インドネシア政府は、5G・データセンター構築、IoT 推進等デジタルインフラ整備を国家

目標として進めている。デジタル・インドネシア・ロードマップにて 5G 展開を優先事項と

し、周波数割り当てやインフラ開発を進めている。通信機器、データセンターインフラ、デ

ジタルサービス（クラウドサービス、セキュリティ等）等のデジタルインフラに関わる事業

機会は、内需の大きいインドネシアでは、より有望な事業機会として着目されている。 

 

［政策・規制］ 

本調査の対象業種である化学、食品、金属下流加工、製造業自動化、デジタルインフラ、

EV 等の政府の優先業種においては、各種インセンティブ（免税、補助金等）を設けており、

投資タイミングにおいては積極的に活用していくことが望ましい。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

本調査の米国食品・化学等の事例に見られるように、インドネシアは、東南アジア諸国に

おいて内需が最大規模に大きい。この特性を活かし、国内需要をターゲットとした製造拠点
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を設ける一方で、域内で展開可能な汎用的な製品については、アジア域内の製造ハブ（例：

ハラル製品製造ハブ）として展開することが有効なアプローチである。 

 

表 I-2 インドネシアにおける非日系企業の投資事例分析まとめ 

 
 

(3) マレーシアにおける非日系企業の投資事例分析  

米欧中企業のマレーシアの投資動向を踏まえると、以下の特徴が挙げられる。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

半導体・電子部品、EV 製造機能の拡大 

マレーシアは、半導体・電子製品や EV といった製造業分野において、ペナンをはじめと

する産業集積と長年の経験を活かし、国内需要への対応とともに ASEAN 諸国を含む国外

輸出拠点としての地位を強化している。政府は、第 12 次マレーシア計画や新産業マスター

プラン 2030 を基盤に製造業の付加価値向上を目指し、投資税額控除やパイオニアステータ

スといった優遇策を整備して外資誘致を進めている。また、EV 分野では低炭素モビリティ

ブループリントを通じて、EV 普及の促進と EV ハブ化を支援している。 

 

情報通信：データセンター投資の拡大 

一方、データセンター分野では、ジョホール州やスランゴール州サイバージャヤを中心に

外資系ハイパースケーラーが大型投資を進めており、シンガポールに近い地理的優位性や

豊富な資源を活かして注目を集めている。政府は、デジタル分野の成長を支えるため、MD
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ステータスや DESAC を活用し、外国直接投資を積極的に支援し、データセンターの設立

や拡張を促進している。世界的な成長産業を取り込み、育成することを目指すマレーシアの

動きは、日本企業にとっても政策を活用し、産業成長に連動した事業拡大を目指す好機とな

る。 

 

［政策・規制］ 

本調査対象業種である半導体・電子部品、自動車（EV）、産業機器、情報通信等政府の優

先業種においては、政府は各種インセンティブ（免税、補助金等）を設けており、投資タイ

ミングにおいては積極的に活用していくことが望ましい。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

マレーシアは、半導体・電子部品・機器、自動車等では産業集積があり、域内の輸出拠点

として今後とも投資が拡大していく見通し。日系企業としても、既存の生産インフラや、国

としての産業集積（高度人材、企業ネットワーク、物流・社会インフラ）や税制優遇等を活

用し、域内・グローバルサプライチェーンの中でのマレーシア拠点の活用を検討する余地が

ある。 

 

表 I-3 マレーシアにおける非日系企業の投資事例分析まとめ 
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(4) フィリピンにおける非日系企業の投資事例分析  

米欧中企業のフィリピンの投資事例を踏まえると、以下の特徴が挙げられる。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

引き続き BPO 立地としては有望国 

歴史的にフィリピンが BPO の投資先として魅力的なのは、一つの要因ではなく、言語、

労働コスト、経験など複数の観点において優れているためである。フィリピンの弱点として

は、インドほど BPO 人材がいないため人材の大量採用が難しい点であるが、BPO 業界で

経験のある人材は多く、①優秀な人材、②人材の豊富さ、③労働コスト等の点を総合的に見

ると、魅力的な投資先となっている。AI で低付加価値の業務については自動化が進むもの

の、事例にあるような採用等付加価値の高い BPO については、フィリピンが引き続き有望

な拠点になり得る。 

 

東南アジア内では比較的大きい内需 

フィリピンの人口は東南アジアではインドネシアに次いで大きく、国内の中間層の拡大

による消費需要の増加が期待される。本調査で取り上げている食品・飲料等内需向けの事業

は、今後とも拡大が期待される。 

 

半導体等、産業集積のある高付加価値品の製造 

マレーシア同様、フィリピンにおいても歴史的に半導体等の一部高付加価値品製造の産

業集積が存在する。半導体後工程分野やフィリピン半導体・電子産業連盟（SEIPI）が注力

しようとしているウエハー製造等の分野は、米中対立のサプライチェーン再構築の中で引

き続き一定投資が拡大していくものと想定し得る。 

 

［政策・規制］ 

本調査対象業種である BPO、食品・飲料、半導体、エネルギー等、政府の優先業種にお

いては、政府は各種インセンティブ（免税、補助金等）を設けており、投資タイミングにお

いては積極的に活用していくことが望ましい。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

フィリピンは、内需向けの生産・販売拠点としての投資が中心だが、半導体のようにグロー

バルサプライチェーンの中での一機能を担うケースや内需を軸とした製造拠点から域内製

造拠点へ拡張していくことを検討している企業もある。 

 

表 I-4 フィリピンにおける非日系企業の投資事例分析まとめ 
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(5) シンガポールにおける非日系企業の投資事例分析  

米欧中企業のシンガポールの投資事例を踏まえると、以下の特徴が挙げられる。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

高付加価値製造業での産業集積：半導体、航空宇宙、化学等 

シンガポールは、半導体・電子製品、航空宇宙等の高付加価値品の製造業分野において、

長年の産業集積が蓄積されておりグローバル企業のアジア向けのサプライチェーンの中で

R&D・域内生産拠点として重要な位置付けとして引き続き投資が拡大している。顧客・サ

プライヤーネットワーク、高度人材、域内物流、エネルギー等安定した社会インフラ等、高

付加価値品の製造に求められる要素がシンガポールのアジア域内での優位な点でありアジ

アの需要増を背景に今後とも継続投資が見込まれる。 

 

高労働コストを背景とした高い自動化・デジタル化ニーズ 

シンガポールは高い労働コストを背景に、工場等でのロボット活用、自動化、デジタル化

ニーズが高い。オートメーション等産業機器分野、デジタルサービスを提供する企業では、

新技術・製品の顧客検証、実績作りをする拠点、その後、域内への事業展開を見据えた域内

営業拠点としての投資が拡大している。 

 

金融・物流インフラがあり地域本社を集約するグローバルトレーディング拠点 

卸・小売分野では、金融インフラ、物流インフラ、多くのグローバル企業が地域本社を構

える立地、税制優遇の観点からグローバルなトレーディングハブを設ける企業の投資が引

き続きみられる。中国企業は従来香港にグローバルなトレーディング拠点を設置していた

が、中国政府の管理が厳格化する中で、シンガポールに拠点を移す動きも見られる。アジア

での金属・化学品・各種製品の需要が増加する中、引き続きシンガポールを商流として介し

た取引は拡大することが見通され、継続的な投資が期待される。 

 

アジアにおけるデジタル活用先進国、地域本社が集約する国としての事業機会 

情報通信分野では、シンガポールは先進的なデジタル推進国であり、また、アジア域内の

IT を統括する企業拠点が多いことから、クラウドサービス・サイバーセキュリティ企業に

とっては、有望なアジア域内営業拠点であり、営業・販売拠点としての投資が進んでいる。 

 

アジア域内の R&D・新サービス拠点 

本調査で対象とした多くの業種（半導体、航空宇宙、情報通信、産業機器等）で米欧中ど

の企業もシンガポールに R&D や新製品・サービスの導入拠点としての位置付けを設けてお

り、高度人材、産業集積等の特徴を踏まえて、引き続きアジア域内での R&D 拠点としての

投資拡大が見込まれる。 
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［政策・規制］ 

本調査対象業種である半導体、航空宇宙、産業機器（ロボット・自動化）、デジタルサー

ビス、卸・小売（トレーディング）等の政府の優先業種においては、各種インセンティブ（免

税、補助金等）を設けており、投資タイミングにおいては積極的に活用していくことが望ま

しい。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

シンガポールは、コストが高い一方、東南アジア地域においては金融、半導体・航空宇宙・

化学等の高付加価値産業、トレーディング、IT・デジタル化という点では地域の中核地域と

しての地位を確立しており、産業集積（顧客・サプライヤーネットワーク）、高度人材、安

定した政治体制、社会インフラという多くの点において、コスト以上に得られるメリットは

多い。日本企業としても政府のインセンティブ等を上手く活用しつつ、産業集積のある製造

拠点、域内 R&D・営業拠点、トレーディング拠点等、事業内容に合わせて効果的に投資・

拠点整備をしていくことが求められる。 

 

表 I-5 シンガポールにおける非日系企業の投資事例分析まとめ 

 
 

(6) タイにおける非日系企業の投資事例分析  

米欧中企業のタイの投資事例を踏まえると、以下の特徴が挙げられる。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

東南アジア域内の製造拠点ハブとして位置付けの再認識 
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タイは、電子製品や EV など世界的に需要が拡大する成長産業において、これまで培った

産業集積や地理的優位性を活かし、輸出拠点としての地位を一層強化している。過去の生産、

物流、顧客・サプライヤーネットワーク、高度人材といった集積は容易に再構築できるもの

ではなく、米欧中非日系企業は、特に高付加価値品の製造については産業集積を最大限活用

する形で、タイを域内製造拠点として再度強化・投資を進めている。 

 

東南アジア最大の自動車生産国、EV 生産拠点 

タイは ASEAN 最大の自動車生産国であり、国内に一定の市場があり（2023 年は約 77

万台の新車販売）、魅力を有すると共に、輸出拠点としても重要な役割を果たしている。国

内には高度な自動車産業集積があり、サプライチェーンの構築が容易であるため、自動車製

造・輸出の両面で競争力が高く、EV メーカーとしても新規参入しやすい環境がある。近年

では EV の需要が増加しており、政府も 30@30 政策（2030 年までに新車生産の 30%を EV

にする目標）の実現に向けた後押しを行っている。加えて、タイ政府は ASEAN における

EV の製造および輸出ハブになることを目指し、積極的に EV 関連企業を誘致している。 

 

［政策・規制］ 

米中対立やチャイナ・プラスワンの動きを背景に、BOI や EEC のインセンティブ、グリ

ーン製造支援策などを活用し、多国籍企業の誘致をさらに積極的に進めている。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

上述のとおり、電子製品、EV 等自動車製造業においてもタイを域内の生産拠点として位

置付け、再投資をしている事例が多い。日本企業にとってもこうした政策環境と成長産業の

広がりを捉え、改めてサプライチェーンの中で重要な拠点としてタイを再評価する好機で

ある。 

 

表 I-6 タイにおける非日系企業の投資事例分析まとめ 
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(7) ベトナムにおける非日系企業の投資事例分析  

米欧中企業のベトナムの投資事例を踏まえると、以下の特徴が挙げられる。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

チャイナ・プラスワンとしての製造拠点機能の拡大 

ベトナムは、米中対立やチャイナ・プラスワンの流れを背景に、低コストで勤勉な労働力、

地理的優位性、安定した政治環境を武器に、多国籍企業の進出先としての魅力を高めている。

特に半導体や電子部品分野では、2030 年までに基盤を構築し、2050 年までに世界的な拠点

となることを目指した政府の積極的な FDI 誘致戦略が進んでいる。繊維産業でも、中国を

含む多国籍企業が輸出拠点としての利便性を評価し、進出を検討しているが、労働コストの

上昇や不動産価格等の課題も抱える。 

 

東南アジア最大規模の再生エネルギー利用国 

エネルギー分野では、ベトナムは東南アジアでは最大規模の再生可能エネルギーの利用

拡大が計画されており、持続可能な発展を推進する政策が進行中である。短期的には、政府

の汚職等の問題で一部投資が停滞しているが引き続き、投資が拡大していく見通し。 

 

［政策・規制］ 

本調査対象業種である半導体、化学、エネルギー等の政府の優先業種においては、各種イ

ンセンティブ（免税、補助金等）を設けており、投資タイミングにおいては積極的に活用し

ていくことが望ましい。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

ベトナムは、上述のとおり米中対立やチャイナ・プラスワンを背景に、低コストで勤勉な

労働力、中国や他メコン地域諸国に近いという地理的優位性、安定した政治環境を武器に、

欧米多国籍企業、中国企業の進出が拡大している。半導体等ではシンガポールやマレーシア

に次ぐ後工程分野の拠点としてグローバルサプライチェーンに組み込まれるほか、電子機

器、繊維等でも欧米企業の輸出拠点としての生産設備の拡張が進んでいる。欧米企業でも既

存の中国拠点の追加工場としてベトナムに工場を設ける動きもあり、日系企業としても内

需・東南アジアに加えて、中国を含めたグローバルサプライチェーンの中での機能としてど

う活用していくかという視点が求められる。日本企業は、ベトナム市場における投資動向や

成長分野、政府の政策を踏まえつつ、グローバルなサプライチェーンの強化や新たな事業機

会の獲得等を追求することが期待される。 
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表 I-7 ベトナムにおける非日系企業の投資事例分析まとめ 

 
 

4. 日本企業の示唆 

(1) 事業機会・強化機能 

インタビュー内容を踏まえて、投資機会・強化機能を整理すると、半導体・電子部品分野

では、チャイナ・プラスワンやグローバルサプライチェーンの見直しを背景に、シンガポー

ルに高付加価値の設計・前工程のファウンドリー等の製造拠点を設ける一方、労働コストの

低いマレーシアやフィリピン、ベトナム等に後工程の製造拠点を設ける形でサプライチェ

ーンを構築、継続投資をしている。産業機器分野では、自動化ニーズの高まりを受けた投資

が期待され、化学品や食品分野では内需拡大を見据えた製造拠点への投資が進んでいる。自

動車分野では、EV 化の進展に伴い、主要国においてコア部品を含む投資機会が広がってい

る。航空宇宙分野では、産業が集積するシンガポールを中心に継続的な投資が行われている。

金属加工分野においては、資源輸出規制等の影響もあり、ニッケル等金属資源の加工拠点の

投資が拡大するインドネシア特有の事業機会が広がっている。また、米中対立の影響で、繊

維を含む多くの業種においてベトナムがチャイナ・プラスワンの製造拠点として注目され、

投資が拡大している。 

非製造業においては、シンガポールが金属卸を含むトレーディング拠点や IT 販売・マー

ケティング拠点として、地域統括としての機能を有することが引き続き有望視されている。

またデータセンター分野では、マレーシアやインドネシアにおける大幅な拡大が見込まれ

ている。BPO 分野においては、フィリピンが引き続き高度業務の拠点として注目されてい
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る。再生可能エネルギー分野では、ベトナムやフィリピンをはじめ、各国で有望な投資機会

が続いている。 

 

表 I-8 日系企業の事業機会・強化機能（業種別） 

 
  



 

禁無断転載 Copyright (C) 2025 JETRO. All rights reserved. 

20 
 

 

(2) 非日系企業との協業機会 

インタビュー調査を通じて、日系企業との協業可能性が幅広い領域で示唆された。製造業

では、材料・部品供給、R&D 連携、受託製造が主要テーマであり、生産性向上やサプライ

チェーン強化に向けた協業の期待も示された。一方、非製造業では、プロジェクトへの共同

投資やサービス利用を通じた連携の可能性が挙げられた。 

協業の具体的な可能性は各企業の状況によるところが大きいが、インドネシアでは材料・

部品供給や R&D 連携に加え、市場開拓や販売協力の分野で協業の機会が示唆された。マレ

ーシアでは、材料・部品供給やサプライチェーン構築支援に加え、データセンターのインフ

ラ整備における協力可能性が示唆された。フィリピンおよびベトナムでは、再生可能エネル

ギー分野における共同プロジェクトへの投資が協業テーマとして挙げられた。シンガポー

ルでは、材料・部品供給、R&D 連携に加えて、サイバーセキュリティ分野でのサービス利

用・提携や金属卸業による商品供給が挙げられた。タイでは、電子部品や EV 分野におい

て、日系企業の技術を活用した製造工程の高度化やオートメーション技術を通じた生産性

向上の協力可能性が指摘された。加えて、ベトナムでは、日系企業の有する製薬技術の現地

導入や医薬品メーカーの流通ネットワークを活用した現地市場での商品展開等のアイデア

が提示された。以下の表は、インタビューを通じて示された協業機会の一覧である。 

全体として、ASEAN 各国に進出する非日系企業は、日系企業が提供する製品やサービス、

技術、ノウハウ等に高い期待を寄せている。日系企業は、自社の強みと相手企業のニーズを

的確に把握した上で、非日系企業と連携することで事業機会獲得やサプライチェーンの強

化につなげていくことも重要な視点である。 

本調査では、非日系企業の投資動向から ASEAN6 カ国における成長領域・事業機会、サ

プライチェーンの機能を把握した。日系企業の今後の投資機会・サプライチェーン検討にお

ける参考となれば幸いである。 

 

表 I-9 非日系企業との協業機会一覧 

国 業種 協業分類 具体内容 

インド

ネシア 

製造（化

学） 

事業連携 特殊化学製造の効率化に向けた技術提供や合弁会社設立 

R&D連携 炭素材料や導電性化合物の共同研究開発を通じた新製品の開発 

材料・部品供給 製造現場のデジタル化支援を含む原材料や部品の供給 

製造（食

品） 

販売協力・製品供給 日本市場向けのソース輸出拡大に向けた連携 

製造（金

属） 

R&D連携 次世代バッテリー技術の共同研究 

材料・部品供給 電気自動車市場向け部品の安定供給を支えるサプライチェーン構築支援 

持続可能性支援 廃棄物削減やカーボンフットプリント削減に向けた技術提供 

人材育成支援 日本の品質管理やリーン生産方式を活用した研修プログラム提供 

製造（情

報通信） 

市場拡大支援 協働に基づく ASEAN 市場向けデジタルインフラ強化や新市場開拓支援 

R&D連携 次世代 5G や量子ネットワーキング分野での共同研究 

人材育成支援 5G や SDN 分野の専門人材育成プログラムの提供 

製造（産

業機器） 

材料・部品供給 精密機械や特殊インクなどの製品供給を通じた製造支援 

技術提供 日本企業の先端技術を活用した製造プロセスの改善 

マレーシ

ア 

製造（電子

部品） 

材料・部品供給 メモリーチップや MOSFETなど、高度な電子部品の供給 

サプライチェーン構

築支援 

物流ネットワークや管理ノウハウを活用した効率的なサプライチェーン

構築支援 

人材教育 熟練労働者を活用した高付加価値品の製造に関するトレーニングや技術

移転 

製造（半導

体） 

材料・部品供給 現地生産された半導体関連素材やクリーニング製品等の供給 

材料・部品供給 CKD施設の設立に向けた現地日系企業による部品供給 
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製造（EV バ

イク） 

技術協力 EV 製造技術やスマート充電インフラ技術の提供 

投資支援（資金供

給） 

日系企業の投資を活用した高付加価値品の共同開発 

市場ノウハウ共有 日本市場での成功事例を参考にしたマーケティング支援 

データセン

ター 

インフラ整備支援 高品質な電力インフラや冷却設備の提供 

技術協力 AI やクラウド技術を活用したデータセンターの付加価値向上 

持続可能性支援 エネルギー効率改善や持続可能性目標達成に向けた技術活用 

フィリ

ピン 

BPO サービス提供 データ分析やサイバーセキュリティ分野における技術提供や協業 

再エネ 協働プロジェクト フィリピン国内のプロジェクトへの共同投資 

シンガ

ポール 

製造（半

導体） 

材料・部品供給 半導体業界向けリソグラフィーやフォトケミカルレジスト特殊化学製品

の供給 

製造（産

業機器） 

販売協力 同社製品の日本での販売（日本市場開拓に係るパートナーシップ） 

製造（航

空宇宙） 

材料・部品供給 エアバス向けサブシステムや部品の供給（既に 100 社以上の日系企業と

連携） 

R&D連携 水素利用や航空、防衛、宇宙分野での革新・研究開発の共同実施 

サービス領域連携 製造業以外の運用やサービス分野での付加価値創出 

情報通信 サービス利用・提携 サイバーセキュリティインフラ強化に係るプロジェクトでの提携（人材

育成含む） 

金属卸 取引 日系企業に対する同社が取り扱う鉄鋼などの供給 

タイ 製造（電

子部品） 

設備・装置等の供給 高度な生産設備のアップグレードを通じた製造機能の向上 

R&D連携 製造工程の高度化や生産効率の改善に向けた共同研究開発 

製造（自

動車・

EV） 

材料・部品供給 現地での EV製造に必要な部品等の供給 

設備・装置等の供給 オートメーション導入等を通じた生産効率向上等の支援 

R&D連携 競争力ある製造工程の構築に向けた研究開発の協力 

製造（ゴ

ム） 

R&D協力・製造委託 ゴム添加剤などの共同製品開発および同社による受託製造 

販売協力 日本市場への参入・販路拡大協力 

ベトナ

ム 

製造（電

子部品） 

製造委託 航空機部品や医療機器部品製造における連携（同社による受託製造） 

材料・部品供給 半導体、チップセット、金型などの裾野産業での日系企業による部品供

給 

製造委託等 EMSや ODMプロバイダーとして通信機器分野での連携（同社による受託製

造） 

製造（繊

維） 

技術提携等 持続可能な製品の導入やサプライチェーン効率化における日本企業の技

術活用 

共同事業 新市場ニーズを反映した製品開発や販売促進での日系企業との連携 

製造（化

学） 

技術提供 EU-GMP認証施設での現地生産強化や輸出拡大に係る技術提供等 

販路活用 同社の販売ネットワークを活用した日系メーカー製品の現地市場展開 

再エネ プロジェクト協力 プロジェクトにおける不足専門知識の補完・EPC 支援 
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II. 国別編：インドネシア 

１． 直接投資動向 

(1) 各国統計データ分析による主要国・投資対象業界の抽出 

①投資対象国の海外直接投資データ分析 

 インドネシアでは、2010年から 2023年にかけて毎年投資額に多少の変動はあるものの、

2023 年時点の投資額は、2011 年と比べ約 1 割増加した。一方、2010 年には全体の半分以

下だった製造業の割合が、2023 年には大幅に増加しており、投資先業種の変化が見られる。

2010 年から 2023 年までの投資額を合計すると、1 位が 44％で製造業、2 位が運輸・通信

業で 13％と、上位 2 つの業種で全体の半分以上を占め、次いで、3 位の卸・小売業（12％）

と 4 位の農林業（9％）と続いた。 

  

図 II-1 インドネシア FDI 業種分析（ネットフロー） 

 
 

出所：Bank Indonesia 

 

 2023 年までの投資を新型コロナ前（2015～2019 年）と新型コロナ後（2022～2023 年）

に分けて比較すると、製造業が 50％以上増加したほか、輸送・倉庫・情報通信において投

資額が 3 倍以上と大幅に増加した。一方で、2010 年から 2023 年の合計で 3 位の卸・小売

業は、新型コロナ後に投資の減少が見られる。 

 

 

図 II-2 インドネシア FDI 業種分析（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

 
 

出所：Bank Indonesia 
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 インドネシアに投資を行う各国の状況を投資元国・地域別に見ると、2010 年から 2023

年の合計ではシンガポールが 4 割を占め、日本（23％）、中国（8%）が続いた。シンガポ

ールからの投資額は、多少の変動はあるものの 2010 年以降高いシェアを維持し続けてい

る。日本は、新型コロナ前（2019 年）までは一定のシェアを保っていたものの、新型コロ

ナの流行が始まった 2020 年以降は低下し、2023 年時点でも低いままだった。 

 

図 II-3 インドネシア FDI 投資元国・地域分析（ネットフロー） 

 
 

出所：Bank Indonesia 

 

 投資元国・地域を新型コロナ前後の 2 期間に分けてみると、上位のシンガポール、

EU、日本が減少する一方、中国、韓国が増加している。前述のとおり、日本は投資額が

低下しており、2015 年から 2019 年の合計額ではシンガポールに次ぐ 2 位だったが、2022

年と 2023 年の合計では順位が低下し、韓国と同額の 4 位だった。一方、中国や韓国、特

に韓国からの投資額が、新型コロナ後に大幅に増加した。 

 

図 II-4 インドネシア FDI 投資元国・地域分析（新型コロナ前後比較） 

（ネットフロー） 

 
 

出所：Bank Indonesia 

 

 次の章からは、分析対象である投資元国 3 カ国の業種別の分析を見ていく。分析対象

は、米国、中国に加え、ドイツを選定した。選定方法については、後ほど詳細を述べる。 
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(2) 米国からの海外直接投資データ分析 

 米国からの 2010 年以降の投資業種のシェアとしては、2022 年のストックでは鉱業が 1

位（75％）、製造業が 2 位（11％）、卸売業が 3 位（4％）と続いた。ストックでは全体の 4

分の 3 を占めた鉱業は、年別のフローでは 2016 年以降はマイナスとなった年もあった。一

方で、2016 年以前は投資額（フロー）がマイナスまたは金額が少なかった製造業の投資が

増加しつつある。毎年の変動はあるものの 2021 年には全体の約半分を製造業が占めた。ま

た、製造業の内訳を 2022 年のストックで見てみると、化学が最も多く全体の半数以上を占

めており、次いで食品となった。 

 

図 II-5 米国からインドネシアへの FDI 業種分析（ネットフロー・ストック） 

 
 

出所：米国商務省経済分析局（BEA） 

 

 新型コロナ以降、米国からの製造業投資では、化学と食品分野での投資が増加しており、

特に化学分野の投資額の増加が著しく、新型コロナ前後で比較すると 6 倍以上に増加した。

新型コロナ以前は 1 位だった食品は、化学分野の大幅増を背景に 2 位となったものの、投

資額は増加した。 

 

図 II-6 米国からインドネシアへの FDI 業種分析（製造業）（新型コロナ前後比較） 

 
出所：米国商務省経済分析局（BEA） 
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 米国からの投資が多い化学・食品・飲料製造業の投資例は以下のとおりである。 

 

 米国からインドネシアへの投資が増加している背景には、同国の経済成長、人口増加、そ

して地域的優位性がある。化学産業は、インドネシア政府の「Making Indonesia 4.0」政策

で重点産業に位置付けられており、特に自動車産業や建設業界向けに石油化学分野の増加

が見込まれることから、投資が増加し製造施設の設立や拡張が進んでいる。 

 

表 II-1 米国からの製造業（化学）への投資事例 

企業名 製品・サービス 発表年* 投資額 投資概要 

Cabot 特殊化学品や機

能性材料 

2022 1 億 

米ドル 

東南アジアでのカーボンブラッ

ク需要増加に対応するため生産

能力を拡大 

Elessent Clean 

Technologies 

硫酸、水素処理 2022 非公開 ニッケルや銅などの金属需要の

増加支援のため新オフィスの設

立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

食品・飲料分野では、人口増加と中産階級の拡大による需要増加を背景に、製造施設や製

造ラインの新設・拡張が行われている。 

 

表 II-2 米国からの製造業（食品・飲料）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

PepsiCo 飲料・スナック 2023 非公開 雇用機会を創出し、生産能力を

拡大するための工場の建設 

IDN-B 社 加工食品、調味

料 

2022 1 億

1,600 万

米ドル 

生産施設を世界水準の設備にア

ップグレード（再生可能エネル

ギー、先進製造技術）し、グロ

ーバル市場でのプレゼンスを強

化 

Mondelez 

International 

食品・飲料全般 2022 2,300 万 

米ドル 

主要市場である東南アジア、ア

ジア、中東での OREO ビスケッ

トの需要増加に対応するため、

生産ラインを拡張 

Hormel Foods 

Corp 

加工食品 2022 非公開 インドネシアおよび東南アジア

市場への進出加速を目的に、現

地企業の株式を取得 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

  

 産業機器分野では、産業の自動化ニーズ増加とインフラ整備の進展により、オートメーシ

ョン技術や研究開発施設への投資が進んでいる。政府の掲げる「Making Indonesia 4.0」に

伴い、デジタル関連のロボットや自動化の普及・拡大が見込まれる。 

 

表 II-3 米国からの製造業（産業機器）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Rockwell 

Automation 

産業オートメー

ション 

2024 非公開 人材開発を目的に、先進的なオ

ートメーション教育ラボをイン

ドネシアの大学に設置 

Jabil 電子機器および

製造業向けの設

計、エンジニア

リング 

2017 非公開 精密エンジニアリングおよび機

械加工の能力を強化するため、

航空宇宙精密加工施設を設立 

 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 
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(3) 中国からの海外直接投資データ分析 

 中国からインドネシアへの投資は、2017 年以降増加していたが、2019 年に大幅に低

下。新型コロナの影響が大きかった 2020 年にかけても減少が続いたが、2021 年に回復

し、2010 年以降最高額を記録している。2010 年から 2023 年の投資額を合計して見る

と、業種別では 1 位が製造業で 39％、次いで運輸・通信業（33％）、卸・小売業

（11％）、鉱業・採石（10％）となっており、上位 4 つの業種で 9 割以上を占めている。 

 

図 II-7 中国からインドネシアへの FDI 業種分析（ネットフロー） 

 
 
出所：Bank Indonesia 

 

 中国からの投資先業種について、新型コロナ前後の二期間で年平均投資額と順位を比較

すると、新型コロナ後に製造業が大幅に増加している。一方、2010 年から 2023 年の合計

で 1 位となっていた運輸・倉庫・通信業については、新型コロナ前と比較して同業種への投

資が大幅に減少している状況だが、ストックでは 3 位となっている。 

 

図 II-8 中国からインドネシアへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較） 

（ネットフロー） 

 
 

出所：Bank Indonesia 

 

 中国からインドネシアへの製造業投資の内訳は、公式統計で確認できないため、民間デー

タベースを参照した。投資案件数では金属が圧倒的に多く、2 位と 3 位の電子部品、自動車

OEM を合計した件数よりも多い状況となっている。金属業は、新型コロナ後の 2022 年以
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降も件数が多い。また、製造業投資の上位を占める自動車 OEM、電子部品分野でも、2022

年以降複数の投資が行われている。インドネシアは、需要が増加する EV の原料であるニッ

ケルや銅等の大規模な供給国であり、EV 需要のさらなる増加を見込んだ多数の企業がイン

ドネシアに進出している。 

 

図 II-9 中国からインドネシアへの FDI 業種分析（製造業）(2010～2024 年 6 月) 

（新型コロナ前後比較）（件数） 

 
出所：fDi Markets 

 

 中国からインドネシアへの投資が多い業種とその背景を、以下のとおりまとめた。投資を

拡大している背景として、インドネシアの政策的な支援、豊富な資源、市場の成長性がある。 

 

 豊富な資源の供給国であるインドネシアは、未加工鉱石の輸出を禁止する政策を実施し

ており、中国企業は国内での精錬や加工施設の設立を進めている。また、航空宇宙や EV 市

場向けの高付加価値アルミニウムや新エネルギーセクター向けのニッケル製品の需要増加

が、金属分野における投資を促進している。 

 

 表 II-4 中国からの製造業（金属分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Beijing Jianlong 

Heavy Industry 

Group 

（中堅・中小・ス

タートアップ） 

ニッケル鋼 2024 非公開 インドネシアの未加工鉱石輸

出禁止政策に対応するため、

製錬所を建設 

Shandong 

Nanshan 

Aluminium 

アルミナ、アル

ミニウムインゴ

ット 

2023 60 億 

米ドル 

航空宇宙や電気自動車市場な

どの高付加価値アルミニウム

需要に対応するため、アルミ

ニウム工場を建設 

IDN-C 社 ニッケル中間体 2023 5 億 

米ドル 

新エネルギーセクター向けの

ニッケル中間製品需要をター

ゲットに、ニッケル中間製品

生産プロジェクトに共同出資 

Zhejiang Huayou 

Cobalt 

ニッケル 2023 2 億 

米ドル 

バッテリー材料の上流サプラ

イチェーンでの地位強化を目

的に、ニッケル硫酸生産プロ

ジェクトに投資 

Yongjin Co., Ltd ステンレス鋼ス

トリップ 

2022 非公開 国内市場でのステンレス鋼需

要増加対応のため、加工施設

を建設 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

電子部品分野では EV 市場の成長や持続可能なエネルギー需要の増加に対応するため、中

国のバッテリーメーカーがインドネシアを重要な生産拠点として活用している。ニッケル
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資源の豊富さも、バッテリー製造企業を引き寄せる要因となっている。また、東南アジア市

場全体をターゲットにした製造拠点の構築と供給体制の強化が進められている。 

 

表 II-5 中国からの製造業（電子部品分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

REPT Battero 

Energy 

リチウムイオン

バッテリーおよ

びエネルギー貯

蔵ソリューショ

ンの提供 

2024 非公開 EV 市場の成長と持続可能なエ

ネルギー需要に対応し、製造施

設を設立 

Contemporary 

Amperex 

Technology 

Limited 

(CATL) 

リチウムイオン

バッテリーの開

発・製造 

2023 4.2 億 

米ドル 

インドネシアのニッケル資源を

活用するため、製造施設へ投資 

Huaqin 

Technology 

スマートフォ

ン、タブレット

などの電子機器

の ODM（製

造） 

2024 非公開 インドネシアを東南アジアの製

造拠点とするため、製造施設を

設立し供給体制を構築 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 自動車分野では、インドネシア政府の EV 推進政策や EV 市場の成長を背景に、中国の自

動車メーカーが投資を拡大している。電動二輪車や EV の需要拡大に対応するため、製造施

設やショールームが設立されている。さらに、インドネシアから ASEAN 市場全体への供

給体制を強化する目的もある。 

 

表 II-6 中国からの製造業（自動車分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

BYD  電気自動車

（EV） 

2024 13 億 

米ドル 

インドネシアの EV 市場の成長に

対応し、グローバル EV 市場での

競争力を強化するため、EV およ

びバッテリーの製造施設の設立 

Yadea 

Electric 

電動二輪車

（EV バイク） 

2024 1.5 億 

米ドル 

インドネシアにおける EV 

バイクの需要拡大に対応するため 

Sailun 

Group 

タイヤ 2024 非公開 東南アジア地域でのタイヤ需要の

増加に対応し、現地生産能力を強

化するための製造工場の設立 

Great Wall 

Motors 

電気自動車

（EV） 

2024 非公開 インドネシアをアジア市場の主要

製造拠点として活用することを目

的に、製造施設を設立 

Chery 

Automobile  

電気自動車

（EV） 

2023 1,500 万 

米ドル 

インドネシアの自動車需要増加と

ASEAN 市場へのアクセスを目的

とし、工場施設と供給体制の構築 

Geely 電気自動車

（EV） 

2023 非公開 EV およびスマートカーの需要増

加に対応し、インドネシアを製造

および技術拠点とすることを目的

に、製造施設を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 情報通信分野では、インドネシアのデジタル経済の急速な成長とクラウドサービス需要

の拡大を背景に、中国のテクノロジー企業がデータセンターの設立に注力している。また、

デジタルトランスフォーメーション（DX）需要に対応し、東南アジア地域全体でのサービ

ス提供能力を向上させることを目的としている企業もある。加えて、クラウドソリューショ
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ンやネットワーク機器の市場拡大を目指して、現地でのプレゼンス強化に向けた営業・サー

ビス拠点の整備を進めている企業も存在する。 

 

表 II-7 中国からの情報通信への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

GDS Holdings データセンター 2023 非公開 デジタル経済の急速な成長とク

ラウドサービス需要の増加に対

応するため、データセンターを

設立 

H3C ネットワーク機

器・ソリューシ

ョン 

2023 非公開 地域でのネットワークおよびク

ラウドソリューション市場での

プレゼンスを強化することを目

的に、営業・サービス拠点人員

増強、オフィススペース拡大 

Tencent インターネッ

ト・携帯サービ

ス 

2021 非公開 東南アジアにおけるデジタルエ

ンターテインメントとクラウド

サービス需要拡大のためインド

ネシアを地域拠点としてデータ

センターを設立 

QingCloud クラウドサービ

ス 

2019 非公開 インドネシアのクラウドサービ

ス市場成長とデジタルトランス

フォーメーション需要に対応す

るためのデータセンターを設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(4) EU（ドイツ）からの海外直接投資データ分析 

①EU 国の選定について 

 調査対象国として、米国、中国に加えて、EU からはドイツを選定した。インドネシアの

公式データによると、データが入手可能な 2017 年から 2023 年の合計投資額に関しては、

EU 加盟国ではオランダが 1 位、ドイツが 2 位となっているものの、2023 年はドイツのシ

ェアが大幅に増加した。 

 

図 II-10 EU 諸国からインドネシアへの FDI 投資元国・地域分析（ネットフロー） 

出所：Bank Indonesia 

※1 EU を 2020 年に脱退した英国は含んでいない 

※2 円グラフは上位 5 カ国のみを対象とした割合である 
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 新型コロナ前（2015～2019 年）と新型コロナ後（2022～2023 年）を比較すると、ドイ

ツの年平均投資金額が新型コロナ後に 2 倍に増加している一方で、オランダは大幅に減少

していることから、今回の調査の目的を考慮しドイツを選定した。 

 

 

図 II-11 EU 諸国からインドネシアへの FDI 投資元国・地域分析 

（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

 
出所：Bank Indonesia 

 

②ドイツからの海外直接投資データ分析 

 インドネシアからドイツへの投資については、公式統計からは業種別の内訳が確認でき

ないため、民間データベースを参照した。2010 年以降の合計投資件数は、製造業では 1

位が産業機器、2 位が化学、3 位が自動車 OEM となっており、非製造業では輸送・倉

庫、ソフトウェア・IT サービスがそれぞれ 1 位、2 位となっている。新型コロナ後の

2022 年以降の案件数を見ると、全体的に増加はあまり見られないものの、製造業では産業

機器、非製造では輸送・倉庫やソフトウェア・IT サービスなどで複数の案件が確認でき

る。 

 

図 II-12  ドイツからインドネシアへの FDI 業種分析（2010～2024 年 6 月） 

（新型コロナ前後比較）（件数） 

 
出所：fDi Markets 

 

ドイツからインドネシアへの投資が多い主要業種とその投資背景は以下のとおりだ。イ

ンドネシア政府が推進する「Making Indonesia 4.0」政策により、産業の自動化や高度な加

工技術の需要が増加している。この環境下で、ドイツの産業機器企業は、インドネシアをア
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ジア市場における戦略的拠点として位置付け、製造能力の強化や技術支援を目的に投資を

進めている。 

 

表 II-8 ドイツからの製造業（産業機器分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Toolcraft AG ハイエンド精密

部品、 

3D プリンター 

2023 非公開 インドネシアの製造業成長と高

度な加工技術需要に対応するた

め、現地企業へ出資 

Ifm electronic オートメーショ

ン 

2023 非公開 インドネシアの産業オートメー

ション需要の増加に対応するた

めのサポート拠点の設置 

Thyssenkrupp 

Polysius 

セメント産業向

けプラント・機

械 

2022 非公開 インドネシアのセメント需要増

加および持続可能なインフラ開

発のためのプラント建設 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 インドネシアの化学市場は急成長しており、持続可能な製品の需要が拡大している。また、

アジア市場でのプレゼンスを拡大するために、成長市場であるインドネシアを拠点化する

動きが見られる。特に、農業やパーソナルケア製品向けの化学製品分野においては、需要増

加に対応するための投資が進んでいる。 

 

表 II-9 ドイツからの製造業（化学分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

BASF 化学製品、農業用

製品、素材、電子

材料等の製造 

2024 26 億 

米ドル 

急成長する化学市場や持続可能

な製品需要に対応するため、製

造拠点の新設 

Beiersdorf ヘアケア、医薬

品、化粧品の製造

販売 

2023 非公開 スキンケアおよびパーソナルケ

ア製品の需要増加対応を目的に

株式投資 

Symrise フレーバー、食品

および化粧品向け

の原料製品の提供 

2019 300 万 

米ドル 

成長市場であるインドネシアを

拠点に、アジア市場でのプレゼ

ンスを拡大するため、イノベー

ションセンターの設置 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 インドネシアの物流産業は、経済成長や貿易拡大、電子商取引の発展を背景に急成長して

いる。ドイツの物流企業は、インフラ開発や製造業拡大に対応するための物流センター等 

物流ネットワークの強化やサービス提供能力の向上を目指している。また、インドネシアを

地域の物流ハブと位置付け、物流施設の設置を進めている企業もある。 

 

表 II-10 ドイツからの輸送・倉庫業への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

DHL Global 

Forwarding 

国際貨物輸送およ

びサプライチェー

ン管理サービス 

2024 非公開 急成長する物流市場と貿易需

要に対応し、地域内での物流

ネットワーク強化を目的に、

物流ハブの新設 

Rhenus Freight 

Logistics 

物流および貨物輸

送サービス 

2021 非公開 インフラ開発と貿易拡大を背

景に、新オフィスの設置 

DB Schenker 国際貨物輸送およ

びサプライチェー

ン管理サービス 

2020 非公開 電子商取引と製造業の成長に

対応して新オフィス（物流セ

ンター）の設置 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 



 

禁無断転載 Copyright (C) 2025 JETRO. All rights reserved. 

32 
 

(5) 各国総括（インドネシアへの投資要因） 

以下、米欧中の主要業種の投資要因のポイントを整理した。 

 

表 II-11 インドネシアへの投資要因 

国 業種 投資要因・背景 投資内容 

米国 製造業（化

学） 

・ 人口増加に伴う現地の化学品需

要増加（自動車、建設、農業等） 

・ 製造の現地化 

・ 生産能力の拡大 

・ 新オフィスの設立 

製造業（食

品・飲料） 

・ 内需向け製品需要の拡大に伴う

生産設備の新設・拡張 

・ 東南アジア市場への進出加速、

需要増加への対応 

・ 現地素材の活用と現地農家との

協業 

・ 新工場の設置 

・ 生産ラインの拡張 

製造業（産業

機器） 

・ 製造業の自動化需要の拡大への

対応 

・ 教育研究機関の設置 

・ 生産施設の設立・拡張 

中国 製造業（金属

分野） 

・ 政府の未加工鉱石輸出禁止政策

への対応 

・ 非鉄（アルミニウム）、新エネル

ギー、EV向けのニッケル需要対

応（バッテリー材料の上流サプ

ライチェーン強化等） 

・ 製錬所・加工生産設備

の新設（ニッケル・ア

ルミニウム工場等） 

 

製造業（電子

部品分野） 

・ EV 市場の成長および再生エネ

ルギー需要対応 

・ ニッケル資源活用およびバッテ

リー市場強化 

・ 東南アジアの製造拠点構築と供

給体制の強化 

・ 製造施設を設立・拡張 

製造業（自動

車分野） 

・ EV市場の拡大（電動二輪車需要

拡大への対応） 

・ タイヤ需要増加対応および現地

生産能力強化 

・ ASEAN 市場へのアクセス強化 

・ EV およびバッテリー

製造施設の設立 

・ 電動二輪車製造施設

の設立 

・ タイヤ製造工場の設

立 

EU 

(ドイツ) 

製造業（産業

機器分野） 

・ 産業オートメーション需要の増

加対応 

・ インドネシア政府の政策“イン

ドネシア製造業 4.0”による需要

拡大の見込み 

・ サポート拠点の設置 

・ 製造施設の拡大 

製造業（化学

分野） 

・ 化学市場の成長と持続可能な製

品需要に対応 

・ アジア市場でのプレゼンス拡大

を目指し、成長市場を拠点化 

・ R&D・イノベーション

センターの設置 

輸送・倉庫業 ・ 物流市場の成長と貿易需要増加

に対応 

・ インフラ開発と貿易拡大を背景

に、地域市場へのサービス提供

能力を強化 

・ 電子商取引と製造業の成長対応 

・ 物流ハブ、物流センタ

ー、新オフィスの設置 

 

 

２．非日系企業の戦略 

(1) 主要企業における戦略分析対象の選定 

非日系企業の当該国における投資目的や背景、その根底にある ASEAN 戦略を理解する

ために、インタビュー対象とする企業を選定した。前述の投資事例一覧をふまえ、直近の投
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資事例、中小企業事例、投資規模の大きさ、ニュースの信頼性（自社発表や有力メディア記

事に基づくか）等の観点から、インタビュー打診の優先順位を設定。優先順位に基づき、各

企業へインタビューを依頼し、受諾した企業に対してヒアリングを実施した。インタビュー

を行った企業は、以下のとおりである。 

 

表 II-122 インタビュー企業一覧 

企業名 本社 製品・サービス 投資年* 投資概要 

IDN-A 社 米国 化学 2022~2024 新工場を設立 

IDN-B 社 米国 加工食品、調味料 2022 工場アップグレー

ド 

IDN-C 社 中国 ニッケル中間体 2023 合弁会社設立 

IDN-D 社 中国 電気自動車（EV） 2023 製造施設への投資 

IDN-E 社 中国 ネットワーク機器・ソ

リューション 

2023 人員増強・オフィ

ススペース拡大 

IDN-F 社 ドイツ 印刷機器 2022 人員増強 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(2) 非日系対象企業の ASEAN戦略分析 

①分析対象企業の戦略分析 

インタビュー受諾企業に対し、当該国市場の見通し、対象国の戦略的位置付け、保有機能、

具体的な投資内容、今後の事業展開や投資意向等についてヒアリングし、情報を整理した。 

 

事例 1：米国の製造業（化学分野）事例「IDN-A社」 

■調査対象企業について 

IDN-A 社は、特殊化学品および高機能材料の製造を行う、本社マサチューセッツ州ボストン

の企業。インドネシアでは、チレゴン（Cilegon）に製造施設を構え、タイヤ、産業用ゴム製

品、特殊用途向けの重要な素材であるカーボンブラックを生産。 

 

■対象国市場の見立て  

インドネシアでは、「Manufacturing Indonesia 4.0」に基づく優先分野の一つとして、自動車

や医療セクターなどと並んで化学を優先セクターとしている。経済特区（SEZ）や工業団地に

おける免税や簡素化されたライセンス取得など、政府による様々なインセンティブもあり、今

後も国外からの投資の増加が見込まれる。インドネシアで化学製造施設の設置ができる十分

なインフラが整っている場所は現状ジャワ島のみとなっており、利用可能な土地や、サプライ

チェーンの制限がネックだが、状況は改善し続けており、今後も特に石油化学および特殊化学

分野に対する投資は増加すると見られる。 

国内では国有のエネルギー会社プルタミナ（Pertamina）がバリクパパン製油所・石油化学コ

ンプレックスを設立するなど、石油化学分野の投資が積極的に行われており、市場は今後も拡

大していく見込み。また、インドネシアで市場が拡大している自動車、農業、建設などを中心

に接着剤、コーティング、添加剤を含む特殊化学の需要も拡大しており、これらの分野への投

資増加が見込まれる。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

IDN-A 社がインドネシアで製造するカーボンブラックは、主に自動車のタイヤ業界の顧客を

ターゲットに販売されている。IDN-A 社は 30 年以上前からインドネシアのチレゴンに拠点

を構えており、ほぼ同時期にマレーシアにも拠点を設立。当時、IDN-A 社の顧客となる自動

車業界がインドネシアとマレーシアに集中しており、IDN-A 社は顧客ネットワークを追って

同 2 カ国に拠点を設置。それ以来継続的に、インフラの開発や製造施設の拡大等の投資を行

っている。 

インドネシアには化学製品の原料となる豊富な資源があるものの、それらを原料として活用

するための技術が十分に確立されておらず、現状 IDN-A 社は原料の多くを中国、米国などか

ら輸入している。今後インドネシア国内で技術が発展すれば、輸入から国内調達にシフトする

可能性もある。 
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■インドネシア拠点の保有機能・サプライチェーン 

ASEAN においては、拠点はインドネシアとマレーシアのみとなっており、アジア全体ではイ

ンド、日本、韓国に拠点を有する。インドネシアは名目上 IDN-A 社のアジア太平洋南部の地

域拠点とされているが、インドネシアとマレーシア拠点に機能的な違いはなく、営業、マーケ

ティング、製品管理、購買、財務、カスタマーサービス、原料管理などの機能をそれぞれ有す

る。インドネシアでは主にカーボンブラック、マレーシアでは異なる製品を製造しており、タ

ーゲットとしている顧客が異なる。 

インドネシア拠点には地域拠点として多くの権限が与えられており、基本的には製造・調達・

販売・顧客・原料管理等オペレーションに関する決定権がある。拠点の経営トップは米国から

の駐在員で、年間事業計画については、本部に提出して承認を得る必要がある。インドネシア

に拠点を置く多くの米国化学企業は、拠点トップのほかに、製造やファイナンスの専門家をダ

イレクターやアドバイザーという形で配置し、インドネシアにおけるオペレーションをサポ

ートしている状況がある。 

インドネシアで製造される製品は、国内の需要に加え、インドやタイなどの自動車産業が盛ん

な国へも輸出される。他の化学企業と同様、原料は米国や中国を中心とした国外からの輸入が

占めている。2023 年には、IDN-A 社インドネシア拠点は、輸入を 262 回行い、輸入総額は約

2,318 万米ドル相当だった。一方で、インドネシアは豊富な原材料を有しており、化学製造領

域における技術が進歩すれば、インドネシアでの製造が進み、輸入から国内生産へのシフトが

起こる可能性もある。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

2022 年、IDN-A 社はインドネシアにブラックマスターバッチおよび導電性化合物の工場を新

たに設置。これまでのカーボンブラックに加えて、電子機器、インフラ、農業、包装業界をタ

ーゲットとした新たな顧客開拓を図っている。 

 

■今後の事業展開・投資意向 

アジアでの特殊化合物（ブラックマスターバッチや導電性化合物）の需要が増加しており、こ

の分野での事業拡大は今後も継続していく。また、新しい施設では先進技術や廃棄物熱エネル

ギー再利用設備を導入し、製造効率の向上や廃棄物の削減を行うことで、2050 年までのカー

ボンニュートラル実現に向けた IDN-A 社全体の目標達成を目指す。  

 

■日系企業との協業可能性 

インドネシアに拠点を置く化学メーカーとして、日本企業に対して期待する協業可能性のあ

る分野は以下のとおり。 

・ 技術共有のためのジョイントベンチャー設立 

日本の機械メーカーとの技術共有によって特殊化学製造をさらに効率的に行う。 

・ R＆D パートナーシップの構築 

日本の化学メーカーと炭素材料や導電性化合物などの特殊化学製品の R＆D 分野での協

力を強化し、新技術や製品の開発につなげる。 

・ サプライチェーンの統合 

インドネシア国内に拠点を置く日本企業と、材料の調達や運送の分野で協力することに

より、ロジスティクスのコスト削減や効率化を図る。 

・ デジタル化における協力 

製造現場のあらゆる分野においてデジタル化やオートメーションが求められており、高

い技術を持った日本企業のサポートを検討する。 
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事例 2：米国の製造業（食品・飲料分野）事例「IDN-B社」 

■調査対象企業について 

IDN-B 社は、食品および飲料（特に加工食品や調味料分野において強みを持つ）の製造を手

掛けるグローバル企業。インドネシアでは支社を構え、ソースなどの調味料を中心に現地市場

向けに製造・販売を行っている。 

 

■対象国市場の見立て 

インドネシアの食品・飲料業界の見立てや需要については、特に下記の 3 つのポイントをお

さえておくことが重要である。 

・ 人口（特に若い世代）増加による家庭消費の増加 

インドネシアは現在も高い人口増加率を維持しており、人口増加による家庭消費、特に食品・

飲料製品の需要増加は今後も見込める。特に、新型コロナ後の消費者購買力の回復も業界の追

い風となっている。 

・ 中間層の増加による健康志向およびオーガニックやエコフレンドリー製品の需要増加 

インドネシアでは、中間層の増加とともに健康志向も高まっており、即席食品や健康的なスナ

ックの需要が増加する一方で、砂糖飲料や高価格の加工食品の需要は減少すると見られる。ま

た、健康食品だけでなく、植物由来、オーガニック、エコフレンドリーな製品に対する需要も

高まってきている。 

・ ハラル製品への取り組み 

インドネシアは、国内向けの商品に加えて、輸出商品もハラル認証にすることで、アジアのハ

ラルハブになることを目指しており、全ての食品部門において、ハラル認証に対する重要性が

さらに高まっていることから、現地企業に限らず外資系メーカーも積極的に工場のハラル認

証を行っている。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

インドネシアに進出する外資系食品・飲料メーカーは、主にインドネシア国内の市場をターゲ

ットとしている。インドネシアには製品を安く製造・販売する現地競合企業も多く存在し、こ

れらの現地企業と価格面で競争することは難しいとされているが、下記の点で競争力を維持

する戦略を打ち出している。 

・ 中間層を狙った健康食品・エコフレンドリー食品の販売 

・ グローバル企業の強みとして、多くの製品・種類を様々な価格で売り出すことによる、

より多くの消費者ターゲットの取り込み 

 

インドネシア政府は食品・飲料分野の外資系企業の積極的な誘致を進め、様々な支援を打ち出

しており、外資系企業にとって、進出がしやすい環境が整っている。 

以下は、インドネシアに投資する企業が受けられる政府支援の例である。 

・ タックス・ホリデー（Tax Holiday）: 優先産業に該当する企業は、最大 20 年間、法人

税免除が受けられる。 

・ タックス・アローワンス（Tax Allowance）: 優先産業に投資する企業には、税率の軽減

や追加控除が適用される。 

・ スーパー・デダクション（Super Deduction Tax）: 研究開発（R&D）や職業訓練に投資

する企業に対し、最大 300％が控除される。 

 

■インドネシア拠点の保有機能・サプライチェーン 

・ 製造：IDN-B 社は主にインドネシア国内の市場をターゲットにしており、インドネシア

向けに特化した製品を国内で製造・販売している。 

・ R＆D：製造に加えて、インドネシア市場向けに製造される製品は R&D もインドネシア

拠点で行われている。 

・ 製品の輸出入：インドネシアだけでなく世界で販売されているグローバル製品について

は、インドネシア支社が輸入を行い国内で販売。また、インドネシア国内で製造される

製品を米国、日本、オーストラリア、サウジアラビア、オランダ等の国に輸出し、販売

している。 

・ 組織構成について：本社から派遣された、Managing Director を含む 2 名の駐在員がい

るものの、インドネシア国内のオペレーションについてはインドネシア支社がほとんど

の決定権を持つ。本社で決定されるものは、グループ会社全体としての戦略およびファ
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イナンスに関わるものとなっている。その他、採用、サプライチェーン、調達、販売、マ

ーケティングなどの機能については、インドネシア側が保有。 

・ 原材料輸入：インドネシア国内で製造する製品についても、原料は国外から輸入するケ

ースが多い。一方で、サプライチェーンコスト削減の観点から、国内調達に少しずつシ

フトする動きが出ている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

同社は 2023 年に 8,400 万米ドルをかけてインドネシア国内の既存の製造施設を拡大。同製造

施設は、アジア圏内で最大の製造能力を持っており、主にインドネシア国内向けのブランドの

製造を行う。 

インドネシアで今後進むと考えられる製造業のデジタル化に備え、同工場も加工ラインや発

酵プロセスを自動化するシステムを導入。製造の効率化を実現し、インドネシア国内でのさら

なるシェアの拡大を目指す意向。  

 

■今後の事業展開・投資意向  

・ ハラル食品工場の設立 

ハラル基準を満たす製造施設や工場への投資が予想される。これは国内需要に応えるだけで

なく、ムスリム人口が多い地域への輸出機会を視野に入れたもの。 

・ サステナブルな取り組み 

環境に優しい製品や工場運営を目指す技術への投資が進む。例として、廃棄物管理や排出削減

技術の導入が挙げられる。 

・ 健康志向製品の開発 

栄養価の高い製品の製造を目的とした研究開発（R&D）への投資。人工添加物の使用を減ら

し、天然由来の原材料に注力することで、消費者の健康ニーズに応えると同時に、地元の雇用

創出にも貢献。 

 

■日系企業との協業可能性 

現状、日本企業との協業の検討はない。一方で、日本はソース輸出事業のターゲット市場とな

っており、今後日本市場に向けた輸出の拡大を行っていく。 

 

 

事例 3：中国の製造業（金属分野）事例「IDN-C社」 

■調査対象企業について 

IDN-C 社は、廃棄されたコバルト、ニッケル、タングステンや銅などの資源と電子廃棄物の

リサイクルに取り組む合弁会社で、複数の中国企業、韓国企業および日系企業が株式を保有す

る。ニッケルやコバルトなどのバッテリー素材の製造を手掛ける企業で、特に電気自動車

（EV）向けバッテリー材料分野において強みを持つ。 

 

■対象国市場の見立て 

インドネシアの金属製造分野では、下記のトレンドが予想されている。  

・ 下流加工への注力 

インドネシアは、豊富な天然資源に付加価値を加える下流加工に注力しており、特にニッケル

などの金属を国内で精錬・加工する戦略を推進。これにより、原材料輸出からの脱却を目指し

ており、中国企業を中心とした外国投資が活発化している。特に、ニッケル製錬所や高圧酸浸

出（HPAL）プラントへの投資が増加している。 

・ EV バッテリー素材への需要 

EV バッテリーの重要素材であるニッケルが注目されており、インドネシアはその豊富な埋蔵

量を活かして、バッテリー素材のグローバルハブを目指している。EV 需要の拡大に伴い、バ

ッテリー素材の生産は今後、国内の金属業界で中心的な役割を果たす見込み。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

インドネシアは世界最大のニッケル生産国として、特にニッケル銑鉄（NPI）やニッケル硫酸

の生産で注目されている。安価な労働力およびエネルギーコストも背景に、中国を含む多数の

外国企業がニッケル製錬所やバッテリー素材施設に積極的に投資しており、今後も増加は続
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く見込み。中国のほかには、ブラジル、日本、韓国から企業が投資を行っており、ジョイント

ベンチャーを設立する投資形態を取っていることが多い。 

インドネシア政府は、これらの企業のさらなる投資誘致のため、様々なインセンティブを提供

しており、多くの企業がインドネシアに投資を行う背景の一つとなっている。 

インドネシアへの金属企業に対して、政府が提供する支援は以下のとおり。 

 

＜外資に係る奨励＞※金属加工など優先分野に特典が適用。 

・ 法人税の軽減: 投資額 1,000 億～5,000 億ルピアで法人税 50％減免、5,000 億ルピア以

上で最大 20 年間の 100％減免。 

・ 税控除: 投資額の 30％を 6 年間にわたり控除、配当金の源泉税率引き下げ、最大 10 年

間の損失繰越が可能。 

・ 特定の投資に対する機械・原材料の輸入関税免除措置（マスターリスト） 

 

＜特別経済区（SEZ）での財政的インセンティブ＞ 

・ 法人税免除（Tax Holidays）: 最低投資額 1,000 億ルピアで 10 年の税免除、投資額増加

に応じて、最大 20 年まで延長可能。 

・ 付加価値税（VAT）および贅沢品税（Luxury Goods Tax）の免除: SEZ 内での課税対象

商品・サービスが免税。 

・ 関税および消費税の免除: 設備や原材料の輸入に対する関税が免除または猶予され、コ

スト削減が可能。 

一方、これらの環境を求めて多くの金属企業がインドネシアに進出しており、EV 需要の拡大

に伴い競争が激化している状況も見られる。各社は垂直統合やコスト削減、技術革新への対応

を迫られる状況となっている。 

 

■インドネシア拠点の保有機能・サプライチェーン 

インドネシア国内では、HPAL（高圧酸浸出）、鉱物加工・製造、健康・安全・環境（HSE）、 

品質管理・保証、設備・保守、物流・サプライチェーン、人事、財務・経理、法務・コンプラ

イアンス、調達、CSR、R&D、化学プラント（酸製造）、土木、エンジニアリング設置等、製

造や組織運営に必要な全ての部門が揃っている。 

インドネシアでの R&D は、主に生産効率の向上と EV バッテリー用の新エネルギー材料の開

発に焦点を当てている。グローバルレベルでの R&D ではなく主に運用面での R&D であり、

地元の大学との協力も行われている。 

インドネシアにおける金属事業では、ニッケルなどの金属原料は国内で調達されるものの、化

学品や試薬、専用装置は中国、日本、米国、ドイツ等の国外から輸入している。特に、機械関

連製品はほとんどが輸入に頼っている。インドネシア国内で加工された製品は主に中国に輸

出され、中国国内で EV バッテリー用にさらに加工される。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

EV の需要拡大に伴い増加するニッケルやコバルトなどのバッテリー素材への需要対応のた

め、これらの製品の製造に特化した合弁会社を設立した。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

短期（1～3 年）的には、ニッケル加工、EV バッテリー素材、ステンレス鋼生産において投資

の増加が見込まれる。 

長期（5～10 年）的には、グリーンスチール、アルミニウム、持続可能な採掘技術における投

資の増加が見込まれる。 

 

■日系企業との協業可能性 

同社では、下記の分野で日本企業との協業可能性があると考えている。 

・ 技術とイノベーション 

日本企業は、先進的なバッテリー技術や材料科学において高い専門性を持っており、協力によ

り生産プロセスを改善し、効率的な資源抽出技術を取り入れることが可能。また、共同研究開

発により、持続可能なニッケル抽出や加工技術の画期的な進歩が期待できる。 

・ サプライチェーンのパートナーシップ 
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日本の自動車メーカーは、世界の電気自動車市場で重要な役割を果たしており、これらの企業

とのサプライチェーンパートナーシップを確立することで、IDN-C 社は安定した顧客基盤を

構築でき、持続的な需要を生み出すことを期待。 

・ 持続可能性への取り組み 

日本企業は環境への配慮や持続可能性に重点を置いており、協力により IDN-C 社は廃棄物の

削減、カーボンフットプリントの最小化、グリーン技術の開発など、持続可能性のベストプラ

クティスの導入を期待。 

・ 知識共有と人材育成 

日本のリーン生産方式や品質管理、産業効率に関する専門知識により IDN-C 社は業務能力の

向上が可能。共同研修プログラムにより、スタッフのトレーニングを強化し、継続的な改善の

文化を育むことを期待。 

・ 次世代バッテリー開発の共同事業 

電気自動車需要の高まりを背景に、IDN-C 社と日本企業との共同事業は、固体電池など次世

代バッテリー技術の開発を加速させる可能性がある。IDN-C 社の原材料供給能力と日本企業

の研究開発力を結集することで、EV 分野のイノベーションを推進することが可能。 

 

 

事例 4：中国の製造業（自動車分野）事例「IDN-D社」 

■調査対象企業について 

IDN-D 社は、EV や新エネルギー車の製造を行う中国自動車 OEM 企業。インドネシアでは、

IDN-D 社 の関連企業らが中国から CKD/IKD で輸入し、国内で組み立てを行い、販売を行っ

ている。 

 

■対象国市場の見立て 

インドネシアでは、①政府のインセンティブ、②持続可能性に関心を持つ中流階級の増加、 

③入手可能なモデルの増加の 3 つの要素を背景に、ハイブリッド車および EV 車需要の大幅

な増加が見込まれる。車種別では、インドネシアの道路事情や一般的な家族構成のニーズに合

った MPV や SUV の需要増加が予想される一方で、セダンやハッチバック車の需要は減少

する見込み。 

現在、インドネシア政府は国内の自動車メーカーと化石燃料車販売の停止時期について話し

合いを進めており、具体的なスケジュールは未定だが、5 年から 10 年の間には、EV 車の価

格が低下することも背景に EV 車が大幅に増加すると予想される。 

一方で、全ての車両を EV 化することは難しいという業界内の見解も強く、国内の自動車関

係者によると、長期的に見ても全体の 40％程度までが限界とされる。 

また、インドネシア国内では、完成車の製造・アセンブリのほかに、EV に関連する下記の分

野においても事業機会が期待されている。 

＜EV 製造の部品・インフラ関連＞ 

- バッテリーの生産とリサイクル 

- EV 車部品の製造および流通 

- EV 充電インフラ（設置と管理） 

- 部品のサプライチェーンサービス 

＜自動車部品とアフターサービス＞ 

- 自動車のメンテナンス、修理、カスタマイズサービス 

- 自動車部品およびサービス向けデジタルプラットフォーム 

- 中古車市場サービス、改装や再販のプラットフォームなど 

 

■対象国の戦略的位置付け 

中国 EV メーカーの多くがインドネシアを製造拠点として選択する理由として、下記を挙げ

ている。 

・ 国内の自動車需要の増加 

・ インドネシアの地理的優位性 

・ インドネシア政府が提供するインセンティブの充実 

インドネシア政府は、ASEAN 地域での電気自動車（EV）生産ハブとなることを目指してお

り、国外からの EV メーカーの誘致のため、様々なインセンティブを用意している。 

インセンティブの例は以下のとおり。 
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①輸入関税の免除（Zero Percent Import Duty） 

バッテリー式電気自動車（KBLBB）の完全輸入車（CBU）および組み立て済み部品（CKD）

に対して、輸入関税を 0％に設定。ローカルコンテンツ（TKDN）が 40％未満の車両にも適

用。 

②贅沢税（PPnBM）の免除 

EV 車両に対する贅沢税（PPnBM）が免除 

 

■インドネシア拠点の保有機能・サプライチェーン 

インドネシア拠点は、以下の機能を保有。 

・ 製造 

・ 販売 

・ 輸出入（輸入：CKD で中国より輸入。輸出：インドネシアでアセンブルされた車両は、

ベトナム、フィリピン、オーストラリア等へも輸出される） 

・ アフターセールス 

また、Managing Director および Vice President は本社から派遣された中国人であり、その

他にも数名の中国人駐在員が常駐。基本的に中国外の各拠点は事業に関わるほとんどの決定

において本社へ相談、承認を得る必要がある。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

同社は、2023 年にインドネシア国内で EV モデルの製造開始を決定した。IDN-D 社は、イン

ドネシアで右ハンドル車が使用される国々向けの生産拠点とすることを目指しており、イン

ドネシアで独自の工場と研究センターを設立する計画があり、これにより東南アジアやその

他の右ハンドル車市場への供給が強化される予定。インドネシア市場での競争力を高め、今後

の EV 市場の拡大を狙う。 

 

■今後の事業展開・投資意向 

IDN-D 社はインドネシアを重要な生産拠点として位置付けており、将来的にはさらに多くの

IDN-D 社ブランドの展開を予定。  

EV の需要増加と多くの外資系企業の参入に伴い、インドネシアの EV 市場は競争が激化して

おり、中国 EV メーカーを含む自動車製造企業は、競合企業に勝つための戦略を迫られてい

る。 

同社では、主に下記の戦略を進めることにより競争力を維持するとともに、インドネシアでの

プレゼンスの拡大を図っていく意向。 

・ 生産の現地化によるコスト競争力の維持 

・ 手頃で魅力的な EV モデルの導入 

・ 強力なアフターセールスおよびサービスネットワークを構築し、顧客の信頼を獲得 

・ 価格に敏感な市場で市場シェアを獲得するため、積極的なマーケティングとファイナン

ス戦略の活用 

 

■日系企業との協業可能性 

ここ数年の中国と日本の政治的関係を考えると、両国間での企業協力はほとんど見られない

ものの、トヨタが中国の BYD と EV プラットフォームの共同開発を進めている事例も見られ

る。多くの中国企業は、文化的な親近感や既存の関係、調整のしやすさから、中国のパートナ

ーと協力する傾向がある。しかし、同社は戦略目標に合致すれば、国際的なパートナーとも協

力を進めており、品質基準の確保や技術革新、持続可能性へのコミットメントを重視し、日本

を含めた他国の事業者と協業する準備がある。                                                                                                                                                                                       

 

事例 5：中国の情報通信事例「IDN-E社」 

■調査対象企業について 

IDN-E 社は、クラウド・コンピューティング、AI、ネットワークセキュリティ、データセン

ター機器など、幅広いデジタルインフラを提供している。インドネシア国内では、IDN-E 社

の子会社が事業展開を行う。同社は、インターネットプロバイダー（ISP）や通信事業者、大

規模エンタープライズを主要顧客としており、コストパフォーマンスの高さ、長期保証期間、

ライセンス費用の透明性といった点で競合他社に対する優位性を持っている。 

 



 

禁無断転載 Copyright (C) 2025 JETRO. All rights reserved. 

40 
 

■対象国市場の見立て 

インドネシア市場は、東南アジアでも特に通信およびデジタル分野で著しい成長が注目され

ており、今後も拡大が見込まれる。政府は 5G の展開やデータセンター構築、IoT の推進とい

ったデジタルインフラ整備を国家目標として掲げており、これが市場の成長を大きく後押し

している。また、スマートシティプロジェクトやリモートワークの普及、クラウドサービスの

需要増加といったデジタル化の進展も、通信業界の成長を支える重要な要因である。さらに、

政府は地方部における光ファイバーや衛星通信の拡大も進めており、通信事業者や関連企業

にとって新たなビジネスチャンスが広がっている。  

 

■対象国の戦略的位置付け 

インドネシアは、同社にとってアジア戦略の中核を担う重要な市場である。ASEAN における

売上シェアの約 20～25％を占め、通信および ISP セクターでの主要な収益源として位置付け

られている。同社は現地での R&D や製造機能を持たないが、戦略的な販売拠点および顧客サ

ポート拠点として機能しており、地域全体の成長戦略を支える要となっている。 

インドネシア政府はデジタル経済の成長を促進するため、積極的な政策とインセンティブを

展開しており、政府が策定した「デジタル・インドネシア・ロードマップ」では、5G 展開を

優先事項とし、周波数割り当てやインフラ開発を支援している。また、IoT、AI、5G 技術の

推進や、ソフトウェア定義ネットワーク（SDN）、ネットワーク機能仮想化（NFV）、データ

センター拡張にも注力している。加えて、政府は外資参入を容易にするための規制緩和も進め

ている。オンライン申請システム（OSS）の導入により許認可手続きが迅速化され、雇用創出

法を通じて通信分野での外資規制が緩和されている。同社を含めた国外企業にとって、投資環

境の魅力が増している。 

 

■インドネシア拠点の保有機能・サプライチェーン 

同社のインドネシア拠点は、現地市場の需要に応えるため、営業・ビジネス開発、製品流通・

パートナー管理、マーケティング、ソリューションエンジニアリングなどの部門を設置してい

る。当該拠点では、現地のパートナーと連携しながら、顧客サービスの強化や規制対応を行

い、市場での存在感を高めることを目的としている。 

ジャカルタを中心とした主要都市に営業拠点やサポートチームを配備しており、特にデータ

センターソリューションや 5G ネットワークといった高い需要を持つ分野に対応している。

また、インドネシアでの取り組みは ASEAN 全体でのモデルケースとされており、チームリ

ーダー（役職名）はベトナムやフィリピン拠点に対して事業開発の指導や助言を行っている。 

さらに、近年の需要拡大に伴い、専任のインドネシア市場責任者が新たに任命され、これまで

以上に現地の市場ニーズに即した実行が可能になっている。 

IDN-E 社が取り扱う通信機器・システムやサーバー、光学機器などの製品は、全て中国から

輸入されている。生産拠点が中国に集中している背景として、同社が既に中国において大きな

生産能力とプレゼンスを持っていることが挙げられ、効率的な供給体制を維持するため、生産

拠点の分散については、現時点で計画されていない。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

同社は、需要拡大に対応するため、2023 年から 2024 年にかけてジャカルタオフィスの拡張

を実施し、体制を強化した（現在 21 名体制）。新たに 4 名のセールス担当者と 2 名のソリュ

ーションエンジニアを採用し、そのうち 1 名は政府向けソリューションを専門とするエンジ

ニアである。このエンジニアは、政府のデジタルインフラ整備計画に即した IT ソリューショ

ンの提供を目的としており、公共分野での IDN-E 社のプレゼンス強化を担っている。 

さらに、インドネシア市場専任の責任者を新たにヘッドハントし、これに伴い、従来インドネ

シアを含むベトナムおよびフィリピンを管轄していたチームリーダーは、インドネシアの直

接的な管理から外れ、ベトナムとフィリピンのアドバイザーとして専念する体制に移行した。

この変更により、インドネシア市場における迅速な意思決定が可能となり、現地の市場ニーズ

に即した事業運営が強化された。 

これらの取り組みは、政府主導の 5G 展開やデータセンター拡充といったインドネシアのデ

ジタルインフラ成長戦略に対応したものである。 

 

■今後の事業展開・投資意向  
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同社はインドネシア市場において、5G インフラの拡大やデータセンターソリューションの提

供をさらに強化する意向を示している。短期的には、5G 対応ルーターやスイッチ、SDN 製

品の需要増加に対応するため、これらの関連製品の展開を拡大する見込みである。一方、長期

的には、6G の導入やエッジコンピューティング製品の開発を進めることで、次世代技術への

対応を目指す方針である。 

また、IDN-E 社は持続可能性を重視し、ESG に関連する投資にも積極的に取り組む方針を打

ち出している。エネルギー効率に優れた製品開発や、環境に配慮したビジネスモデルの構築を

通じて、競争力を一層高めることを目指している。 

ASEAN 地域では、インドネシアに加えてフィリピン市場の成長可能性にも注目しており、事

業拡大に向けた人員増強が検討されている。さらに、中東や EU（特にドイツと英国）を強化

すべき地域と位置付け、今後、これらの地域への進出や組織の強化を図る予定である。 

 

■日系企業との協業可能性 

日本企業と求める協議可能性があると考えられる領域は以下のとおりである。 

・ 技術革新と市場拡大 

日本の通信技術や R&D の専門性を活用した ASEAN 地域向けのデジタルインフラの強化と、

日本企業との提携による、ASEAN 諸国での新市場進出や現地政府・企業との関係構築。 

・ 製品開発と研究開発 

地域ニーズを反映しつつ、日本の技術力を活用した ASEAN 市場に特化したネットワーキン

グ製品の共同開発や、量子ネットワーキングや次世代 5G、光ファイバー技術などの最先端分

野での研究協力。 

・ 人材育成と知識共有 

インドネシアなど新興市場の通信人材向けに、5G や SDN などに特化した認証プログラムや

ワークショップの展開。 

 

事例 6：ドイツの製造業（産業機器分野）事例「IDN-F社」 

■調査対象企業について 

印刷用シリンダーやエンボスロールの製造、パッケージングサービスを行っている。インドネ

シア市場において主にタバコ企業を顧客として、包装印刷やパッケージのサービスを展開し

ているが、今後、飲料製品などを対象とした軟包装印刷の事業の拡大を図る予定である。 

 

■対象国市場の見立て  

インドネシアの産業機器全体においては、インドネシア政府が製造業の競争力を強化し、デジ

タル技術を活用することで経済発展を目指すために策定した産業戦略の一つ、「Making 

Indonesia 4.0」を背景に、需要が高まるデジタル化によって市場拡大が見込まれる。 

特に、ロボットやオートメーション製品、エネルギー効率が考慮された機械、インフラや建物

のための建設機械は短期的（1～3 年）に需要が拡大されると見られる。一方、スマート・マ

ニュファクチャリングや再生エネルギー関連機械の需要について、増加は見込まれるものの、

インドネシアでは長期的（5～10 年）なスパンで進展すると思われる。 

また、今後インドネシアでは産業機器のメンテナンス、修理、アフターマーケットサービスの

事業機会が見込まれる。背景として、現状、機械のトラブルが発生した場合、通常は欧州から

技術者を招く必要があり、労働許可の取得に時間がかかる。しかし、メンテナンスは迅速に行

う必要があるため、対応の遅れが課題となっており、この課題を解決するため、企業は現地の

サービスプロバイダーを見つけ、効率的に対応できる体制を整えることを計画している。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

インドネシアで現在も拡大を続けるタバコ市場をターゲットとしており、今後は包装印刷に

も参入を検討しているが、包装印刷の技術はインドネシア国内企業の間でも広がっており多

数のプレイヤーが存在するため、市場競争が激化することが見込まれている。  

インドネシアでの製造は基本的にはインドネシア国内の需要をターゲットとしているが、イ

ンドネシアの地理的優位性によって、国外への輸出も可能となっている。 

また、インドネシア政府により、GtoG の取り組みとしてドイツ政府を含む他国政府の支援を

得ながら、製造業界全体の製造能力向上のためのインフラ（高速道路、水処理、空港等）の整

備を進めている。インドネシアが製造企業の投資先として選択されるための積極的な取り組

みが行われている結果、外資系企業にとって重要な製造拠点の一つとなっている。その他、政
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令 2019 年第 78 号に基づき、産業機器分野などへの投資に対して 30％の税額控除、加速償

却、最長 10 年間の損失繰越が認められ、特別経済区（SEZ）への投資には輸入関税の免除や

税制優遇措置、税金の一時免除といった追加のメリットも存在する。 

 

■インドネシア拠点の保有機能・サプライチェーン 

インドネシア拠点が保有する部門は以下のとおり。 

財務・管理、生産、調達、物流、販売・技術サービス、顧客サービス、メンテナンス・IT、 

人事、品質管理。 

インドネシア拠点には多くの権限が与えられており、インドネシア国内における顧客を対象

とする製品であれば製品価格などもインドネシア拠点で決定することが可能。また、インドネ

シアにおける投資案件については、本社または米国拠点の承認が求められるものの、案件の提

案はインドネシア側で策定・提出しており、本社または米国はそれを承認する立場。本社から

駐在員が送られてきているものの、マネジメント層ではなく、現地で技術を教育するための技

術者のみとなっている。 

同社が利用する機械のほとんどは現地調達が困難なため、ドイツ、スイス、米国、中国などか

ら輸入されている。印刷用のインクなど一部はインドネシア国内で調達しているものの、国内

の製造技術が十分に発展していないことから、輸入調達が大きく変化することは短期的には

難しい見込みである。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

同社では 2022 年以降、社内のソフトウェアのアップデートやサーバーインフラの構築、従業

員の採用強化への投資が毎年行われている。 

製造機能については、コンピュータ数値制御（CNC）旋盤の導入以外に大きな投資は行われ

ていない。5 年後を目途に製造機能の拡大に対する投資の計画はされているものの、確定はし

ていない。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

インドネシアでは、たばこ市場は拡大を続けており、今後も同市場の顧客をターゲットとした

印刷機事業は引き続き拡大を見込んでいる。その他、成長が見込まれる飲料業界向けの軟包装

印刷事業の拡大を計画しているが、現地に低コストで同様のサービスを展開する企業が多数

いるため競争が激しく、品質を保ちながらデジタル化やオートメーションを活用したコスト

削減による価格の引き下げが今後求められる。 

 

■日系企業との協業可能性 

同社は、製造に必要な精密機械や部品の多くを欧州から輸入している。これは、同社が取り扱

う製品にニッチなものが多く、インドネシア国内の調達が難しいことが背景となっている。ま

た、印刷に使用する特殊インクなども本社を置くドイツやその他欧州から輸入しており、輸入

コストなどを考慮すると、可能であれば、日本企業からの調達にシフトを検討する可能性はあ

る。また、スキャナーや切削工具については、日本企業の技術の高さは周知されており、イン

ドネシア国内でこれらの調達が難しい現状を考慮すると、技術面においても日本企業との協

業可能性は検討の余地がある。 

 

３．日系企業への示唆（協業可能性、正負両面に係る示唆） 

非日系企業へのインタビューに基づき、調査対象分野の新型コロナ後における投資動向

に係る示唆を着目すべき事業機会、活用可能な現地政策、サプライチェーン機能、ESG/デ

ジタル活用の観点で整理した（以下表を参照）。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

内需に着目した事業機会：化学・食品（飲料等）・自動車（EV） 

インドネシアの人口増を背景とした内需拡大に関連したものであり、自動車・農業・建設

分野の需要増を対象にした化学、継続した人口・中間層拡大に伴う家庭消費増に着目した食

品分野が例として挙げられる。自動車分野については、自動車販売台数の増加に加えて EV

化の動きがインドネシアでも政府が推奨する形で進んでおり、EV 販売台数増加を見越して、

特に中国企業が投資機会として着目している。 
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製造業の自動化・デジタル化（Industry 4.0）に関連した事業機会 

政府の掲げる Making Indonesia 4.0 に伴い、製造工場のロボット・自動化の拡大が見込

まれる。ドイツ企業等、自動化を推進している産業機器メーカーが、インドネシアの工場自

動化を事業機会として着目、製造・販売拠点の整備を進めている。 

 

豊富な鉱物資源に着目した事業機会 

インドネシアでは資源輸出依存ではなく、付加価値を付けた加工業の整備・輸出を推進し

ており、鉱業の下流分野が事業機会として着目されている。グローバルで EV 化が進む中で

ニッケル等の需要が増すことが見通され、中国企業等はインドネシアにおけるニッケル加

工業への投資を進めている。 

 

通信・データセンター等デジタルインフラに関わる事業機会 

インドネシア政府は、5G・データセンター構築、IoT 推進等デジタルインフラ整備を国家

目標として進めている。デジタル・インドネシア・ロードマップにて 5G 展開を優先事項と

し、周波数割り当てやインフラ開発を進めている。通信機器、データセンターインフラ、デ

ジタルサービス（クラウドサービス、セキュリティ等）等のデジタルインフラに関わる事業

機会は、内需の大きいインドネシアでは、より有望な事業機会として着目されている。 

 

［政策・規制］ 

本調査の対象業種である化学、食品、金属下流加工、製造業自動化、デジタルインフラ、

EV 等の政府の優先業種においては、各種インセンティブ（免税、補助金等）を設けており、

投資タイミングにおいては積極的に活用していくことが望ましい。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

本調査の米国食品・化学等の事例に見られるように、インドネシアは、東南アジア諸国に

おいても内需が最大規模に大きい。この特性を活かし、国内需要をターゲットとした製造拠

点を設ける一方で、域内で展開可能な汎用的な製品については、アジア域内の製造ハブ（例：

ハラル製品製造ハブ）として展開することが有効なアプローチである。 

 

表 II-13 非日系企業事例を踏まえた日本企業への示唆（インドネシア編） 

 成長領域・事業機会 政策・規制 
機能・ 

サプライチェーン 
ESG・デジタル等 

製造（化学） ・ 化 学 は 「 Making 

Indonesia 4.0」の優

先分野の一つとな

っている。 

・ 石油化学投資拡大 

・ 自動車やタイヤ業

界向け需要の拡大。 

・ 自動車、農業、建設

等向け特殊化学需

要拡大（接着剤、コ

ーティング、添加剤

等）が、事業機会と

して着目されてい

る。 

・ 経済特区（SEZ）や

工業団地における

免税。 

・ 事業ライセンスの

取得プロセスが簡

素化されるなど、政

府による様々なイ

ンセンティブが提

供される。 

 

・ 化学製品の原料と

なる豊富な資源が

あるものの、原料と

して活用するため

の技術が十分に確

立されておらず現

状原料の多くを中

国、米国から輸入 

・ 米国事例にあるよ

うに、内需向け工場

を整備し、タイ・イ

ンド他アジア域へ

の輸出拠点として

整備し得る 

・ 工場の自動化推進 

・ 製造業全体で、カー

ボンニュートラル

に向けた目標設定

がされている。 

・ 廃棄物の削減、利活

用の対応も求めら

れる。 

製造（食品・飲

料） 

・ 人口増加による家

庭消費、特に食品・

飲料製品の需要増

は今後も見込める 

・ 特に中間層の拡大

に伴い、健康志向食

品やオーガニック

製品の需要が増加 

・ ハラル製品のハブ

となる政府の意向 

・ 優先産業に該当す

る企業への最大 20

年間の法人税免除

や、R＆D や職業訓

練への投資に対す

る控除が受けられ

る。 

・ 政府は、食品・飲料

外資系企業の積極

的な誘致を行う。 

 

・ 内需が大きいため、

国内に特化した製

品を製造・販売する

余地もある。 

・ 国内で製造する製

品も、原料は国外か

らの輸入になる可

能性 

・ ハラル製品等アジ

ア域内製造拠点と

するのも有効策 

・ 加工ラインや発行

プロセスを自動化

するシステムの導

入。 

・ 中間層の増加に伴

い、エコフレンドリ

ーなパッケージや

原料を活用した製

品のニーズも増え

ており、対応が必

要。 
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製造（金属） ・ EV バッテリー素材

需要増によるニッ

ケル・コバルト加工

事業の機会拡大が

期待される。 

・ インドネシア政府

は、豊富な埋蔵量を

活かして、バッテリ

ー素材製造のグロ

ーバルハブを目指

している。 

 

・ 2009 年鉱物石炭法

（Mineral and 

Coal Mining 

Law）改正により

国内における加工

施設建設の増加 

・ 金属加工などの優

先分野には、法人

税の軽減、税控

除、原料供給の保

証などの様々な支

援が提供される。 

・ 鉱物加工品の製造・

輸出拠点としての

位置付け。中国企業

の例では国内で加

工された製品は主

に中国に輸出され、

中国国内でEVバッ

テリー用にさらに

加工される 

・ 技術・設備は海外か

らの輸入に依存し

ている。 

・ 長期的には、グリー

ンスチール、アルミ

ニウム、持続可能な

採掘技術における

投資の増加が見込

まれる。 

・ 廃棄物の削減、カー

ボンフットプリン

トの最小化、グリー

ン技術の開発など

が求められる。 

製造（自動車） ・ ハイブリットおよ

びEV車需要の大幅

な増加が見込まれ

る。 

・ 特に MPVや SUVの需

要が伸びる見込み。 

・ 今後競争が激化す

ると予想され、コス

ト競争やアフター

セールスなどのサ

ービスへの注力が

重要。 

・ インドネシア政府

は ASEAN での電

気自動車（EV）生産

ハブを目指してお

り、輸入関税の免除

やEV車両に対する

贅沢税の免除など

様々な支援を展開

している。 

・ 中国企業は製造、販

売、輸出入機能を有

している。CKD で

中国より輸入、国内

で組み立て、国内お

よび国外にも輸出。 

・ 持続可能性に関心

を持つ中流階級の

増加による、ハイブ

リットやEV車の需

要が拡大。 

 

通信 ・5G・データセンター

構築、IoT 推進等デ

ジタルインフラ拡

大。 

・スマートシティプロ

ジェクトやリモー

トワーク普及、クラ

ウドサービスの需

要増等により通信・

衛星通信事業市場

が拡大。 

・ 「デジタル・インド

ネシア・ロードマッ

プ」では、5G 展開

を優先事項とし、周

波数割り当てやイ

ンフラ開発を支援。 

・ 許認可手続きの迅

速化や、雇用創出法

の外資規制も緩和

されている。 

・ 本調査の事例では、

中国にグローバル

製造拠点がありイ

ンドネシア向けに

輸出。国内は内需獲

得に向けた、営業・

サービス拠点を設

置。通信機器・シス

テムやサーバー、光

学機器など、製品は

全て中国から輸入 

・ 政府は 5G の展開や

データセンター構

築、IoT の推進とい

ったデジタルイン

フラ整備を国家目

標として掲げてお

り、市場の成長を大

きく後押ししてい

る。 

製造（産業機

器） 

・ 「Making 

Indonesia 4.0」の

影響で、ロボット

やオートメーショ

ン機械の需要が短

期的に増加。オー

トメーション技術

の需要が増加。 

・ 産業機器のメンテ

ナンス、修理、アフ

ターマーケットサ

ービスの事業機会

が見込まれる。 

・政府の掲げる「イン

ド ネ シ ア 製 造 業

4.0」に伴いデジタ

ル関連のロボット

や自動化の拡大が

見込まれる。 

・政令 2019 年第 78

号に基づく、産業機

器分野などへの投

資に対するインセ

ンティブ、SEZ整備

等が産業拡大を後

押し。 

・ 本調査のドイツ企

業事例では、国内に

製造・販売拠点を整

備。 

・ 製造機械について

は、現地調達が困難

なため輸入依存。 

・ 主に国内需要をタ

ーゲットとした製

造を実施。 

・ 市場における競争

の激化にともない、

品質を保ちながら

デジタル化やオー

トメーションを活

用したコスト削減

による価格の引き

下げが今後求めら

れていく。 
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III. 国別編：マレーシア 

１． 直接投資動向 

(1) 投資対象国の海外直接投資データ分析 

マレーシアの FDI（対内直接投資、ネットフロー）は、2020 年に新型コロナの流行によ

る経済停滞に伴い大きく減少したが、2021 年以降は回復基調に入り、2022 年には 2015 年

以降で最高水準を記録した。公式統計が確認できる 2015 年から 2023 年の期間における業

種別投資の合計を見ると、サービス業が全体の45％を占め最も多く、次いで製造業が42％、

鉱業・採石業が 11％と続いている。また、2023 年末時点のストックベースの FDI はサー

ビス業が全体の 51％を占め最も多く、次いで製造業が 42％、鉱業・採石業が 5％と続いて

いる。 

マレーシアへの主な投資理由としては、「半導体や自動車等の集積がありサプライチェー

ンの厚みがあること」「半導体や EV、データセンター等の重点産業において政府が積極的

な誘致を行っていること」「立地がよく ASEAN や APAC への輸出拠点として機能するこ

と」「文化的適用性があり言語的な制約が少ない優秀な人材がいること」等がプレスリリー

スやニュース記事等から確認できる。 

 

図 III-1 マレーシア FDI 業種分析（ネットフロー） 

 
出所：マレーシア中央銀行 

 

2015 年から 2023 年までの投資データを新型コロナ前後の二期間に分け、年平均投資額

と業種別順位を比較すると、どちらの期間でも順位はサービス業、製造業、鉱業・採石業

に変わりはない。サービス業と製造業はいずれも大きく成長しているが、特に製造業の増

加率は 138％とサービス業の増加率である 61％を大きく上回り、年平均投資額はサービス

業に迫る水準にまで達している。一方、鉱業・採石業への投資は縮小している。 
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図 III-2 マレーシア FDI 業種分析（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

 
出所：マレーシア中央銀行 

 

2015 年から 2023 年までの FDI 合計の投資元国・地域別内訳を見ると、シンガポールが

20％と首位に立ち、次いで香港が 19％、米国が 16％、日本が 14％と続いている。また、5

位には中国が入っている。2023 年末時点のストックベースでもトップ 3 の順位は同様であ

り、シンガポールが 29％、香港が 16％、米国が 13％と、同様の傾向を示している。 

米国が投資額トップ 3 に入る理由について、企業のプレスリリースやニュース記事、業

界関係者へのインタビューによると、サービス業では「AI やデジタル化が進む中、地域の

コンピューター・インフラハブとしての役割が期待されていること」「優秀で競争力のある

人材がおり、サービス拠点として機能すること」等、また製造業では「過去からの事業の蓄

積に基づく産業集積があること」「アジア各国へのアクセスがよいこと」、共通項として「政

府が付加価値の高い産業を誘致するため、インフラ整備や税制優遇等のサポートを行って

いること」等の理由が確認された。 

また、中国からの投資理由については、サービス業では「地域のコンピューター・インフ

ラハブとして、データセンター需要が拡大していること」や「E コマース企業による大型 IT

や物流等への投資」等の理由が確認できる。製造業では、「半導体集積があること」「半導体

や EV 産業等に対する政府の積極的な誘致（魅力的なインセンティブ提供）」等の理由が確

認できる。 

 

図 III-3 マレーシア FDI 投資元国・地域分析（ネットフロー） 

 
出所：マレーシア中央銀行 

 

投資元国・地域について、新型コロナ前後の二期間で年平均投資額と順位を比較すると、

多くの国において新型コロナ後の投資額が大きくなっている。特に米国は、投資額が大幅に
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伸び、シンガポールや香港を上回り 1 位になっている。シンガポールや香港、中国も投資額

を増加させている。EU では、オーストリアが大きく投資額を伸ばしているが、主な要因は

半導体用基板メーカーAT&S の進出・拡張によるものと推測される。また、EU 地域からは

ドイツもトップ 10 に入っている。ドイツも半導体産業に属する Infineon Technologies な

どが主要な投資企業となっている。 

 

図 III-4 マレーシア FDI 投資元国・地域分析（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

出所：マレーシア中央銀行 

 

(2) 米国からの海外直接投資データ分析 

2015 年から 2023 年までの米国からの投資内容を確認した。マレーシアの統計では、分

析項目が限られるため、米国商務省経済分析局（BEA）の統計を用い、投資動向を分析し

た。米国からマレーシアへの主な投資先業種は製造業（40％）、卸売業（19％）、持株会社

（16％）であり、上位 3 業種で全体の 4 分の 3 を占めている。さらに、製造業の内訳を見

ると、主な投資領域はコンピューター・電子製品（34％）、輸送機器（14％）、機械装置（10％）

であり、当該 3 業種で製造業全体の約 6 割を占めている。 

 

図 III-5 米国からマレーシアへの FDI 業種分析 

出所：米国商務省経済分析局（BEA） 

 

米国からの投資業種について、新型コロナ前後の二期間で年平均投資額と順位を比較す

ると、新型コロナ後には新型コロナ前から最も投資額の大きかった製造業の投資規模が 2 億

米ドルから 11 億米ドルへと大幅に増加している。また、新型コロナ後 2 位の卸売や 3 位の

情報通信でも、大幅な拡大が確認される。 
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図 III-6 米国からマレーシアへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較） 

出所：米国商務省経済分析局（BEA） 

 

米国からの製造業投資に着目し、新型コロナ前後で年平均投資額と順位を比較すると、半

導体を含むコンピューター・電子製品の投資額が大幅に増え 1 位となっている。また、産業

機器や輸送機器も投資額が増加している。コンピューター・電子製品へ投資が飛躍した理由

としては、プレスリリースや業界関係者のインタビューによると「AI やデジタル化の拡大

に伴う半導体需要の拡大」や「長年にわたり米系企業の製造拠点であり投資がしやすいこと」

等があげられている。また、産業機器については「半導体や電子製品産業の需要増に伴う機

器ニーズの増大」や「オートメーション需要の増加」等、輸送用機器については「航空宇宙

産業集積の成長・発展」等があげられている。 

 

図 III-7 米国からマレーシアへの FDI 業種分析（製造業）（新型コロナ前後比較） 

 
出所：米国商務省経済分析局（BEA） 

 

米国からマレーシアへの投資額が多い主要業種の具体的な投資例は以下のとおり。 

 

米国からの製造業への投資ではコンピューター・電子製品が新型コロナ後に大幅に増加

しており、最も金額が大きい。企業のプレスリリースやニュース記事等によると、主な投資

理由として「半導体需要の増加に対応し、供給の確実性を高めるために生産能力を拡大する

（Texas Instruments）」や「半導体集積や立地を活かし世界の需要に応える生産・輸出拠点

となる（Intel）」等が挙げられている。 

米国からの非製造業への投資では、情報通信への投資額が新型コロナ後に大幅に増加し

ており、トップ 3 の一つとなっている。大型の投資を表明している企業の主な投資理由と

して「AI やクラウドサービス等の国内外のデジタル需要の拡大に対応する（Alphabet）」や

「マレーシア政府とのパートナーシップに基づき、地域での需要の高まりに対応する
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（Microsoft）」、「東南アジアにおける重要なインフラハブであるマレーシアで、インフラ強

化を図る（NVIDIA）」等が挙げられている。 

 

表 III-1 米国からの製造業（半導体・電子製品分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

MYS-A 社 エレクトロニク

ス製造サービス

（EMS） 

2024 2 億

2,600 万

米ドル 

国内 6 番目の製造施設を開設

し、世界的な半導体市場や医療

機器市場のニーズに対応 

Super Micro 

Computer 

サーバーおよび

ストレージシス

テム （水冷ソ

リューション） 

2024 非公開 新工場を稼働し、データセンタ

ーで使用される高度な直接液冷

ソリューションの生産を拡大 

Texas 

Instruments 

半導体技術とチ

ップ 

2023 21 億

7,000 万

米ドル 

アセンブリおよびテスト工場を

建設し、半導体需要増に対応

し、製造能力を拡大 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 マレーシアのデータセンター関係者へのインタビューでは、米国企業によるマレーシア

への投資理由として、「電力や水等のインフラが整っていること」「政府の積極的な支援」「シ

ンガポールへの近接性」等が挙げられた。シンガポールでのデータセンター新設のハードル

が上がる中、シンガポールに近く、電力や水などの資源が豊富にあり、インフラが整備され、

コスト競争力もあるマレーシアのジョホール州やスランゴール州サイバージャヤ等への投

資に多くの企業が関心を持っている。 

 

表 III-2 米国からの非製造業（データセンター）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Amazon クラウドサービ

ス、E コマース 

2024 58 億 

米ドル 

AWS サービス（クラウド）提供

のため、新しいオフィスおよび

インフラを整備 

MYS-B 社 データセンター 2024 30 億 

米ドル 

クラウドの導入と AI の成長を

サポートするため、国内 2 つ目

のデータセンターを整備 

Microsoft IT ソフトウェ

ア、クラウドサ

ービス 

2024 22 億 

米ドル 

マレーシア国家と連携し、新し

いクラウドおよび AI インフラ

に投資 

Alphabet デジタルサービ

ス、クラウドサ

ービス 

2024 20 億 

米ドル 

AI やクラウドサービスの需要増

に対応し、地域初のデータセン

ターおよびクラウド施設を整備 

NVIDIA  GPU、API、

SoC 

2023 43 億 

米ドル 

YTL 社と連携し、AI データセ

ンターを整備 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 産業機器分野において米国企業は、高度な技術人材や良好なビジネス環境を活用し、東南アジ

ア市場でのプレゼンス拡大を目指している。地域需要の増加やコスト効率化に対応するため、新

工場やオフィスの設立、新ビジネスユニットの設置を進めており、顧客基盤の拡大と持続可能性

の向上を同時に図っている。 
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表 III-3 米国からの製造業（産業機器分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Enovix 

Corporation 

次世代リチウム

イオン電池の設

計・製造 

2024 12 億 

米ドル 

高度な技術人材やビジネス環

境、顧客やサプライヤーへの近

接性を活用するための新工場の

設立 

Martin 

Engineering 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

バルクマテリア

ルハンドリング

装置および流動

性ソリューショ

ンの提供 

2023 非公開 東南アジア地域でのプレゼンス

強化を目指した新ビジネスユニ

ットの設立 

inTest 

Corporarion  

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

電子機器や半導

体向けの試験装

置の提供 

 

2023 非公開 新施設（オフィス兼工場）の設

立により、コスト効率の高い、

顧客に近い地域で関係を強化

し、顧客基盤の拡大を目指す。 

Sensata 

Technologies 

Holding 

センサーおよび

制御システムの

製造・提供 

2022 1.7 億 

米ドル 

地域需要の増加に対応しつつ、

持続可能性を向上させるため、

工場を拡張 

Flexicon 

Corporation  

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

バルク材料搬送

および加工シス

テムの設計・製

造 

2022 非公開 販売強化、エンジニアリングサ

ービス提供のため、新オフィス

を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(3) 中国からの海外直接投資データ分析 

マレーシアの FDI 統計によると、2015～2023 年における中国からの主な投資業種は製

造業（47％）およびサービス業（38％）である。 

 

図 III-8 中国からマレーシアへの FDI 業種分析（ネットフロー） 

出所：Bank Negara Malaysia 

 

中国からの投資業種について、新型コロナ前後で年平均投資額と順位を比較すると、製造

業の投資額が 4 倍超に増加し、サービス業を大きく上回っている。一方、サービス業は 4 分

の 1 程度に減少している。両期間ともに製造業が最も大きく成長率も高い。金額は大きく

ないものの、鉱業・採石の投資額も新型コロナ前後で増加している。 
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図 III-9 中国からマレーシアへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較） 

（ネットフロー） 

出所：Bank Negara Malaysia 

 

中国からの製造業投資に着目し、fDi Markets を用いて 2010 年以降の投資案件数を確認

すると、電子部品・半導体の投資案件数が最も多く、新型コロナ後における件数も最も多い。

2 位の自動車関連、3 位の消費材についても、2022 年以降の投資が多く確認される。新型

コロナの際に落ち込んだ投資は回復傾向にあり、特に製造業が回復をけん引しており、その

背景には、電子部品メーカーの海外展開や、中国系自動車メーカーが EV 拡大戦略を掲げて

マレーシアに進出していること等が要因と推察される。 

一方の非製造業の投資案件数を確認すると、通信、不動産、ソフトウェア・IT の順番に

2010 年以降、数多くの投資が行われている。また、新型コロナ後に絞ると、特にソフトウ

ェア・IT 分野への投資案件が多いことが確認できる。 

 

図 III-10 中国企業によるマレーシアへの FDI 業種分析（2010～2024 年 6 月） 

（新型コロナ前後比較）（件数） 

 
出所：fDi Markets 

 

 中国からマレーシアへの投資が多い主要業種の案件事例とその投資背景は以下のとおり。 

 

中国からの投資では、製造業の中でも電子製品・半導体や自動車を含む輸送機器への投資

が目立っている。プレスリリースやニュース記事を参照すると、電子製品・半導体分野にお
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ける主な投資理由としては、「半導体集積を活用し地域の需要増に対応する（Niingbo SJ 

Electronics）」や「グローバルハブとしての機能を活かし、世界的なサプライチェーンを構

築・強化する（xFusion）」、「ペナンの人材プールを活用し、集積回路設計の世界クラスのハ

ブを確立する（StarFive Technology）」等が挙げられている。米国同様、AI やデジタル化

が進む中、地域を代表する半導体集積に着目し、多くの半導体関連企業の進出・投資拡大が

確認できる。また、地域の再エネ関連需要を踏まえ、太陽光・風力・電池関連企業の進出も

複数確認できる。政府の積極的な誘致活動が、関連企業の進出・追加投資を後押ししている。 

 

表 III-4 中国からの製造業（半導体・電子製品分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

ATX 

Semiconductor 

Group 

半導体コンポー

ネントとソリュ

ーション 

2024 5,500 万

米ドル 

マレーシアおよび周辺地域に

おける顧客対応力を強化する

ため、新工場を建設 

China Wafer 

Lever CSP 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

ウエハーレベル

のチップスケー

ルパッケージン

グ 

2024 5,000 万

米ドル 

現地顧客の需要に応えるため

新工場を立ち上げ 

Niingbo SJ 

Electronics 

太陽エネルギー

製品とソリュー

ション 

2024 非公開 半導体エコシステムを活か

し、IC 設計・高度なパッケー

ジングを行う新工場を立ち上

げ 

EVE Energy リチウムイオン

電池とエネルギ

ー貯蔵ソリュー

ション 

2023 4 億

2,200 万

米ドル 

産業集積を活かし、円筒型電

池生産拠点を設立 

LONGi Green ソーラーパネル 2023 3 億

9,600 万

米ドル 

太陽電池パネルの需要増に対

応するため、新規モジュール

工場を立ち上げ 

xFusion コンピューティ

ングパワーイン

フラストラクチ

ャとサービス 

2023 3 億

9,100 万

米ドル 

国際市場の重要ハブとして、

グローバル供給センター（新

施設）を開設 

Tongfu 

Microelectronics 

半導体および関

連部品 

2023 1 億

1,000 万

米ドル 

IC カプセル化製品を生産する

新工場を開設 

StarFive 

Technology 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

RISC-V プロセッ

サと開発プラッ

トフォーム 

2022 5,500 万

米ドル 

ペナンの人材プールを活用

し、集積回路設計の世界的ハ

ブとなるデザインセンターを

立ち上げ 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

中国からの自動車・EV 関連の投資については、政府が半導体同様に EV のハブ化を目指

し取り組んでいることもあり、「戦略的な立地と主要港への近さを活用し、マレーシアを東

南アジアにおける製造および輸出ハブとして活用する（奇端汽車）」や「インドネシアに次

ぐ ASEAN 第二位の市場規模を誇る現地市場ニーズに対応する（長城汽車）」、「地場プロト

ンへの出資を通じて、自動車および EV の地域におけるリーダーになる（吉利）」等の投資

理由が確認できる。 
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表 III-5 中国からの製造業（輸送機器分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

奇端汽車 

 

自動車・電気自

動車（EV） 

2024 非公開 マレーシアを東南アジアにおけ

る製造・輸出拠点とするため、

新工場を立ち上げ 

長城汽車 自動車・電気自

動車（EV） 

2024 非公開 国内需要に対応するため、また

中国に対する欧米の追加関税に

対応するため、新工場を立ち上

げ 

吉利 自動車・電気自

動車（EV） 

2023 100 億 

米ドル 

プロトンとの連携に基づき、マ

レーシアを地域の新エネルギー

車のリーダーとするため、新工

場および R&D 設備を立ち上げ 

広州汽車 自動車・電気自

動車（EV） 

2023 1,320 万

米ドル 

国内需要に対応する右ハンドル

モデルを生産するラインおよび

施設のアップグレードを実施 

MYS-D 社（中

堅・中小・スタ

ートアップ） 

電動二輪車

（EV バイク） 

2022 200～

300 万 

米ドル 

国内新規立上に向けた、ショー

ルームの開設および在庫購入

（調達） 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

  

 中国企業は、東南アジア市場での地位向上と現地需要の拡大に対応するため、マレーシアを重

要な拠点として新子会社の設立を進めている。Proya Cosmetics や OPPEIN Home Group など

の例があり、これらの投資は、現地市場でのプレゼンス強化やサプライチェーンの柔軟性を高め

ることを目指している。 

 

表 III-6 中国からの製造業（消費財分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Proya 

Cosmetics 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

スキンケア製品

および化粧品の

製造・販売 

2023 非公開 東南アジア市場でのプレゼンス

を強化するため、新子会社（販

売拠点）を設立 

OPPEIN Home 

Group 

カスタム家具お

よびインテリア

ソリューション

の製造・提供 

2020 非公開 東南アジア市場でのプレゼンス

を強化するため、新子会社（販

売拠点）を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(4) EU（ドイツ）からの海外直接投資データ分析 

EU における新型コロナ後の投資額 1 位はオーストリアである。しかし、オーストリアか

らの投資の大部分は半導体関連の AT&S 社による投資であり、個社要因が極めて強い。そ

のため、EU の分析対象国は、複数の投資が確認できるドイツとした。 

ドイツからの 2015 年以降の主な投資先業種は、製造業 88％、サービス業 8％、その他が

4％である。 
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図 III-11 ドイツからマレーシアへの FDI 業種分析（ネットフロー） 

 
出所：マレーシア中央銀行 

 

ドイツからの投資業種について、新型コロナ前後で年平均投資額と順位を比較すると、両

期間とも製造業が 1 位である。サービス業は大きく投資額を伸ばし、製造業の投資額に肉

薄するところまできている。鉱業・採石に関する投資は両期間ともほぼない。 

 

図 III-12 ドイツからマレーシアへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較） 

（ネットフロー） 

出所：マレーシア中央銀行 

 

ドイツからの製造業投資に着目し、fDi Markets を用いて 2010 年以降の投資案件数を確

認すると、自動車・自動車部品の件数が 29 件と最も多いが、新型コロナ後における投資案

件数は 1 案件のみである。2 位の化学も 20 件の投資案件があるが新型コロナ後における投

資は 1 案件のみである。3 位の産業機器は 19 件の投資案件のうち、4 件が新型コロナ後の

投資である。 

非製造業については、運輸・倉庫が 33 件と最も投資案件数が多く、ソフトウェア・IT が 13

件と続く。これらの業種では新型コロナ後の投資案件も複数確認でき、それぞれ 6 件と 4 件

の投資案件が確認できる。  
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図 III-13 ドイツ企業によるマレーシアへの FDI 業種分析（2010～2024 年 6 月） 

（新型コロナ前後比較）（件数） 

 
出所：fDi Markets 

 

ドイツからマレーシアへの投資が多い主要業種の投資案件事例とその投資背景は以下の

とおり。 

 

ドイツからの製造業への投資では、産業機器、特にオートメーションにおける投資が新型

コロナ後に複数確認できる。企業のプレスリリースやニュース記事等によると、主な投資理

由として「東南アジアで急成長する需要の高まりに対応する（MYS-E 社）」や「最先端のロ

ボティクスとオートメーション・ソリューションを提供し、地元の高付加価値産業の業務自

動化を支援する（KUKA）」、「生産拠点を分散化させることでサプライチェーンを強化する

と共に、近隣のアジアの顧客により効率的に対応する（Lauze）」等が挙げられている。産

業機器メーカーは、マレーシア国内の高付加価値産業（半導体・EV・医療機器等）をター

ゲットにソリューションを提供すると共に、戦略的な立地を活かし近隣諸国の顧客に対し

て製品の輸出や供給を行っている。 

 

表 III-7 ドイツからの製造業（産業機器分野）への投資事例    

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

KUKA  産業用ロボッ

ト、自動製造シ

ステム 

2024 10 億

8,000 万

米ドル 

オートメーション・ソリューシ

ョンを製造する新しい施設を開

設 

MYS-E 社  

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

自動組立システ

ム、検査システ

ム、自動化ソリ

ューション 

2024 非公開 需要増に対応するため、工場を

拡張 

Mosca 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

パッケージング

ソリューション 

2024 非公開 東南アジアにおいて拡充する需

要拡大に対応するため、工場を

拡張 

Deprag 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

ねじ締めシステ

ム、空圧工具 

2022 非公開 成長するマレーシア市場で、熟

練人材等を活かすため、法人よ

び施設を設置 

Leuze  

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

産業オートメー

ション用センサ

ー、安全技術 

2022 非公開 アジア顧客に対応するため、セ

ンサーソリューションを製造す

る新しい施設を建設 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 
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 ドイツの化学企業は、アジア市場における需要の増加と地域でのプレゼンス強化を目的とし

て、マレーシアへの投資を拡大している。現地事業を拡大するための M&A の実施、新工場設立

による生産能力の拡大、ジョイントベンチャーを通じて工場を拡張し、地域市場への対応力を強

化する等の投資を積極的に行っている。 

 

表 III-8 ドイツからの製造業（化学分野）への投資事例    

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Henkel 接着剤、ヘアケ

ア製品、洗剤・

家庭用品の製

造・販売 

2023 非公開 現地におけるプレゼンス拡大を

目指した M＆A 

Munzing-

Chemie 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

特殊添加剤（消

泡剤、分散剤な

ど）の製造・販

売 

2023 5,400 万 

米ドル 

新工場設立により、アジアにお

ける製品需要の増加に対応し、

生産能力を拡大 

Basf SE 化学製品および

材料ソリューシ

ョンの製造・販

売 

2021 非公開 当該地域でのプレゼンスを強化

するため、ジョイントベンチャ

ーによる工場を拡張し、生産能

力を拡大 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 また、急増する倉庫需要やサプライチェーンの複雑化に対応するため、倉庫の拡張や新たな物

流施設の設立が進められている。また、マレーシアを拠点に欧州やアジア市場への輸送サービス

を強化し、地域顧客への対応力を高める動きが加速している。 

 

表 III-9 ドイツからの輸送・倉庫への投資事例    

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

DHL Group 国際物流、貨物

輸送、倉庫管

理、サプライチ

ェーンソリュー

ション 

2024 500 万 

米ドル 

急増する倉庫需要に対応するた

め新倉庫の拡大 

Dachser Group 

SE 

輸送およびロジ

スティクスサー

ビス 

2024 非公開 クアラルンプールとフランクフ

ルト間の航空貨物サービスを強

化し主要産業の需要に対応 

ALFRED 

TALKE 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

化学品および危

険物物流、保

管、輸送ソリュ

ーション 

2024 非公開 需要増加に対応するための新物

流施設の設立 

Röhlig 

Logistics 

国際貨物輸送、

航空貨物、海上

貨物、およびサ

プライチェーン

管理サービス 

2023 非公開 地域の顧客向けサービスを強化

し、サプライチェーン需要に対

応するため、新たに販売オフィ

スを設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(5) 各国総括（マレーシアへの投資要因） 

以下米欧中の主要業種の投資要因のポイントを整理した。 
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表 III-12 マレーシアへの投資要因    

国 業種 投資要因・背景 投資内容 

米国 製造業（半導

体・電子製品分

野） 

・ 世界的な半導体市場拡大へ

の対応 

・ データセンター増加への対

応 

・ 政府によるインフラ整備や

税制優遇等のサポート 

・ 新製造施設の設立 

・ アセンブリおよびテ

スト工場の建設 

非製造業（デー

タセンター） 

・ クラウドサービス需要の拡

大 

・ 政府による支援の充実 

・ 競争力のある人材の確保 

・ 新オフィスの設立 

・ AI インフラの整備 

・ データセンターの設

置 

製造業（産業機

器分野） 

・ 高度な技術人材やビジネス

環境 

・ 現地自動化需要の拡大への

対応 

・ 東南アジア地域におけるプ

レゼンスの拡大 

・ 新工場の設立 

・ 新部門の設置 

・ 新オフィスの設立 

中国 製造業（半導

体・電子製品分

野） 

・ 世界的な AI・デジタル化の

推進 

・ マレーシアの産業集積・人材

プールの活用 

・ 国際市場の重要ハブとして

の位置付け 

・ 新工場の設立 

・ グローバル供給セン

ターの開設 

・ 設計施設の設立 

製造業（輸送機

器分野） 

・ 東南アジアにおける製造・輸

出拠点としての位置付け 

・ 国内需要への対応 

・ 中国に対する欧米の追加関

税への対応 

・ 現地企業との連携 

・ 新工場の設立 

・ ショールームの開設 

製造業（消費財

分野） 

・ 東南アジアにおけるプレゼ

ンス拡大 

・ 新子会社の設立 

EU 

(ドイツ) 

製造業（産業機

器分野） 

・ 東南アジアにおける需要拡

大への対応 

・ 熟練した人材の活用 

・ 国内に存在する産業集積 

・ 近隣諸国向けの製品供給 

・ 新工場の設立 

・ 法人の設立 

製造業（化学分

野） 

・ 現地でのプレゼンス拡大 

・ アジアにおける需要拡大へ

の対応 

・ 生産能力の拡大 

・ ジョイントベンチャ

ーによる工場の拡張 

輸送・倉庫業 ・ 急増する倉庫需要への対応 

・ クアラルンプールと欧州間

の貨物サービスの強化 

・ サプライチェーン需要拡大

への対応 

・ 倉庫の拡大 

・ 機能強化 

・ 新物流施設の設立 

 

２．非日系企業の戦略 

(1) 主要企業における戦略分析対象の選定 

非日系企業の当該国における投資目的や背景、その根底にある ASEAN 戦略を理解する

ため、文献調査で特定した前述の投資事例を中心にインタビュー候補企業を選定した。企業

規模、投資内容、投資時期等の観点からインタビュー打診の優先順位を設定し、受諾した企

業に対してインタビューを実施した。インタビューを行った企業は、以下表のとおりである。 
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表 III-10 インタビュー企業一覧 

企業名 本社 製品・サービス 投資年* 投資概要 

MYS-A 社 米国 電子製品製造サ

ービス（EMS） 

2024 新工場設立 

MYS-B 社 米国 データセンター 2024 新データセンタ

ー設置 

MYS-C 社 中国 半導体 2023 工場拡張（新工

場設立） 

MYS-D 社 中国 電動二輪車

（EV バイク） 

2022 ショールーム開

設および在庫調

達 

MYS-E 社 ドイツ オートメーショ

ン 

2024 工場拡張 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(2) 非日系対象企業の ASEAN戦略分析 

インタビュー受諾企業に対し、当該国市場の見通し、対象国の戦略的位置付け、保有機能、

具体的な投資内容、今後の事業展開や投資意向等についてヒアリングし、情報を整理した。 

 

事例１：米国の製造業（半導体・電子製品分野）事例「MYS-A社」 

■調査対象企業について 

MYS-A 社は米国に本社を置き、電子機器の受託製造を主な事業とする企業であり、2005 年

にマレーシアのペナンで初の製造拠点を設立して以来、継続的に事業を拡大してきた。現在は

製造、物流、販売支援、そして一部の研究開発（R&D）機能を有し、多様な産業分野に対応

している。特に、医療機器、産業機器、航空宇宙、消費者向けの付加価値の高い PCBA（プリ

ント回路基板アセンブリ）等の多品種少量生産を得意としている。ペナンにおける主要施設に

は、各分野に特化した製造拠点がある。また、2024 年には新たな施設が稼働予定で、半導体

製造装置や医療分野での需要増加に対応する最先端の製造設備を備える。 

 

■対象国市場の見立て  

マレーシアの電子製品市場は、半導体産業の成長と政府の支援政策により着実な発展を遂げ

ている。デジタル化や AI、5G 技術の普及に伴い、中長期的には 10％を超える成長が期待さ

れている。また、米中貿易摩擦によるサプライチェーンの多角化ニーズが、マレーシアへの

FDI を後押ししており、同国は半導体や先端技術分野における主要な製造拠点としての地位

を確立しつつある。政府は 2030 年までに電気・電子産業の GDP 貢献額を 1,200 億リンギに

引き上げる目標を掲げており、さらなる市場拡大が期待されている。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

同社にとって、マレーシアは、アジア太平洋地域をカバーする戦略的な製造拠点である。同社

が米国および欧州の主要顧客に高付加価値品を供給する上で、半導体や電子機器の集積があ

ることや地理的な利便性、輸出規制の制約の少なさ等が大きな利点となっている。特に、米中

間の技術規制が中国の高度技術製造に制限をかける中、マレーシアでは自由に先進技術を製

造できるため、同社は高付加価値市場への対応能力を強化している。また、ペナンは半導体や

電子機器産業における熟練労働者の豊富さで知られており、これが同社の当地での事業展開

を支える重要な要素となっている。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

同社のマレーシア拠点では、製造を中心としながらも、物流、販売支援、R&D 機能を統合し

た運営が行われている。施設ごとに役割が明確に分けられており、各施設でそれぞれ医療機

器、航空宇宙、産業製品および電子機器の小規模顧客向け製造を担当している。また、新設さ

れる施設は、半導体製造装置および医療ライフサイエンス分野の需要増加に対応するための

最先端製造拠点として設計されており、マレーシア政府の「新産業マスタープラン 2030」に

も合致している。これらの施設を統合的に運営することにより、同社は顧客の多様なニーズに

高い柔軟性をもって応えている。 
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サプライチェーンについては、工場で利用される製造機器の多くは欧米や日本から調達され

ている。原料は物によって輸入元が異なるが、日本（化学系）、台湾、韓国、米国等から輸入

される。また、レアメタル等の一部は中国から調達している。鉱物系は南アフリカやオースト

ラリアから調達するものもある。今後のサプライチェーンの見通しとしては、変化には時間が

かかると考えている。例えば、製造機器はハイテク製品であり、簡単に製造できるものはな

く、国内調達の実現には多くのハードルがある。サプライチェーン構造は少しずつ変わってい

くと考えられるが、変化は容易ではない。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

同社は積極的な投資を継続しており、特に製造能力の拡張と高度な技術導入に力を入れてい

る。新施設の建設には約 10 億リンギ（約 2 億 5,000 万米ドル）を投資する計画で、これによ

り半導体製造装置や医療分野の需要増に対応する。同施設は、56 万平方フィートに最新設備

を備え、今後の事業成長を支える重要な役割を果たす見込みである。これらの投資は、米中貿

易摩擦やサプライチェーンの分散化ニーズに対応するものでもあり、アジア太平洋市場での

競争力をさらに強化することが期待されている。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

同社は、AI、IoT、5G 技術の普及に伴う電子部品や半導体製造装置の需要増加に対応するた

め、先端技術への投資を拡大する方針である。また、持続可能な製造技術の導入を視野に入れ

ており、具体的には環境負荷を低減するプロセスの採用や再生可能エネルギーの活用を検討

している。同社の ESG（環境・社会・ガバナンス）基準への取り組みは、顧客の要請に基づ

く形で進められることが想定され、特に消費者向け電化製品分野では、責任ある事業運営を求

める声が高まる中での対応が見込まれている。これにより、競争力の強化と市場からの信頼獲

得を図る意向である。さらに、サプライチェーンの多角化を進める中で、地元マレーシアおよ

び ASEAN 諸国における部品調達の拡大も検討しており、グローバルな物流ネットワークの

最適化を通じて、効率性と安定性を両立させる計画である。 

 

■日系企業との協業可能性 

同社は、メモリーチップ、モジュールアセンブリ、MOSFET、ダイオードなど、日本企業が

得意とする高度な電子部品の供給を通じた協業の可能性があると認識している。また、日本企

業が提供する物流ネットワークやサプライチェーン管理のノウハウを活用することで、効率

的かつ柔軟な製造体制を構築することも可能である。さらに、現地企業との連携による成功モ

デルを日本企業と共有し、トレーニングプログラムや技術移転を通じて、マレーシアの熟練労

働者を活用した高付加価値品の共同開発を推進する余地があると考えている。 

 

事例２：米国のデータセンター分野事例「MYS-B社」 

■調査対象企業について 

MYS-B 社はハイパースケールデータセンターの運営やコロケーションサービスを提供する、

米国に本社を置くリーディングカンパニーである。同社は、北米、欧州、中東、アジア太平洋

地域の 5 大陸で事業を展開している。クラウドプロバイダーや大手テクノロジー企業を主要

顧客とし、信頼性、効率性、持続可能性を重視したデータセンターデザインを推進している。

2021 年に香港企業のデータセンター事業を買収し、APAC 市場への進出を加速した。同地域

では、特にマレーシア、日本、オーストラリアに焦点を当てており、新規事業開発および M&A

戦略を組み合わせて成長を目指している。 

 

■対象国市場の見立て  

マレーシア市場は、デジタル経済の急速な成長やデータセンター需要の拡大により、今後も高

い成長が見込まれる。5G インフラの整備やクラウドサービスの普及、AI および IoT 技術の

進展が、同市場の主要な成長ドライバーである。また、政府が推進するデジタルエコノミー政

策や税制優遇措置、土地取得の規制緩和が、外資系企業にとって投資を加速させる魅力的な要

因となっている。マレーシアはシンガポールに近接し、ASEAN 市場全体にアクセスできる戦

略的な地理的位置を持つ。また、電力の安定性や充実した人材プール、運営コストの競争力な

どが他国市場との差別化ポイントとして挙げられる。 

 

■対象国の戦略的位置付け 
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同社にとって、マレーシア市場は APAC 地域における中核的な拠点であり、特にデータセン

ター需要の大きいシンガポール市場を補完する役割を果たしている。マレーシアは、データセ

ンター施設の拡大に向けたコスト面および運営面での優位性を提供し、クラウドおよび AI 需

要の高まりに対応するための重要な地域拠点となっている。特にサイバージャヤやジョホー

ル州のような地域は、データセンターの成長拠点として注目されている。同社の投資活動は、

データセンター市場での競争優位性を強化することであり、ASEAN 全体の需要を取り込む

ための長期的な戦略に基づいている。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

マレーシアにおける拠点で、コロケーション施設の運営や販売、プロジェクトの提供・構築を

中心とした包括的な機能を備えている。同拠点では、エンジニアリングと技術支援も重要な役

割を果たしており、データセンターの効率的な運営を実現するための高度な技術力を提供し

ている。これらの機能は、現地市場の需要に対応しつつ、グローバルな基準を満たすために設

計されている。 

加えて、同拠点には、データセンター運営の責任者である「オペレーションファシリティディ

レクター」およびプロジェクトの全体計画、実行、納品を指揮する「プロジェクトディレクタ

ー」が配置されている。オペレーションファシリティディレクターは、日々の施設運営を統括

し、高い技術的専門性、戦略的思考、リーダーシップスキルを駆使して施設の最適なパフォー

マンス、信頼性、セキュリティを確保する役割を担っている。一方、プロジェクトディレクタ

ーは、データセンタープロジェクト全体の計画、遂行、納品の責任を持ち、プロジェクトの成

功に向けた戦略的リードを行う。 

なお、データセンターの設立に際しては、多くの機器は海外から輸入されている。また、国内

の EPC 能力も限られるため、高度なデータセンターの立ち上げでは、海外から機器も持ち込

み、人材も招へいして作業が行われる。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

2022 年以降、MYS-B 社はマレーシア市場への投資として約 30 億米ドルを 2027 年までに投

入する計画を立てている。この投資は、既存施設の拡張や 256MW 規模の新施設の建設に使

われるもので、クラウドサービスや AI ワークロードに対応するためのものである。なお、カ

ーボンニュートラルを 2030 年までに達成する目標を掲げ、再生可能エネルギーの導入やエネ

ルギー効率の高い設計、廃棄物削減といった ESG への取り組みも検討する予定である。これ

により、環境に配慮したデータセンター運営のリーダーシップを確立し、地域市場での競争力

を高めたいと考えている。ただし、現状では立ち上げが優先されており、具体的なエネルギー

調達や REC（再生可能エネルギー電力証書）の購入等に係る方針は決まっていない。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

同社は、マレーシア市場を起点に ASEAN および APAC 全体での成長を目指している。今後

の事業展開として、クラウドサービス、AI および機械学習対応のデータセンターインフラの

拡張に注力する方針を示している。短期的には既存キャンパスの拡張と新キャンパスの稼働

開始を通じて、既存および新規顧客への対応を強化する計画である。さらに、APAC 地域にお

ける他のターゲット市場（日本やオーストラリアなど）でも、M&A および新規開発を通じて

積極的に投資を進めていく。同時に、持続可能性を追求し、エネルギー効率や再生可能エネル

ギーの活用において、業界のベンチマークとなることを目指している。 

 

■日系企業との協業可能性 

日系企業との協業可能性については、データセンター運営の各段階で具体的な連携が期待さ

れる。特に、高品質な電力インフラや冷却設備の提供、エンジニアリング支援といった日本企

業が強みを持つ分野での協業が考えられる。また、AI やクラウド技術において日系企業が保

有する先進的な技術力を活用し、データセンターの付加価値を高める取り組みが可能である。

さらに、同社が推進する持続可能性目標やエネルギー効率の向上においても、日本企業の技術

やノウハウが役立つ分野があると考えられる。 
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事例３：中国の製造業（半導体・電子製品分野）事例「MYS-C社」 

■調査対象企業について 

MYS-C社は、中国に本社を置く半導体製造会社であり、主にロジック製品を対象としたOSAT

（Outsourced Semiconductor Assembly and Test）業務を行っている。同社は、米系企業が

保有していたマレーシア工場を 2016 年に買収し、海外進出を果たした。以降、工場の拡張や

新設を行いながら事業を拡大している。 

 

■対象国市場の見立て  

マレーシア市場は、地政学的観点から「チャイナ・プラスワン」戦略の中核的な位置を占めて

いる。米中摩擦が続く中、外資系企業、特に中国企業によるマレーシアへの投資が目立つ。投

資額は、規模や内容によるものの、一般的には土地・建物への投資規模は約 1 億米ドル（10

万平方メートル）、設備投資は 1～2 億米ドル程度のものが多い。マテリアルや利用機器は、

現地調達が困難なものが多く、コストの観点から関連製品を中国から輸入するケースが多い。

ただし、NCNT（Non-China, Non-Taiwan）が求められる背景の中、マレーシアに法人・工

場を設立し、再ラベルや再パッケージを行う動きが活発化している。 

なお、現地調達の動きが生まれることが想定されるが、簡単ではなく 5～8 年程度の時間を要

すると想定される。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

マレーシアは、同社にとって中国以外では唯一の拠点である。チャイナ・プラスワンの観点か

らも重要な生産拠点である。マレーシアは、地政学的な安定性、言語的障壁の少なさ、業界知

見を有する人材層の豊富さがあり、当該産業にとって魅力ある投資先である。 

ベトナム・インド等も、豊富な人材やエレクトロニクス産業の蓄積を生かし、成長していくこ

とが想定されるが、マレーシアの水準に達するまでは長い時間を要する。また、同社にとっ

て、マレーシアでの拡張すら苦労する中、その他海外に進出することは現実的ではない。その

ため今後需要拡張ニーズが出た際には、マレーシアを拡張していくことが現実的な路線とな

る。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

同社の主な機能は生産（アセンブリやテスト等）である。担当工程を担った後は、製品を顧客

の指定先に送付する。送付先は顧客の香港のリージョンハブに送ることが多い。欧州等のリー

ジョンハブに送ることもある。ハブに着くと手離れするため、以降の行き先までは把握してい

ない。 

サプライチェーンについて、生産に利用するマテリアルの現地調達は難しいため、大部分は輸

入されている。例えば、リトグラフィー（ポリマー）やフォトレジストは主に中国から輸入さ

れている。サプライチェーン構造を見直し、現地調達を推進する動きはあるが、ローカライズ

には時間と資金が必要である。 

なお、既存の法人および施設は、ローカル人材によりオペレーションが行われており、中国か

らの駐在員は代表者と特殊技能を持ったエンジニアが数名いる程度である。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

同社は需要の拡大に伴い投資も拡大しており、2022 年には工場・施設を拡張し、2023 年には

4 億 5,000 万米ドルを投じ第二工場を設立した。また、ESG の観点から、屋根置き太陽光を

設置したり、雨水の利用システムを作ったり、廃棄食品を活用するなど、環境面での取り組み

も進めている。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

同社は今後も需要拡大を見据え OSAT 業務の強化（先進パッケージング等、より高付加価値

な業務への取り組み）を進める方針である。マレーシアを拠点とした生産能力の向上やより高

度な能力を保有することで、中国からの分散ニーズに対応し、より多くの顧客を獲得する意向

を持っている。地政学的安定性や産業集積、優れた人材基盤を活用し、さらなる設備投資を継

続することを志向している。 

 

■日系企業との協業可能性 
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日系企業との協業可能性はあると考えている。NCNT の流れを受けて、中国や台湾以外の供

給体制が求められていることから、日系企業の当該業界への参入は、現地での事業機会獲得に

つながる可能性がある。具体的には、半導体の関連素材やクリーニング関連製品の現地生産に

対する需要がある。5～8 年程度かけてサプライチェーンのローカライズが進む中、日系企業

の参画が期待される。 

 

事例４：中国の製造業（自動車分野（電動二輪車（EVバイク））事例「MYS-D社」 

■調査対象企業について 

MYS-D 社は、マレーシア子会社として 2022 年に設立された。主に協業先ブランドの電動二

輪車を取り扱い、マレーシア市場におけるマーケティング、販売、アフターサービス、純正部

品の供給を担っている。顧客基盤は B2B と B2G 市場に重点を置いており、具体的には

Lazada、DHL、Grab、地方自治体（例：ジョホールバル市議会など）との取引実績がある。

また、MYS-D 社の電動二輪車はバッテリー交換技術、GPS、デュアルカメラ、Bluetooth 連

携といった特徴を備えており、直接販売モデルやリースモデルを通じて提供されている。 

なお、MYS-D 社の立ち上げは、現地オーナーが中国本社に働きかけて実現しており、現地の

立ち上げやオペレーションは、現地オーナーがリードしている。 

 

■対象国市場の見立て  

マレーシア市場は、政府の政策的支援により EV 産業が成長を続けている。例えば、National 

Energy Transition Roadmap（NETR）や National Automotive Policy 2020 に基づき、2030

年までに EV が全産業の車両の 15％を占める目標が設定されている。さらに、税制優遇措置

や EV 購入者向けの補助金が導入されており、2024 年現在で 2 万 5,000 台以上の四輪 EV、

3,000 台の二輪 EV が登録されている。EV 充電インフラは約 3,000 カ所に拡大し、充電設備

のさらなる整備も進行中である。ただし、消費者の意識や政府による啓発活動が依然として課

題であり、EV 二輪車の普及状況は全市場の 1％以下である。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

同社にとってマレーシアは、EV 製品とビジネスモデルをテストする基盤である。マレーシア

には政治的安定性、高い英語スキルを持つ人材、強固な法規制の枠組みといった利点がある。

また、マレーシアは ASEAN 地域の中心地としての地理的優位性を持ち、電子部品や EV 製

造のエコシステムが整備されていることも戦略的な魅力である。同社はここでの成功を足掛

かりに、他の東南アジア市場（タイ、ベトナム、フィリピンなど）への進出を計画している。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

MYS-D 社は、主に以下の機能を保有している。 

・ マーケティングおよび販売：電動二輪車を市場に投入し、拡販活動を担当する。 

・ アフターサービス：製品のメンテナンスや修理対応、純正部品供給を通じた顧客満足度

の向上を図る。 

・ 流通網の管理：国内 80 以上の販売拠点を通じたディーラー展開、ジョホールバルやグレ

ンマリーでのショールーム運営を行う。 

・ CKD 製造施設の整備（予定）：2025 年までにマレーシア国内での 60％部品調達を目指

し、地元製造要件を満たす体制を構築したいと考えている。 

サプライチェーンについては、2025 年までは輸入税および物品税の全額免除を享受できるた

め、現在は中国から完成品を輸入し販売している。ただし、上述のとおり、CKD 施設の設置

が進められている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

MYS-D 社を立ち上げるため、200～300 万米ドルを投資し、以下を実施した。 

・ ショールームの設立：グレンマリー（シャーアラム）とジョホールバルに新たなショー

ルームを開設した。 

・ バッテリー交換ステーションの整備：二輪車向けインフラ整備を加速するために整備を

推進。 

・ 在庫の調達：CBU（完成車両）およびアクセサリーの調達を継続。 

・ 人材雇用：地元スタッフを中心にした雇用を推進。これにより、2022 年 8 月にオペレー

ションを開始し、2023 年 3 月に公式製品の発売を実現した。 
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■今後の事業展開・投資意向  

2025 年までの計画は以下のとおりである。 

・ 新市場への進出：タイ、ベトナム、フィリピンへの展開を開始し、現地パートナーとの

合弁事業を通じて製造および流通ネットワークを確立する。 

・ CKD 製造施設の設立：2025 年第 1 四半期までに、部品の現地調達率 60％を実現し、マ

レーシアで CKD 施設を稼働させる。 

・ バッテリー交換技術の普及：マレーシア政府によるバッテリー交換推進の動きを活用し、

市場での優位性を確立する。 

・ 市場認知の拡大：ロードショー、PoC（概念実証）プロジェクト、官民パートナーシップ

等を通じて、B2C 市場を含めた市場での認知度向上を図る。 

 

■日系企業との協業可能性 

同社は以下のような領域で日系企業との協業可能性があると考えている。 

・ 部品供給：CKD 施設の設立に向けて、現地日系企業から部品を調達する。 

・ 技術協力：提携を通じて、日本が持つ高度な EV 製造技術やスマート充電インフラ技術

を活用する。 

・ 資金調達と投資：日本企業の投資を受け入れ、マレーシア政府の奨励策を活用して高付

加価値品を共同開発する。 

・ 市場ノウハウの共有：日本市場での成功事例を参考にした製品展開や消費者向けマーケ

ティングを行う。 

 

事例５：ドイツの製造業（産業機器・オートメーション分野）事例「MYS-E社」 

■調査対象企業について 

MYS-E 社は、ドイツの中規模オートメーションハウスであり、ASEAN 地域における自動車、

半導体、医療機器産業向けにオートメーション・ソリューションを提供している。同社は 1988

年にマレーシアのペナンに進出し、以来、継続的に投資を行ってきた。2018 年には工場拡張

のための投資を実施し、現在も事業成長に伴い 1,500 万～2,000 万リンギ規模の拡張投資を計

画している。 

なお、同社は 2022 年にドイツの大手メーカーに買収され、グローバルな体制強化が図られて

いる。これらの背景を踏まえ、同社は ASEAN 地域全体でのプレゼンス向上を目指す意向を

持っている。 

 

■対象国市場の見立て  

マレーシア市場は、ASEAN 地域の中でオートメーション産業における知見が特に豊富であ

り、関連する人材やサプライヤーベースが整っていることが特徴である。新型コロナ以降、中

国とのデカップリングや関税の影響を受け、ドイツを含む多国籍企業の間で、マレーシアへの

進出や拡張が顕著になっている。特にマレーシアは、英語による円滑なコミュニケーションが

可能であり、インフラやエンジニアリングの経験が豊富な人材が多数いる点が、他国と比較し

た際の優位性となっている。また、地域内外への輸出拠点としての利便性も高く、特に産業機

器分野において魅力の高い投資先・地域として認識されている。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

同社にとってマレーシアは、ASEAN 地域における中核的な拠点であり、ASEAN 地域全体を

カバーする重要な拠点である。同社のマレーシア拠点は、顧客基盤の拡大を背景に成長してお

り、近隣諸国を中心とした輸出のハブとして機能している。国内市場向けの出荷は全体の 20％

にとどまる一方、輸出が全体の 80％を占めている。また、近隣諸国へのアクセスの良さや、

豊富な人材とサプライヤーベースを活かして、ASEAN 全体での競争優位性を高める役割を

果たしている。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

同社のマレーシア拠点は、主に組み立てやエンジニアリング開発を中心とした機能を保有し

ている。加えて、同拠点は ASEAN 地域全体カバーする統括拠点としても機能しており、各

国の顧客ニーズに迅速に対応する体制を整えている。 
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同拠点では、部品の 90％を現地調達で賄うなど、高い現地調達率を実現している。なお、部

品調達はシーメンスやボッシュ等のマレーシア拠点と行っているが、納入されている製品は

マレーシア国外で製造されている可能性がある。また、一部の特殊な精密機器は中国から調達

している。 

同社としては、現地調達をさらに推進し 100％近くを現地調達する方針を持っている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

新型コロナ以降、同社は顧客基盤の拡大とコスト競争力の強化に努めている。特に新型コロナ

以降、ASEAN において工場のアップグレード需要が増加しており、それに伴いオートメーシ

ョン需要も拡大している。同社も生産能力を高めるための工場拡張の必要性を認識している。

ただし、自動車業界や半導体業界の最近の市場動向を受け、一部の投資計画は延期される可能

性がある。2025 年に予定していた 1,500 万～2,000 万リンギ規模の生産施設の拡張投資は

2026 年に遅れる可能性が高いが、同社の戦略的な投資姿勢・拡張方針に変更はない。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

同社は、現在、ASEAN ではマレーシアのみを拠点とするが、インドや他の ASEAN 諸国への

進出も視野に入れている。顧客基盤の拡大やサービスレベルの向上には、顧客に近い場所でサ

ービス提供をする必要があると認識している。例えば、タイへのセールスオフィス設置や、成

長著しいインド市場への拠点展開を計画している。また、既存顧客の増加に伴い、組立設備や

エンジニアリング機能の強化を進める意向もある。 

 

■日系企業との協業可能性 

同社は協業にオープンな姿勢を示しているものの、日系企業は保守的な傾向があり、外資系企

業との連携に前向きでない場合が多いと感じている。ただし、それは各企業によるところであ

るとも認識している。同社は過去に日系企業と密接に協力した実績を持ち、日系企業が積極的

であれば、多くの協業可能性があると認識している。具体的には、エンジニアリング技術での

協業や専門知識の共有等の協業が考えられるが、内容は案件ごとに検討する必要があると考

えている。 

 

３．日系企業への示唆（協業可能性、正負両面に係る示唆） 

非日系企業へのインタビューに基づき、調査対象分野の新型コロナ後における投資動向

に係る示唆を着目すべき事業機会、活用可能な現地政策、サプライチェーン機能、ESG/デ

ジタル活用の観点で整理した（以下表を参照）。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

半導体・電子部品、EV 製造機能の拡大 

マレーシアは、半導体・電子製品や EV といった製造業分野において、ペナンをはじめと

する産業集積と長年の経験を活かし、国内需要への対応とともに ASEAN 諸国を含む国外

輸出拠点としての地位を強化している。政府は、第 12 次マレーシア計画や新産業マスター

プラン 2030 を基盤に製造業の付加価値向上を目指し、投資税額控除やパイオニアステータ

スといった優遇策を整備して外資誘致を進めている。また、EV 分野では、低炭素モビリテ

ィブループリントを通じて、EV 普及の促進と EV ハブ化を支援している。 

 

情報通信：データセンター投資の拡大 

一方、データセンター分野では、ジョホール州やサイバージャヤを中心に外資系ハイパー

スケーラーが大型投資を進めており、シンガポールに近い地理的優位性や豊富な資源を活

かして注目を集めている。政府は、デジタル分野の成長を支えるため、MD ステータスや

DESAC スキームを活用し、外国直接投資を積極的に支援し、データセンターの設立や拡張

を促進している。世界的な成長産業を取り込み、育成することを目指すマレーシアの動きは、

日本企業にとっても政策を活用し、産業成長に連動した事業拡大を目指す好機となる。 

 

［政策・規制］ 
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本調査対象業種である半導体・電子部品、自動車（EV）、産業機器、情報通信等政府の優

先業種においては、政府は各種インセンティブ（免税、補助金等）を設けており、投資タイ

ミングにおいては積極的に活用していくことが望ましい。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

マレーシアは、半導体・電子部品・機器、自動車等では産業集積があり、域内の輸出拠点

として今後とも投資が拡大していく見通し。日系企業としても、既存の生産インフラや、国

としての産業集積（高度人材、企業ネットワーク、物流・社会インフラ）や税制優遇等を活

用し、域内・グローバルサプライチェーンの中でのマレーシア拠点の活用を検討する余地が

ある。 

 

表 III-11 日本企業への示唆（マレーシア編） 

 成長領域・事業機会 政策・規制 
機能・ 

サプライチェーン 
ESG・デジタル等 

製造 

（半導体・

電子製品） 

・ デジタル化や AI、5G

技術の普及に伴い、半

導体・電子製品のグロ

ーバルでの中長期的

な成長が期待される 

・ マレーシアには、ペナ

ンを中心とした長年

に亘る半導体・エレク

トロニクス産業の集

積が存在 

・ 米中貿易摩擦による

サプライチェーンの

強靭化ニーズが、マレ

ーシアへの FDI を後

押ししている 

・ 第 12 次マレーシア計

画では、2025年までに

電気・電子産業のGDP

貢献額を 1,200 億リン

ギにすることを目指

す 

・ 新産業マスタープラ

ン 2030 では、2030 年

までに製造業の付加

価値を 5,875 億リンギ

に引き上げることを

目指している 

・ 政府は、外資誘致のた

め、投資税額控除(ITA)

やパイオニアステー

タス、新規投資インセ

ン テ ィ ブ 枠 組 み

(NIIF)等を整備 

・ 製造機器や原料の多

くは中国等からの輸

入。現地調達・生産の

方向性はあるものの、

サプライチェーンの

変化には時間を要す

る 

・ 工場の多くはグロー

バル輸出拠点として

機能し、生産された多

くの製品は、ASEAN

や欧米、日本等へ輸出

される 

・ マレーシアの拠点は

後工程（OSAT）中心だ

が今後より前工程含

め機能拡張高度化を

検討する動きあり 

・ ESG は企業により

取り組みの温度差

が大きい。一部企業

では、顧客の要求も

あり、屋根置き太陽

光の設置、廃棄食品

の活用、雨水の利用

等の取り組みを行

っている。一方、重

要性を理解しなが

ら、何もしていない

企業もある 

製造 

（自動車・

EV バ イ

ク） 

・ 東南アジアで二番目

に大きい自動車市場

において、政府が EV

購入補助金やインフ

ラ整備等を行い、積極

的に普及を推進 

・ 市場機会を獲得すべ

く、既存の自動車産業

基盤に複数の中国系

OEM が参入（工場拡

張）。一部企業は輸出

拠点化も志向。例え

ば、EV バイクメーカ

ーの MYS-D 社はマレ

ーシアでの成功を足

掛かりにタイ・フィリ

ピン・ベトナムへの進

出を検討する 

・ EV 化を推進するた

め、政府は低炭素モビ

リティブループリン

ト（LCMB）および国

家エネルギー移行ロ

ードマップ（NETR）

を掲げ、EV 比率を

2030 年までに 15％、

2050 年までに 80％と

することを目指す 

・ 半導体と同様、直接投

資を呼び込むため、

ITAやパイオニアステ

ータス、所得税免除、

投資税控除、EV 部品

の輸入関税免除、グリ

ー ン 技 術 融 資 制 度

(GTFS)等を整備し、

EV ハブ化・輸出拠点

化に努める 

・ 参入する OEM は、優

遇措置を継続的に得

るため、現地調達・生

産を強化する方針 

・ 自動車産業の集積は

あるものの、EV なら

ではの新しいサプラ

イヤーが求められる。

ただし、コストに厳し

い新規参入組の中国

系 OEM は安価な中国

系サプライヤーを利

用する傾向がある 

・ RCEPやASEAN自由

貿易協定を活かし右

ハンドル車の輸出拠

点として、東南アジア

やオーストラリアへ

の EV 輸出を促進 

・ 現地工場におい

て、ESG に関する

積極的な取り組み

は見受けられな

い。特に中小～中

堅企業にとって

は、追加的なコス

ト負担が重く、取

り組みが限られ

る。 

製造 

（ 産 業 機

器：オート

メ ー シ ョ

ン） 

・ 東南アジアにおける

航空や医療機器、自動

車等の高付加価値品

の製造拡大に伴い、オ

ートメーションの需

要も拡大 

・ マ レ ー シ ア は 、

ASEAN 地域の中でオ

ートメーション産業

の知見が豊富であり、

関連する人材やサプ

ライヤーベースが整

っている 

・ オートメーションに

特化した政策がある

訳ではないが、第 12

次マレーシア計画や

新産業マスタープラ

ン 2030 の影響を受

け、オートメーショ

ン関連市場は後押し

を受ける 

・ 外資向けの優遇政策

は、主に大型投資を

行う大企業のための

ものであり、中小企

・ エレクトロニクス系

部品は主に中国や欧

米から、メカトロニク

ス系部品はローカル

企業を含め、現地調達

が可能 

・ 多くの外資オートメ

ーション企業は、マレ

ーシアを輸出拠点と

して、ASEAN や欧米

に製品・ソリューショ

ンを輸出する 
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・ 新型コロナ以降、中国

とのデカップリング

や関税の影響を受け、

多国籍企業の間で、同

国への進出や拡張が

顕著である 

・ 国内需要もあるが、多

くのオートメーショ

ンハウスは製品・ソリ

ューションをマレー

シアから輸出 

業が利用できるもの

は必ずしも多くない

が（オートメーショ

ンハウスの多くは中

小～中堅企業）、それ

でもマレーシアの人

材や集積は業界にと

って魅力 

情報通信 ・ 世界での AI や 5G、ク

ラウド等の需要拡大

を受け、データセンタ

ー需要は拡大。マレー

シアは世界でもトッ

プクラスのデータセ

ンター拡充が見込ま

れている 

・ 具体的には、ジョホー

ル州やサイバージャ

ヤ等の主要データセ

ンター集積に、グロー

バル・ハイパースケー

ラーが大型投資を検

討している 

・ シンガポールの拡大

余地が限界に近づく

中、シンガポールに近

くエネルギーや水資

源が豊富で、人材層の

厚みがあり、外資参入

ハードルの低いマレ

ーシアに注目が集ま

っている 

・ 政府はマレーシア・

デジタル (MD)やデ

ジタル自由貿易区

(DFTZ)等を通じて、

デジタル産業の成長

を支援 

・ データセンター参入

事業者に対しては、

MD ステータス（外

国人株式制限の免

除、外国人知識労働

者の雇用許可、所得

税免除、投資税免除、

機器の輸入関税免除

等）を付与し事業拡

大を後押し。 

・ DESAC スキームで

は、デジタル・テクノ

ロジー・プロバイダ

ーに対する優遇措置

を補完し、外国直接

投資を後押しする 

・ データセンターの設

立に際しては、多くの

機器や設備が海外か

ら輸入される。オペレ

ーターの海外仕様が

参照されるケースが

多い 

・ データセンターを設

立する EPC 能力も現

地では限られるため、

高度なデータセンタ

ーの立ち上げでは、機

器だけでなく EPC 人

材も中国・欧米等から

送られ作業が行われ

る。データセンターが

立ち上がった後は、現

地主体のオペレーシ

ョンとなる 

・ データセンターは

多くの資源を消費

するため、データセ

ンターのグリーン

化はグローバルな

トレンドである。た

だし、それに必要な

コストは大きく、重

要性を感じながら

も現地で取り組む

企業は限られる。規

制や補助がトリガ

ーとなり、同国のデ

ータセンターのグ

リーン化が進むと

想定される 
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IV. 国別編：フィリピン 

１． 直接投資動向 

(1) 投資対象国の海外直接投資データ分析 

 フィリピンの FDI の推移は 2010 年以降毎年変動があり、金額としては 2010 年にはマイ

ナスだったものが、直近 2023 年には 13 億米ドルとなっている。2013 年以降は順調に投資

額が増加していたものの、2018 年に金額が大幅に減少している。これは 2017 年に約半分

の投資額を占めた電気・ガス等供給が、大幅に減少したことが要因である。新型コロナの影

響を大きく受けた 2020 年にさらに減少した後、2021 年に一度回復したものの、2022 年、

2023 年と再度減少が続いている。フィリピンでは、インフラの脆弱さや電力価格の高さな

どが外国人投資家によって問題視されており、その結果、他の ASEAN 国が投資先として

選択されている状況がある。フィリピン政府は外国からの投資の呼び込みに力を入れてお

り、2024 年 11 月、マルコス大統領は法人所得税率を 25％から 20％に引き下げ、特定の企

業に対して税制優遇措置を拡充する法案に署名した。これにより、企業は電力費用の 100％

追加控除などの優遇措置を受けられるようになり、戦略的投資に対する税制優遇期間も最

大 27 年に延長された。 

 フィリピンへの投資を業種別に見ると、2010 年から 2023 年までの合計では製造業が

31％と 1 位となっており、次いで 2 位の金融・保険（18％）、3 位の電気・ガス等供給（15％）

と続いており、上位 3 位の業種で全体の約 6 割を占めている。フィリピンへの投資におい

ては、毎年一定割合を占める製造業以外では、金融・保険や電気・ガス等供給、不動産分野

が毎年大きく変動しており、全体の投資額合計が変動する要因ともなっている。 

 

図 IV-1 フィリピン FDI 業種分析（ネットフロー） 

 
出所：フィリピン中央銀行 

 

 2010 年から 2023 年までの投資を新型コロナ前後の二期間に分け、年平均投資額と順位

を比較すると、製造業、不動産、情報通信、建設業、卸・小売の多くの業種で投資額が増加

している一方で、金融・保険については新型コロナ後に大きく減少している。 
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図 IV-2 フィリピン FDI 業種分析（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

 
出所：フィリピン中央銀行 

 

 2010 年から 2023 年までの投資額の合計を投資元国・地域別内訳を見ると、日本が 25％

で 1 位、次いで 24％のシンガポール、3 位が 15％の米国となっている。シンガポールから

の投資が多い背景として、シンガポールの企業はフィリピンの拡大する消費市場、豊富な天

然資源、優秀な労働力を持つフィリピンを魅力的な投資先として見ており、今後も成長が期

待されるフィリピン経済を見込んだ投資が増加している。 

 

図 IV-3 フィリピン FDI 投資元国・地域分析（ネットフロー） 

 
出所：フィリピン中央銀行 

  

 投資元国・地域を新型コロナ前（2015～2019 年）と新型コロナ後（2022～2023 年）の

二期間の年平均投資額で見ると、日本が大幅に増加し新型コロナ後にトップとなってお

り、その他ドイツやマレーシアでも少額ではあるが投資額が増加。一方、2010 年～2023

年の合計で見た際に、2 位と 3 位にきていたシンガポールと米国は新型コロナ後投資額が

減少している。 
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図 IV-4 フィリピン FDI 投資元国・地域分析（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

 
出所：フィリピン中央銀行 

 

(2) 米国からの海外直接投資データ分析 

 米国からフィリピンへの投資については、製造業が最も多く 53％で、1 業種で全体の半

分以上を占めている。次いで専門・化学・技術サービス、卸売業と続いており、専門・科

学・技術サービスは特に米国からの BPO 企業がフィリピンに進出しているケースが見ら

れる。 

 

図 IV-5 米国からフィリピンへの FDI 業種分析（ネットフロー・ストック） 

出所：米国商務省経済分析局（BEA） 

  

米国からフィリピンへの投資の各業種を新型コロナ前後の二期間に分けて年平均投資額

を見ると、製造業を除いたほとんどの業種で大きな変化は見られない。製造業について

は、新型コロナ後に 4 倍以上と大幅に増加している。 
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図 IV-6 米国からフィリピンへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較） 

 
出所：米国商務省経済分析局（BEA） 

 

 最も投資額の多い製造業の内訳を新型コロナ前後で比較してみると、コンピューターお

よび電子製品が製造業の大幅な増加を牽引している状況。その他、金額は比較的小さいも

のの化学分野でも投資額が増加している。 

 

図 IV-7 米国からフィリピンへの FDI 業種分析（製造業）（新型コロナ前後比較） 

 
 出所：米国商務省経済分析局（BEA） 

 

 米国からフィリピンへ投資が行われている主要業種とその背景は以下のとおり。 

 

 フィリピン政府は、積極的に電子関連の外国企業の誘致を行っており、また、米国側も

半導体製造と技術力におけるサプライチェーン強化および多様化のために設定したパート

ナー国にフィリピンを選定しており、同国内における製造拠点を拡大する米国半導体企業

が増加している。 
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表 IV-1 米国からの製造業（コンピューター・電子機器・半導体分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Amber Kinetics 蓄電システム 2024 非公開 フィリピンの再生可能エネルギ

ー需要の増加に対応するための

新オフィスの設置 

PHL-A 社 半導体 2022-

2023 

非公開 フィリピン政府の規定に従い排

水処理施設の設置(2 か所) 

Texas 

Instruments 

半導体 2023 10 億 

米ドル 

アジア市場への供給能力強化と

コスト効率の向上を図るため、

製造施設の拡大 

Analog Devices 半導体 2023 2 億 

米ドル 

アジア太平洋地域の顧客需要に

対応し、製造能力を強化するた

め、R＆D 施設へ投資 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 米国企業がフィリピンの化学分野に投資を拡大している背景には、内需を中心としたア

ジア市場全体での成長およびフィリピンの地理的な利便性がある。特に、産業用製品や食品

加工関連市場の需要が増加していることが、投資促進の重要な要因となっている。 

 

表 IV-2 米国からの製造業（化学分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Contec Inc 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

産業用クリーニ

ング製品の提供 

2024 非公開 事業拡大戦略の一環として、ア

ジア市場でのプレゼンスを強化

するため、製造拠点の新設 

Archer Daniels 

Midland (ADM) 

食品・飲料、バ

イオエネルギー

原料の提供 

2022 非公開 農業および食品加工市場の成長

を狙った製造施設の買収、事業

展開 

3M 医療、消費財、

製造業向け材

料、製品の提供 

2022 非公開 需要に応じ、持続可能な製品と

ソリューションを提供するため

の販売施設の拡大 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 BPO 分野では、フィリピン政府による支援やインセンティブを背景に、米国の BPO 企

業が新たなオフィスや BPO オペレーション施設の設置を行っている。進出企業のプレスリ

リースや業界関係者へのインタビューによると、フィリピンへの投資においては、「優秀な

人材獲得・活用」が大きな背景となっている。 

 

表 IV-3 米国からの BPO への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

PHL-B 社（中

堅・中小・スタ

ートアップ） 

採用代行サービ

ス 

2024 非公開 フィリピンの豊富な英語話者と

高い教育水準を持つ労働力確保

のため、新オフィスの設立 

CBE コールセンター 2024 非公開 コスト効率と質の高い BPO 産

業が整備されたフィリピンにお

ける新オフィスの設立 

Open Access 

BPO 

カスタマーサー

ビス、バックオ

フィス業など 

2023 非公開 フィリピンの技術的に高い

BPO 市場におけるオペレーシ

ョン施設の拡大 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

  

(3) 中国からの海外直接投資データ分析 

 中国からフィリピンへの投資については、公式統計からは投資元国の業種内訳を確認で

きないため、民間データベースを参照した。 
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2010 年以降の投資件数として多いのは、製造業では、1 位が消費財、2 位が自動車

OEM、3 位が家電となっている。非製造業では、1 位が情報通信、2 位がソフトウェア・

IT サービスである。新型コロナ後の 2022 年以降について、製造分野では特に大きな案件

増加は見られないが、非製造業では情報通信で大幅な案件増加が見られる。 

 

図 IV-8 中国からフィリピンへの FDI 業種分析（2010～2024 年 6 月）（件数） 

（新型コロナ前後比較） 

 
出所：fDi Markets 

 

 2010 年以降、中国からフィリピンへの製造分野で投資案件数が多い主要業種とその背景

は以下のとおり。 

 

 フィリピンの経済成長による国内の消費者の需要増加を狙った中国消費財メーカーが多

数フィリピンへの投資を行っている。投資内容としては、特にアパレルメーカーは店舗や

オフィスの設置が多く、製造拠点の拡大案件はあまり見られないことが特徴となってい

る。サプライチェーンの関係から、食品企業については国内の製造拠点の拡大に投資して

いる企業も見受けられる。進出企業のプレスリリースや業界関係者へのインタビューによ

ると、消費財企業がフィリピンに投資を行う背景として、「フィリピン国内のさらなるマ

ーケットシェアの獲得」、「フィリピンの経済成長を見込んだ投資」など、主に内需をター

ゲットとした市場獲得のための投資が多いと見られる。 

 

表 IV-4 中国からの製造業（消費財分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

PHL-C 社 アイスクリーム 2023 非公開 消費者需要の高まりに対応するため

工場の買収 

OPPEIN キッチン家具 2023 非公開 新店舗の展開 

HLA アパレル、ファ

ッション 

2023 非公開 ファッション市場の拡大と中間所得

層の増加に伴う需要増加に対応する

ため新店舗の展開 

SHEIN アパレル 2022 非公開 若年層の購買力増加をターゲット

に、ポップアップストアの設置 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

  

 中国企業は、フィリピンの急成長する自動車市場と EV 需要の高まり、さらに政府のグ

リーンモビリティ推進政策に対応するため、新ディーラーショップやショールームの設立

を通じて市場シェア拡大を図っている。 
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IV-5 中国からの製造業（自動車分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Anhui 

Jianghuai 

Automobile 

(JAC) 

乗用車、商用車、電気

自動車（EV）の製造

および販売 

2024 非公開 フィリピンの自動車市場の

成長と EV 需要の高まりに

対応し、新ディーラーショ

ップの設置 

BYD 電気自動車（EV）、バ

ッテリー、再生可能エ

ネルギーソリューショ

ンの提供 

2024 非公開 フィリピンの EV 市場の成

長と政府の EV 推進政策に

対応する目的で、新ディー

ラーショップの設置 

Faw Trucks トラックおよび商用車

の製造と販売 

2024 非公開 ショールームの設置 

奇瑞汽車 乗用車や SUV 等の電

気自動車（EV）の設

計、製造、販売 

2021 非公開 国内の EV の需要の高まり

を受け、新ディーラーショ

ップの設置 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

  

 中間所得層の増加や高温多湿な気候による家電需要拡大、さらにスマートフォン市場の

成長を背景に、中国企業は新店舗や販売網の拡大を進め、現地市場でのプレゼンスを強化し

ている。 

 

IV-6 中国からの製造業（家電分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Haier 家電製品、冷蔵庫、

洗濯機、空調設備な

どの製造販売 

2024 非公開 家電市場の成長と中間所得層

の増加に対応するため、新店

舗の設置 

Hisense 

Group 

家電、テレビ、エア

コン、冷蔵庫などの

製造販売 

2024 非公開 新店舗の設置 

Honor スマートフォンおよ

び関連テクノロジー

製品の製造販売 

2024 非公開 スマートフォン市場の成長と

若年層の需要増加を受け、店

舗拡大 

Aux エアコン、家電製

品、および関連機器

の製造販売 

2024 非公開 エアコン市場の成長と気候条

件による需要増加をターゲッ

トに、新店舗の設置 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(4) EU（ドイツ）からの海外直接投資データ分析 

①EU 国の選定について 

 EU の中で投資金額の多いドイツとオランダについて、民間データベースを参照し各年の

投資件数を比較すると、件数としてはドイツが多い。オランダとドイツの投資案件を合計

して見ると、新型コロナの影響を大きく受けた 2020 年には投資案件が大きく減少したも

のの、その後回復を続け、2023 年には過去最高件数を記録。その 8 割はドイツからの投

資であった。今回の調査目的を考慮し、EU からはドイツを対象国として選定した。 
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図 IV-9 EU 諸国からフィリピンへの FDI 投資元・地域分析（件数） 

 
出所：fDi Markets 

  

② ドイツからの海外直接投資データ分析 

ドイツからフィリピンへの投資について、公式統計では業種内訳が確認できないため、

民間データベースを参照した。2010 年以降に投資案件数が多いのは製造業で、1 位が産業

機器、2 位が化学、3 位が繊維であり、非製造業では 1 位が運輸・倉庫、2 位が再生可能エ

ネルギーとなっている。 

2022 年以降の各業種の投資案件数を見ると、再生可能エネルギーが大幅に増加してい

る。フィリピン政府が 2022 年 11 月から再生可能エネルギー分野での外国人による完全な

所有権を認めたことで、100％外国人所有企業でも太陽光、風力、バイオマス、海洋また

は潮流エネルギーなどの探査、開発、運営することができるようになり、RE プロジェク

トへの投資が急増した。 

 

図 IV-10 ドイツからフィリピンへの FDI 業種分析（2010～2024 年 6 月） 

（新型コロナ前後比較）（件数） 

 
出所：fDi Markets 

 

 ドイツからの投資が盛んな主要業種とその投資背景は以下のとおり。 

 

 2022 年以降急増している再生可能エネルギー分野は、半数以上は同じ企業（PHL-D 社）

によるものとなっている。政府による再生可能エネルギー分野における投資環境の改善が



 

禁無断転載 Copyright (C) 2025 JETRO. All rights reserved. 

75 
 

進められており、投資機会が見込まれている。特に風力発電や太陽光発電において豊富な経

験と技術力をもつ企業からの投資が見られる。 

 

表 IV-7 ドイツからのエネルギー供給への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

PHL-D 社 風力発電、太陽

光発電 

2024 67 億 

米ドル 

フィリピン政府の再生可能エネル

ギー推進政策に対応するため、風

力発電プロジェクトを始動 

Ecoligo 太陽光発電 2022 非公開 再生可能エネルギー市場が初期段

階にあることをチャンスと捉え、

現地の需要に応じた太陽光エネル

ギーの提供を加速するためのイン

フラ投資 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 ドイツ企業は、地域市場へのコミットメントを強化しつつ、チャイナ・プラスワン戦略に

基づいて生産能力の向上を目指している。新たな運営施設や生産工場を設立し、産業機器や

精密部品、ディスプレイ技術の製造に注力しており、フィリピンを国際市場への重要な拠点

と位置付けている。 

 

表 IV-8 ドイツからの製造業（産業機器分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Rieckermann 産業機器およびプロ

セスソリューション

の提供 

2023 非公開 現地への強いコミットメン

トとして新オフィスの設立 

ZAMA 

Precision 

Industry 

Manufacturing 

小型エンジン用キャ

ブレターおよび精密

部品の製造 

2023 1,600 万 

米ドル 

チャイナ・プラスワン戦略

に沿って新たな運営施設の

設立 

VIA optronics ディスプレイソリュ

ーションおよび光学

技術の開発・製造 

2022 非公開 国際市場に焦点を当て新生

産工場の設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 フィリピンの戦略的立地と物流需要の増加を受け、航空関連サービスや物流ネットワー

クを強化するための投資が行われている。新物流センターやオフィスの設立に加え、コール

ドチェーン市場や国内物流サービスの拡充に対応し、フィリピンを東南アジア市場での重

要な物流拠点として位置付けている。 

 

表 IV-9 ドイツからの輸送・倉庫業への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Deutsche 

Lufthansa AG 

航空輸送および

航空関連サービ

ス（旅客輸送、

貨物輸送、MRO

サービス） 

2024 1.5 億 

米ドル 

戦略的な立地を活用するため

新施設を設立。MRO（整

備・修理・オーバーホール）

サービスも拡大 

Bernhard 

schulte 

shipmanagement 

(BSM) 

船舶管理および

クルー管理サー

ビス 

2024 非公開 船員のアクセス向上のため、

新オフィスの設立 

A. hartrodt 国際貨物輸送お

よび物流サービ

ス  

2024 非公開 国内の物流サービスを強化

し、顧客ニーズに対応するた

めのインフラ拡張 
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DB Schenker グローバルロジ

スティクスおよ

びサプライチェ

ーン管理サービ

ス 

2023 非公開 成長市場となっているフィリ

ピンをターゲットとした新物

流センターの設立 

AEB 貿易管理および

サプライチェー

ンソリューショ

ン 

2022 非公開 成長するコールドチェーン市

場を見据えた新チームの設置 

Hellmann 

Worldwide 

Logistics 

国際貨物輸送、

物流 

2022 非公開 東南アジア市場における事業

拡大のための新オフィスの設

立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(5) 各国総括（フィリピンへの投資要因） 

以下米欧中の主要業種の投資要因のポイントを整理した。 

 

表 IV-10 フィリピンへの投資要因 

国 業種 投資要因・背景 投資内容 

米国 製造業（コンピュ

ーター・電子機

器・半導体分野） 

・ AI/データセンター・再生可

能エネルギー需要の増加へ

の対応 

・ 排水処理施設設置の規定対

応 

・ アジア市場への供給能力強

化とコスト効率向上 

・ 顧客需要対応と製造能力強

化 

・ 新オフィスの設置 

・ 排水処理施設の設

置 

・ 製造施設の拡大 

製造業（化学分

野） 

・ 農業および食品加工市場の

成長対応 

・ アジア市場でのプレゼンス

強化 

・ 製造拠点の新設・

拡張 

BPO ・ 英語話者が豊富で、教育水準

が高い労働力の確保 

・ コスト効率と高品質な BPO

サービス市場の活用 

・ 技術的に高度な BPO 市場で

のオペレーション拡大 

・ 新オフィスの設

立、オペレーショ

ン施設の拡大 

中国 製造業（消費財分

野） 

・ 中間所得層・消費者需要の高

まりへの対応 

・ 製造拠点設立 

・ 販売網拡大 

製造業（自動車分

野） 

・ 自動車市場の成長とEV需要

の高まりに対応 

・ 政府のEV推進政策への対応 

・ 新ディーラーショ

ップの設置 

・ ショールームの設

置 

製造業（家電分

野） 

・ 家電市場の成長と中間所得

層の増加に対応 

・ 気候条件に伴うエアコン市

場の需要増加に対応 

・ スマートフォン市場の成長

と若年層の需要増加をター

ゲット 

・ 販売網の拡大 

EU 

(ドイツ) 

エネルギー供給 ・ フィリピン政府の再生可能

エネルギー推進政策への対

応 

・ 風力発電プロジェ

クトへの出資 
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・ 再生可能エネルギー市場の

初期段階をチャンスと捉え

市場参入 

・ 太陽光エネルギー

プロジェクトへの

出資 

製造業（産業機器

分野） 

・ 地域市場へのコミットメン

ト強化 

・ チャイナ・プラスワン戦略に

基づく生産能力強化 

・ 新生産施設の設

立・拡張 

輸送・倉庫業 ・ 戦略的立地を活用し、航空関

連サービスの強化 

・ 成長市場の物流需要に対応・

国内物流サービスの需要増

加への対応 

・ コールドチェーン市場の拡

大に対応 

・ 新オフィス設置 

・ 新物流センターの

設立 

 

２．非日系企業の戦略 

(1) 主要企業における戦略分析対象の選定 

①調査対象企業の選定  

非日系企業の当該国における投資目的や背景、その根底にある ASEAN 戦略を理解する

ために、インタビュー対象とする企業を選定した。前述の投資事例一覧について、直近の投

資事例、中小企業事例、投資規模の大きさ、ニュースの信頼性（自社発表や有力メディア記

事に基づくか）等の観点から、インタビュー打診の優先順位を設定した。優先順位に基づき、

各企業へインタビューを依頼し、受諾した企業に対してヒアリングを実施した。インタビュ

ーを行った企業は、以下表のとおりである。 

 

表 IV-11 インタビュー企業一覧 

企業名 本社 製品・サービス 投資年* 投資概要 

PHL-A 社 米国 半導体 2022～2023 排水処理施設の

設置(2 か所) 

PHL-B 社 米国 BPO 2024 新オフィス設立 

PHL-C 社 中国 アイスクリーム 2023 工場買収 

PHL-D 社 ドイツ 再エネ 2024 風力発電プロジ

ェクト 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(2) 非日系対象企業の ASEAN戦略分析 

インタビュー受諾企業に対し、当該国市場の見通し、対象国の戦略的位置付け、保有機能、

具体的な投資内容、今後の事業展開や投資意向等についてヒアリングし、情報を整理した。 

 

事例 1：米国の製造業（半導体・電子製品分野）事例「PHL-A社」 

■調査対象企業について 

センサー技術の分野に特化した半導体企業。主に、自動車および産業分野に向けた製品を提供

している。フィリピンにおいては、カルモナ、セブ、タルラック市に製造拠点を構えており、

長年に渡って半導体事業を行っている。 

 

■対象国市場の見立て 

フィリピンにおける半導体産業の発展にはリードフレーム、エポキシ、ワイヤー、モールドコ

ンパウンドといった直接資材を製造する企業の設立が戦略的に重要となってくる。フィリピ

ン半導体・電子産業連盟（SEIPI）が注力する分野の一つとして、ウエハー製造があり、関連

企業の投資誘致のために積極的な取り組みが行われている。 

SEIPI の 2025 年の予測によると、業界収益は前年比で 5％成長し、約 390 億米ドルに達する

と見込まれる。成長が期待される分野として、人工知能（AI）、IoT、機械学習アプリケーシ

ョンが挙げられる。一方、消費者向け電子機器の分野では、目立った成長は見られない。 
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■対象国の戦略的位置付け 

フィリピンは米国の CHIPS Act でパートナー国の一つとして選定されている。フィリピンは

アセンブリとテスト機能のみの拠点となっており、同社のアジアにおける 45％の製造がフィ

リピンで行われ、米国、英国、日本、中国、香港などの国・地域に輸出される。フィリピンが

半導体企業の投資先として選択される背景としては、特別経済区を含む自由貿易地域の存在

と、英語に堪能で高いスキルを持つ安価な労働力が挙げられる。半導体企業は、フィリピン国

内の大学等と連携して優秀な人材を育成・獲得することに力を入れており、フィリピン人が有

能な証拠として、現在多数のフィリピン人労働者が米国や欧州などの外国企業からの引き抜

きを受け移住するケースも出てきている。今後も人口増加と共に若い優秀な人材の増加が見

込めるフィリピンは、ASEAN 圏において製造・プレゼンスの拡大を狙う外国企業にとって魅

力的な投資先となっている。 

 

■フィリピン拠点の保有機能・サプライチェーン 

フィリピンは後工程のアセンブリとテスト機能のみを国内の 3 カ所に持ち、販売・マーケテ

ィングなどの機能はない。製造に関する権限については基本的にフィリピン拠点に与えられ

ており、本社米国より降りてくる顧客からのオーダーについて、製造計画やサプライチェーン

についてはフィリピン拠点側で決定し、本社に提出する。 

フィリピンにはウエハーハブや直接材料メーカーがいないため、同社は直接材料を米国や他

のアジア各国から輸入している。SEIPI はフィリピン国内でのこれらの直接材料の製造を推

進しており、コスト削減の観点から、現地での調達が可能になった場合、同社もサプライチェ

ーンの変更を検討する可能性がある。 

フィリピンで製造された全ての製品は、米国、英国、中国、香港、日本、マレーシアなど他国・

地域に輸出され、同社のアジア拠点の中で一番の輸出量を誇る。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

2022 年以降は、新型コロナの影響による需要の低迷が 2025 年まで続くという見込みから、

投資活動は縮小されているものの、2022 年～2023 年にかけて、フィリピン政府の産業廃水

処理に関する規制に従うため、2 つのアセンブリ施設で排水処理施設の新規設置が行われた。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

前述のとおり、新型コロナ後、半導体を含む電気および電子機器製造分野において需要の低迷

の影響が残っており、PHL-A 社は現在全体製造能力の 75％程度の稼働となっており、短期的

に大きな事業の拡大は見込んでいない。一方で、フィリピン政府および SEIPI は直接資材の

国内における製造強化を推進しており、今後この分野での投資は増加予定。フィリピンには、

直接資材の製造に必要な原料もあるため、各半導体企業はフィリピン国内での調達に向けて

サプライチェーンの改革に取り組んでいくと見られる。 

 

■日系企業との協業可能性 

PHL-A 社は日系企業とウエハーを調達する協定を結んでおり、サプライチェーンに係る協業

もある。また、日本国内にも販売拠点を有しており、今後も日本市場には注力していく予定で

ある。 

 

事例 2：米国の BPO事例「PHL-B社」 

■調査対象企業について 

米国を本拠地とする人材管理ソリューションおよびアウトソーシングサービスプロバイダー

で、マネージドサービス（企業の契約社員や外注業務を効率的に管理）、採用プロセスアウト

ソーシング（採用プロセス全体を代行）、ベンダーマネジメントシステム（労働力管理やリソ

ース管理のツール）などのサービス提供を行っている。フィリピンでは、フィリピン国内の優

秀な BPO 人材を活用して採用プロセス代行サービスを主に展開している。 

 

■対象国市場の見立て 

1～3 年以内の短期的には、高度な専門性を必要とする業務（採用やプロフェッショナルサー

ビスのコストが高い分野など）がフィリピンにさらにアウトソースされる見込みであり、この

分野で大きな成長のチャンスが生まれる。一方で、人手を必要としない低スキルのタスク（基

本的なサポート業務など）は減少。例えば、採用アウトソーシングでは、書類のスクリーニン
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グや処理などの簡単な事務作業は AI に取って代わられ、面談など技術や経験を求められる分

野はさらなる高度な専門性を持つ人材の活用が求められる。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

フィリピンが BPO の投資先として魅力的な理由は、言語、労働コスト、経験などを総合的に

見た際に他の国よりも優れている点である。通常 BPO 企業が拠点の選択をする際、①優秀な

人材、②人材の豊富さ、③労働コストの 3 つの点を総合的に見る。例えば、インドは技術的な

採用において世界でも最も魅力的な国の一つであるが、労働コスト面からみるとフィリピン

よりも高い。フィリピンの弱点としては、インドほど BPO 人材がいないため、人材の大量採

用が難しいことである。ただし、BPO 業界で経験のある人材は多く、英語力も考慮すると、

魅力的な投資先と言える。その他、フィリピンと並ぶ BPO 投資先としては、パキスタンが挙

げられる。 

また、フィリピン政府による事業者に対する支援環境も準備されており、例えば、フィリピン

経済区庁（PEZA）や投資委員会（BOI）は、BPO 事業者に対し、一定期間の法人所得税免除

（ITH）を含む税制上の優遇措置を提供している。さらに、新型コロナの影響により、PEZA

登録の IT-BPO 企業は、従業員の最大 30％まで在宅勤務を許可されており、2022 年 9 月以

降もこの割合は暫定的に延長されている。 

 

■フィリピン拠点の保有機能 

オフィスを設立したばかりであり、まだフィリピンに営業やマーケティングの機能はなく、主

に採用を進めているが、今後拡大していく計画。アジアとしてはインドに続き 2 番目の拠点。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

PHL-B 社は 2024 年に初めてフィリピンに拠点を設立。今後米国における事業を少しずつフ

ィリピンにシフトしていく予定となっており、採用も拡大予定。 

 

■今後の事業展開・投資意向 

今後の投資計画としては、まずは設立した拠点を整備し、国内での採用を強化することが優先

事項となる。また、BPO 事業のデジタル化やオートメーション化は引き続き優先課題となっ

ていく見込みである。 

BPO 業界全体としては、ヘルスケア関連の BPO サービスの需要が増加。特に新型コロナ後、

医療分野の専門知識を持ったフィリピンの元看護師たちをリクルーターとして採用するモデ

ルが活用されている。これにより、米国や欧州などで、コスト削減を目的として BPO サービ

スを外部委託する動きが加速する。 

 

■日系企業との協業可能性 

BPO 業界は、特に調達などの必要性がないものの、データ分析やサイバーセキュリティの分

野は今後重要性を増していく。これらの分野は高い技術と専門性が求められるため、日本企業

との協業につながる可能性がある。 

 

事例 3：中国の製造業（消費財分野）事例「PHL-C社」 

■調査対象企業について 

中国を拠点とする大手乳製品メーカーで、乳飲料、ヨーグルト、粉ミルク、アイスクリームな

ど多様な乳製品を製造・販売。ASEAN ではインドネシア、ラオス、カンボジア、ベトナム、

フィリピンに拠点を保有しており、フィリピンでは主にアイスクリーム事業を展開している。 

 

■対象国市場の見立て  

フィリピンにおけるオンラインショッピングの利用率は現状 30％未満だが、中間層の拡大や

消費力の増加により、今後大きく成長する見込み。実店舗とオンライン店舗をシームレスに行

き来できるオムニチャネル小売りが急速に普及する見込みであり、BtoC 産業はカスタマイ

ズ、持続可能性、倫理的消費、健康製品などのコンセプトが、若い世代を中心に人気を集めて

いる。フィリピンの F&B 市場は大規模で、クイックサービスやグルメオプションから、植物

由来食品まで、多様なブランドへの需要が増加している。また、消費財・食品の中でも、ファ

ストフードチェーン、コーヒーショップ、健康志向の飲食店、植物由来のブランドは、フィリ
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ピンでの拡大が見込まれている。投資の形態としては、フランチャイズや地元企業との提携が

考えられる。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

中国の BtoC 企業の多くが現在フィリピンに進出しているものの、通常フィリピンは投資先

の第一候補ではなく、インドネシアが優先されるケースが多い。その後、ASEAN における事

業拡大に伴い、ベトナムやフィリピンを検討し始める。中国からの進出企業としては、化粧

品・食品・パーソナルケア・家電製品企業が中心。 

PHL-C 社のケースに関しては、元々フィリピン国内で中華系の事業家が始めたアイスクリー

ム工場を PHL-C 社が買収した形で始まった。ASEAN のアイスクリーム事業は、インドネシ

アで始まり、インドネシアの事業が確立・拡大する中で、次の進出先を探していた。中国系大

手企業がフィリピンに進出する中で、BtoC の機会があると判断。まずはインドネシアから輸

出してテストを行い、フィリピンに市場があると判断がされた後、工場買収に至った。一般的

に、中国の消費財系メーカーがフィリピンに展開する際、まずは店舗のみを出すケースが多

い。一方で、食品・飲料分野に関しては、他の消費財と比較して輸送が難しいことに加え、政

府が定める輸入規制が厳しいため参入障壁が高く、投資を検討している企業はサプライチェ

ーンの構築から大規模な投資を検討する必要がある。 

 

■フィリピン拠点の保有機能・サプライチェーン 

フィリピンは工場と販売機能を保有している。基本的には、北京のアイスクリーム事業部に製

造や事業状況について報告を行う形となっている。 

インドネシアのアイスクリーム事業では海外に輸出が行われているが、フィリピンは現状国

内の需要をターゲットとしており、輸出機能はない。長期的には輸出の可能性はあるが、まず

は国内の需要がフォーカスとなる。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

PHL-C 社は 2023 年に、ASEAN 圏内で最大規模となるアイスクリーム工場をフィリピンに

設立。現地で新たに 2,000 名の従業員の雇用を予定している。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

PHL-C 社はグローバルで乳製品を含む様々な製品を展開しているものの、フィリピンにおい

ては短期的にはアイスクリーム事業にフォーカスを置く見込み。アイスクリームと粉ミルク

などのパウダー事業は全く違う事業であり、製造ラインも異なるため、拡大のハードルが高

い。また、乳製品は市場の競争が厳しく、需要の大きな増加も見込めないため、製造拡大の可

能性は低い。 

 

■日系企業との協業可能性 

可能性はあるものの、最終的な判断は中国本社となる。例えば、食材・フレーバーであれば、

国内の調達なので、フィリピン国内で完結が可能だが、R&D は法務や IP が関係するため本

社判断が必要。一方、大手中国企業のため、直接本社に掛け合うことは実際には難しく、フィ

リピン支社において議論を進めながら連携した上で本社につなぐ方法が現実的である。2020

年以降、日本企業との協業に関する協議は出ているものの、実現が困難な状況。興味を持って

いる、かつ事業内容がマッチする適切な担当者とのつながりが重要である。 

 

事例 4：ドイツのエネルギー供給事例「PHL-D社」 

■調査対象企業について 

ドイツに拠点を置く再生可能エネルギー開発企業で、風力、太陽光、洋上風力発電プロジェク

トの開発・建設・運営を行う。フィリピンでは、サンカルロス風力発電所やアクラン風力発電

所等、複数の陸上風力発電プロジェクトに加え、太陽光事業も積極的に展開している。 

 

■対象国市場の見立て  

フィリピン政府は再生可能エネルギー法（Renewable Energy Act, 2008）を施行し、再生可

能エネルギーの普及を積極的に推進。目標として、エネルギー全体の 35％を再生可能エネル

ギーから供給する方針を掲げており、再エネの需要は今後も拡大し続ける見込みである。 

その他、フィリピンの再エネ市場のトレンドとして下記のポイントが挙げられる。 
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・ バッテリー貯蔵技術やスマートグリッドの導入が進行。特に島嶼地域での導入が重要視

される。 

・ 小規模なマイクログリッドやオフグリッド型の再生可能エネルギーシステムに注目が集

まっている。 

・ 化石燃料からの移行を目指し、LNG インフラの整備が進められる。 

・ 省エネ対策が進み、家庭用・商業用設備での効率化サービスへの需要が高まる。 

フィリピンは化石燃料を多く輸入しており、価格変動や供給途絶に脆弱である。風力エネルギ

ーの開発を進めることで、輸入依存を減らし、エネルギー安全保障を高める動きが今後加速す

る。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

フィリピンは、地理的に再エネ事業の投資先として適しており、国内の再エネの需要とともに

さらなる投資の増加が見込まれる。また、フィリピン政府は国外からの投資呼び込みのため

様々なインセンティブを提供しており、再エネ事業会社にとって魅力的な投資先である。再エ

ネ事業では、規制や政府の支援が、投資先を決定する際の大きな要因となる。 

フィリピン政府が提供するインセンティブの例は以下のとおり。 

・ 再生可能エネルギー優遇措置（再生可能エネルギー法 2008） 

税制優遇: 最初の 7 年間の所得税免除、輸入機器の関税免除、国内調達機器の税額控除、VAT

免除。 

電力網接続の優先権: 再生可能エネルギープロジェクトへの優先接続を保証。 

フィードイン・タリフ制度（FiT）: 再エネ電力を固定価格で買い取る。 

・ エネルギー・バーチャル・ワンストップ・ショップ（EVOSS） 

エネルギープロジェクトに必要な許認可申請をオンラインで一括管理し、手続きの簡素化と

透明性を向上。 

・ クリーンエネルギー融資とリスク緩和プログラム 

グリーンエネルギー融資プログラム（GEFP）など、再生可能エネルギープロジェクトへの資

金援助やリスク軽減策を提供。 

 

■フィリピン拠点の保有機能・サプライチェーン 

PHL-D 社は現在アジアに地域統括拠点を置いておらず、フィリピン拠点のマネジメントは本

社直下となっている。フィリピン拠点には本社からの駐在員はいない。 

フィリピンオフィスは、プロジェクト開発に必要な許可や要件、その他関連する書類の処理を

担当。また、現地の技術的活動を行い、地質調査や環境影響評価（EIA）などの第三者サービ

スの契約も行っている。 

フィリピンの風力や太陽光事業に必要な部品は主にデンマークやドイツ、中国から輸入され、

フィリピン国内で組み立てられる。リチウムイオンについては、ほとんどが中国で製造されて

いる。フィリピン現地からの調達に変更していく予定は現時点ではない。フィリピンでは製造

技術が十分に発展しておらず困難である。一方、EPC は現地企業で対応可能であればコスト

面を考慮し現地 EPC 企業を利用する。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

PHL-D 社はイロコス地方、アクラン、イロイロ、アンティーケ、ブラカンでの 5 つの陸上プ

ロジェクトの事前開発活動を進めており、合計 565MW の再生可能エネルギー容量を生み出

す予定で、2027 年から 2030 年の間に完了する見込み。総投資額は約 560 億フィリピン・ペ

ソとされる。さらに、同社はカビテ、ネグロス・オクシデンタル、ギマラスでの洋上風力発電

所の開発も進めている。フィリピンは現在、洋上風力発電分野推進のため、同社のような企業

からの技術的専門知識の導入が期待されている。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

前述のとおり、今後フィリピン各地において、洋上・陸上風力発電所の開発を進める予定。国

内の需要の増加とフィリピン政府の支援が追い風となり、国内の事業開発はさらに進められ

る見込みである。同社は、陸上・洋上両方の事業において複数のプロジェクトを進めている。

フィリピンにおける将来的な競争環境は、再生可能エネルギーへの急速な移行、技術革新、規

制の発展によって激化していくものの、同社は独自の専門性やチームを強みに、今後もフィリ

ピンにおけるプレゼンスを拡大していく計画である。 
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■日系企業との協業可能性 

PHL-D 社では、現時点で日本企業との協業予定や計画はないが、日本企業が Aboitiz Power

などの現地企業に投資する案件は既にあり、再エネ事業に共同投資する等の取り組みは考え

られる。 

 

３．日系企業への示唆（協業可能性、正負両面に係る示唆） 

非日系企業へのインタビューに基づき、調査対象分野の新型コロナ後における投資動向

に係る示唆を着目すべき事業機会、活用可能な現地政策、サプライチェーン機能、ESG/デ

ジタル活用の観点で整理した（以下表を参照）。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

引き続き BPO 立地としては有望国 

歴史的にフィリピンが BPO の投資先として魅力的なのは、一つの要因ではなく、言語、

労働コスト、経験など複数の観点において優れているためである。フィリピンの弱点として

は、インドほど BPO 人材がいないため人材の大量採用が難しい点であるが、BPO 業界で

経験のある人材は多く、①優秀な人材、②人材の豊富さ、③労働コスト等の点を総合的に見

ると、魅力的な投資先となっている。AI で低付加価値の業務については自動化が進むもの

の、事例にあるような採用等付加価値の高い BPO については、フィリピンが引き続き有望

な拠点になり得る。 

 

東南アジア内では比較的大きい内需 

フィリピンの人口は東南アジアではインドネシアに次いで大きく、国内の中間層の拡大

による消費需要の増加が期待される。本調査で取り上げている食品・飲料等内需向けの事業

は、今後とも拡大が期待される。 

 

半導体等、産業集積のある高付加価値品の製造 

マレーシア同様、フィリピンにおいても歴史的に半導体等の一部高付加価値品製造の産

業集積が存在する。半導体後工程分野やフィリピン半導体・電子産業連盟（SEIPI）が注力

しようとしているウエハー製造等の分野は、米中対立のサプライチェーン再構築の中で引

き続き一定の投資が拡大していくものと想定し得る。 

 

［政策・規制］ 

本調査対象業種である BPO、食品・飲料、半導体、エネルギー等、政府の優先業種にお

いては、政府は各種インセンティブ（免税、補助金等）を設けており、投資タイミングにお

いては積極的に活用していくことが望ましい。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

フィリピンは、内需向けの生産・販売拠点としての投資が中心だが、半導体のようにグロー

バルサプライチェーンの中での一機能を担うケースや、内需を軸とした製造拠点から域内

製造拠点へ拡張していくことを検討している企業もある。 
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表 IV-12 日本企業への示唆（フィリピン編） 
 

成長領域・事業機会 政策・規制 
機能・ 

サプライチェーン 
ESG・デジタル等 

BPO ・ 高度な専門性を要す

る（採用プロセスや

プロフェッショナル

サービスの外部委託

など）業務の需要が

増加。 

・ ヘルスケア関連

BPO サービスの拡

大が見込まれる。 

・ PEZA や BOI は、

BPO 事業者に対

し、一定期間の

ITH を含む税制上

の優遇措置を提供。 

・ フィリピンは英語

人材、一定スキル

を持った人材確保

という点で、引き

続き BPO 拠点と

して優位性あり。 

・ BPO 事業における

デジタル化とオート

メーション化は、引

き続き優先課題とな

る見込み。 

・ データ分析やサイバ

ーセキュリティの分

野で、日本企業との

協業の余地がある。 

製造（消費

財） 

・ フィリピン国内の中

間層の拡大による消

費需要の増加が期待

される。 

・ オムニチャネル小売

の普及が進行。 

・ 輸入規制の厳格化と

政府主導の投資誘致

策。 

・ 食品・飲料分野で

は輸送の困難さが

国内工場設置につ

ながっている。 

・ 国内需要に特化し

た生産を実施。 

・ 健康志向製品、持続

可能性、倫理的消費

の増加に対応が求め

られる。 

製造（半導

体・電子部

品） 

・ SEIPI はウエハー

製造に注力してい

る。 

・ 半導体に関わる直接

資材の国内における

製造強化を推進して

おり、今後事業機会

拡大の可能性。 

・ CHIPS Act で、フ

ィリピンは米国によ

りパートナー国に選

定されている。 

・ 特別経済区の設置、

フィリピン政府の直

接材料の製造推進。 

・ 国内で後工程（ア

センブリ・テス

ト）のみを実施。 

・ ウエハーハブや直

接材料メーカーが

いないため、直接

材料を米国や他ア

ジア各国から輸入 

- 

エネルギー

供給（再生

エネルギ

ー） 

・ 政府はエネルギー全

体の 35％を再生可

能エネルギーから供

給する方針を掲げて

おり、再エネの需要

は今後も拡大し続け

る見込み。 

・ バッテリー貯蔵技術

やマイクログリッド

が成長領域。 

・ 再生可能エネルギー

優遇措置として、所

得税免除や輸入機器

の関税免除などのイ

ンセンティブを提

供。 

・ 再生可能エネルギー

分野での外国人によ

る完全な所有権を認

め、外資企業でもエ

ネルギー事業の開

発、運営が可能とな

った。 

・ 主要部品をドイ

ツ・中国・デンマ

ークなど国外から

輸入。 

・ EPC は、可能な

限り現地を活用。 

・ 政府は国内の再生可

能エネルギーの普及

を積極的に推進。 

・ 現状化石燃料を多く

輸入しており、再エ

ネの普及により、エ

ネルギー安全保障の

強化を図る。 
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V. 国別編：シンガポール 

 

１． 直接投資動向 

(1) 投資対象国の海外直接投資データ分析 

 シンガポールでは、新型コロナが終息し始めた 2020 年以降 FDI が増加し続けており、

2023 年には 1,590 億米ドルを記録した。2010 年から 2023 年までの投資を合計すると、業

種別投資内訳では、金融・保険が 45％と約半分を占めており、次いで卸・小売業（16％）、

製造業（15％）となっている。 

 

図 V-1 シンガポール FDI 業種分析（インフロー・ストック） 

 
 
出所：SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS（Singapore's Inward Direct Investment Flows） 

 

 2015 年から 2023 年までの投資を新型コロナ前後の二期間に分け、年平均投資額と順位

を比較すると、金融・保険（1 位）、卸・小売業（2 位）、製造業（3 位）、運輸・倉庫（4 位）

等の業種で投資額が増加している。 
 

図 V-2 シンガポール FDI 業種分析（新型コロナ前後比較）（インフロー） 

 
 
出所：SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS 
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 2015 年から 2023 年までの FDI 合計の投資元国・地域別内訳を見ると、米国が 24％で 1 位、

次いで 8％の日本、5％の中国と続いている。特に、米国は 2023 年に前年比で大幅に増えてお

り、全体の半分を占める投資額となっている。 

 

図 V-3 シンガポール FDI 投資元国・地域分析（インフロー・ストック） 

出所：SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS 

 

 投資元国・地域について、新型コロナ前後の二期間で年平均投資額と順位を比較すると、

新型コロナ後にオランダの投資額が約 4 倍に上昇している。米国は依然としてトップを維

持している。 

 

図 V-4 シンガポール FDI 投資元国・地域分析（新型コロナ前後比較）（インフロー） 

 
 
出所：SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS 

 

 次のセクションでは、投資元国 3 カ国の業種別分析を行う。分析対象として、米国、中国

に加え、EU については投資額が大きいオランダを選定している。 
 

(2) 米国からの海外直接投資データ分析 

 米国について 2015 年から 2023 年までの FDI 合計の投資内訳を確認すると、投資先業種

は金融・保険（56％）が全体の半分を占めており、次いで製造業（22％）、専門・事務・サ

ポートサービス（18％）と上位 3 業種で全体の約 9 割を占めている。2022 年のストックを

見ると、金融・保険は 63％とさらに高い割合を占めている。 
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図 V-5 米国からシンガポールへの FDI 業種分析（インフロー・ストック） 

出所：SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS, ※円グラフは上位 5 業種のみを対象と

した割合である 

 

 米国からの投資業種について、新型コロナ前後の二期間で年平均投資額と順位を比較

すると、金融・保険は大幅に増加し 1 位を維持し、製造業は大幅に増加し 2 位となってい

る。また、4 位の情報通信は、金額は大きくないものの新型コロナ後に大幅に増加している。 

 

図 V-6 米国からシンガポールへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較） 

（インフロー） 

 
 

出所：SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS 

 

 米国からシンガポールへの投資が 2 位である製造業の内訳を見ると、主な投資領域はコ

ンピューターおよび電子製品（49％）、化学品（25％）、輸送用機器（5％）であり、3 分野

で約 8 割を占めている。 
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図 V-7 米国からシンガポールへの FDI 業種分析（製造業）（ネットフロー） 

 
出所： 米国商務省経済分析局（BEA） 

 

 米国からの製造業に着目し、内訳を新型コロナ前後で年平均投資額と順位で比較すると、

コンピューター・電子部品の増加幅は少ないものの引き続き 2 位以下の業種を大きく引き

離し 1 位となっている。2 位と 3 位の化学と電気機器・器具・部品も 1 位のコンピュータ

ー・電子部品と比較して投資額は小さいが、新型コロナ前よりも大幅に増加している。 

 

図 V-8 米国からシンガポールへの FDI 業種分析（製造業）（新型コロナ前後比較） 

出所：米国商務省経済分析局（BEA） 

 

 米国からシンガポールへの投資が増加している背景には、シンガポールが持つ戦略的な

地理的位置、高度な人材、安定したビジネス環境、そして政府の積極的な投資誘致政策が挙

げられる。米国企業のシンガポールへの投資案件例とその背景は以下のとおり。 

 

 コンピューター・電子製品分野では、グローバルおよびアジア市場における半導体需要の

急増が、米国企業の投資を後押ししている。シンガポールは半導体産業の集積地として知ら

れ、優れた製造能力と多様な人材を有する点が大きな魅力である。シンガポール政府が半導

体の製造ハブとしての地位確立のため国内の研究開発の強化を積極的に進めている他、半

導体企業にとって有利な税制と規制環境が多くの外国企業の誘致につながっている。

Analog Devices や SGP-A 社は製造施設を拡大し、NVIDIA はスーパーコンピューターを

設置するなど、次世代技術への対応が進んでいる。 
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表 V-1 米国からの製造業（コンピューター・電子製品分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

SGP-A 社 半導体 2023 40 億 

米ドル 

製造およびサプライチェーン強

化、グローバル顧客のニーズに

対応するため、施設拡大 

Analog Devices 半導体 2023 非公開 シンガポールの優れた人材と先

進的な製造能力を活用し、製造

能力を増加するための新施設の

設立 

NVIDIA 半導体 2023 非公開 シンガポールの AI スタートア

ップエコシステムを支援するた

め、スーパーコンピューター設

置 

Applied 

Materials 

半導体 2022 非公開 同社の「Singapore 2030」計

画の一環として、R＆D 強化の

ための施設拡大 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 化学分野では、シンガポールはジュロン島に化学および石油化学産業のハブを築いてお

り、国外から多数の化学企業が集まり製造能力や体制の強化を進めている。例えば AbbVie

は製造施設を拡張し、Merck は生産能力を拡大することでグローバル製造ネットワークを

強化している。また、Baker Hughes はジュロン島に地域化学施設を設立し、主要市場に近

い場所での生産体制を整備している。これらの投資は、アジア市場での需要増加に対応する

とともに、持続可能性や効率性の向上を目指している。また、シンガポール政府は「シンガ

ポール・グリーンプラン 2030」の下、ジュロン島を持続可能なエネルギーと化学産業のハ

ブに変革する計画を進めており、クリーンエネルギー技術の導入を進めることにより持続

可能な化学産業の確立を目指している。 

 

表 V-2 米国からの製造業（化学分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

AbbVie バイオ医薬品の

研究開発および

製造 

2024 2.2 億 

米ドル 

製造、品質保証、サプライチェ

ーン、エンジニアリング、管理

業務の役割を拡大するため、製

造施設の拡張 

Merck & Co 医薬品およびワ

クチンの研究・

製造 

2022 非公開 グローバル製造ネットワークの

戦略拠点として位置付け生産能

力を拡大 

Baker Hughes 石油・ガス産業

向けのエネルギ

ー技術およびサ

ービス 

2022 非公開 主要市場に近い場所で化学品の

調達と生産を行う戦略として、

ジュロン島に新たな施設を設置 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 情報通信分野では、シンガポールの「National AI Strategy」やデジタルインフラの整備

が、米国 IT 企業の進出を支えている。運営拠点を拡大し、新オフィスを設立することで

APAC 地域でのプレゼンスを強化している。また、サイバーセキュリティサービスを強化す

るため、シンガポールをアジアの中枢ハブとして機能させている例もある。 
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表 V-3 米国からの情報通信への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Orchestrade 

（中堅・中小・ス

タートアップ） 

投資用情報サー

ビス 

2024 非公開 アジアの金融中心地であるシン

ガポールにて、新オフィスの設

立。地域での存在感を拡大 

Pixalate 

（中堅・中小・ス

タートアップ） 

広告品質測定サ

ービス 

2024 非公開 APAC 地域の主要ブランドとの

パートナーシップを強化し、プ

レゼンスを拡大するため、新オ

フィスを設立 

SGP-B 社 サイバーセキュ

リティ 

2023 非公開 シンガポールおよびアジア全域

の顧客をターゲットに、アジア

の中枢ハブとして機能する新オ

フィスの設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(3) 中国からの海外直接投資データ分析 

 中国からの主な投資先業種をストックデータで確認すると、卸・小売業が 1 位、次いで 2

位は金融・保険、3 位は運輸・倉庫となっている。投資額の推移では、新型コロナの影響で

投資額が激減した 2019 年、2020 年と比較すると回復して増加が見られるが、約 90 億米ド

ルを記録した 2017 年水準には至っていない。 

 

図 V-9 中国からシンガポールへの FDI 業種分析（インフロー・ストック） 

 
出所：SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS 

 

中国からの業種別の投資を新型コロナ前後の二期間で年平均投資額と順位を比較すると、

卸・小売が特に増加している。卸・小売の中でも、中国の金属卸企業がシンガポールに拠点

を置き金属販売のグローバル展開を図るケースが複数見られ、シンガポールの地理的優位

性や経済的安定性を狙った中国卸売企業のシンガポールへのシフトがトレンドとして見ら

れる。新型コロナ前から投資金額の多かった不動産・金融は減少が見られるものの、引き続

き投資金額は大きい。一方、中国からシンガポールへの製造業の投資は、新型コロナ前後で

いずれも限定的である。 
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図 V-10 中国からシンガポールへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較） 

 
出所：SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS 

 

 中国からの製造業内訳については、公式統計には内訳がないため民間データベースを参

照した。2010 年以降中国から投資件数が多い業種は、1 位が電子部品、2 位が産業機器、3

位が金属である。シンガポールは、メーカーによる工場設立事例は見受けられないものの、

東南アジア地域を管理する地域統括設置ケースが多く見られる。 

 

図 V-11 中国からシンガポールへの FDI 業種分析（製造業）（2010～2024 年 6 月） 

（新型コロナ前後比較） 

出所：fDi Markets 

 

 中国からシンガポールへの投資が増加している背景には、シンガポールが持つ戦略的な

地理的位置、安定した政治経済環境、金融ハブとしての役割、そして高度なインフラや技術

エコシステムがある。 

 

 金属卸分野で中国企業は、国際貿易の強化や資金調達コストの削減、国際競争力の向上を

目的に、シンガポールを金融・トレーディングハブとして活用している。Jinli Industrial や

Zheshang Development Group は新拠点や完全子会社を設立し、国際市場での競争力を強

化している。さらに、Aluminum Corp of China は国際貿易や金融サービスの構築を目指

し、合弁会社を設立。これらの動きは、シンガポールの金融インフラ、税制、地理的優位性

を活かした戦略的な展開を反映している。 
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表 V-4 中国からの金属卸への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Jinli Industrial 金属および金属

鉱物の輸出入 

2023 非公開 事業の国際化のため、アジアの

金融ハブであるシンガポールに

新拠点を設立 

Zheshang 

Development 

Group 

金属の輸出入 2021 非公開 国内外の貿易を統合し、国際貿

易および金融の優位性を活用。 

資金調達コストを削減し市場競

争力を向上するため、完全子会

社を設立 

Aluminum 

Corp of China  

アルミニウムの

生産・販売 

2019 非公開 シンガポールにおける国際貿

易、金融、産業サービスチェー

ンの構築を目指すため、合弁会

社の設立 

Wuchan 

Zhongda Group 

金属の輸出入 2018 500 万 

米ドル 

シンガポールの優位性を活用し

て国際貿易事業の収益性と競争

力を強化するため、新子会社を

設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 シンガポールの優れたインフラ、技術開発のエコシステム、そして政治的安定性が、産業

機器分野への投資を促進している。SGP-C 社は新本社を設立し、技術開発のエコシステム

活用を想定。RobotPlusPlus は顧客である海運業界の中心地としての位置付けを活かし、営

業強化を目的に新オフィスを設立。Zoomlion や Geek+も新子会社やオフィスを設立するこ

とで、地域でのプレゼンス・営業拠点を拡大している。 

 

表 V-5 中国からの製造業（産業機器分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

SGP-C 社（中

堅・中小・スタ

ートアップ） 

ACR

（Autonomous 

Case-handling 

Robot）システ

ム 

2024 非公開 シンガポールの優れたインフ

ラ、ビジネス支援政策、既存の

技術エコシステム活用のため、

新本社の設立 

RobotPlusPlus 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

空中作業ロボッ

ト 

2023 非公開 シンガポールの政治的安定性、

経済力、および東南アジアの海

運業界の中心地としての位置付

けを活用するため、新オフィス

の設立 

Zoomlion 

Heavy Industry 

Science & 

Technology 

建設機械・重機

械 

2022 非公開 新子会社の設立 

Geek+ 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

自動搬送ロボッ

ト 

2021 非公開 シンガポールの技術コミュニテ

ィと戦略的な立地を活用し、東

南アジアでのロジスティクス

4.0 への移行を促進するため、

新オフィスを設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 電子部品分野では、顧客基盤の拡大や急速な経済成長に伴う需要対応が投資の背景とな

っている。BYD Electronics は現地企業の株式を 100％取得し、顧客基盤と製品範囲を広げ

ている。ZKTecoは合弁会社を設立し、IoTやサーバー技術における需要に対応。EVE Energy

は EV やグリーンエネルギー需要に応えるため新会社を設立している。 
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表 V-6 中国からの製造業（電子部品分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

BYD 

Electronics 

電子機器および

部品 

2023 非公開 グループの顧客基盤と製品品目

を拡大するため、現地企業の株

式（100％）を取得 

ZKTeco IoT ハードウェ

ア/サーバー 

2021 非公開 東南アジアの急速な経済成長と

人口増加に伴う需要をターゲッ

トに、合弁会社の設立 

EVE Energy  リチウム電池お

よびエネルギー

貯蔵ソリューシ

ョン 

2023 非公開 東南アジア市場の EV およびグ

リーンエネルギー需要に応える

ため、新会社設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 金属分野では、再生可能エネルギーやAIによる金属需要の増加が投資を後押ししている。

各社は貿易取引チームの拡大や東南アジア本部を設立し、貿易の集積や資金調達環境を活

用している。 

 

表 V-7 中国からの製造業（金属分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Henan Jinli 

Gold and Lead 

Group 

金、鉛、非鉄金

属製品の製造と

加工 

2024 非公開 再生可能エネルギー設備や人工

知能による金属需要の増加に対

応するため、貿易取引チームの

拡大 

China 

Minmetals 

Corporation 

金属鉱物資源の

採掘、加工 

2018 非公開 国際貿易とインフラ開発能力を

目的に、貿易集積、優れた人

材、資金調達環境、法制度の優

位性を活用するための東南アジ

ア本部の設立 

 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(4) EU（オランダ）からの海外直接投資データ分析 

 EU 諸国の中でシンガポールへの投資額が最も多いオランダからの投資（ストック）を業

種別に見ると、1 位は製造業（52％）、2 位は卸・小売業（42％）、3 位は情報通信（3％）と

なっており、上位 3 業種で全体の約 9 割を占めている。新型コロナ前の 2017 年頃から投資

額は減少しており、新型コロナの影響が大きかった 2020 年にさらに減少を続けたものの、

2021 年以降は回復を続けている。 
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図 V-12 オランダからシンガポールへの FDI 業種分析 

出所： SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS, ※円グラフは上位 5 業種のみを対象

とした割合である 

 

  

 オランダからの投資業種について、新型コロナ前後の二期間で年平均投資額と順位を比較

すると、両期間とも 1 位は卸・小売業であり、成長率も高い。シンガポール国内にクラスタ

ーがある化学品の卸売企業の投資などが例として挙げられる。また、製造業は新型コロナ後

に大幅に成長し 2 位となっている。 

 

図 V-13 オランダからシンガポールへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較） 

 
 

出所：SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS 

 

 オランダからシンガポールへの投資について、公式統計には製造業内訳がないため、民間

データベースを参照した。2010 年以降投資が多い製造業は、航空宇宙、化学、産業機器と

なっている。航空宇宙や化学はシンガポール政府の注力領域であり産業クラスターが整備

されているため、多くの外国企業がシンガポールへの投資を盛んに行っており、特に航空宇

宙分野が強いオランダからは、航空機メーカーを始めとする航空宇宙の大手企業や、スター

トアップ企業が多数進出している。 
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図 V-14 オランダからシンガポールへの FDI 業種分析（製造業） 

（2010～2024 年 6 月）（新型コロナ前後比較） 

出所：fDi Markets 

 

 オランダからシンガポールへの投資案件数が多い主要業種とその背景は以下のとおり。 

 

 シンガポールは、高度な航空宇宙インフラと産業クラスターを持ち、教育機関による専門

的人材育成が進んでいる。この環境により、オランダ企業はシンガポールをアジア太平洋地

域の主要拠点として位置付け、地域内での事業拡大を図っている。また、戦略的な地理的立

地を活用し、グローバルな航空機部品市場での競争力を強化している。 

 

表 V-8 オランダからの製造業（航空宇宙）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

SGP-E 社 民間航空機の設

計・製造・販売 

2024 非公開 シンガポールの戦略的立地、革

新を支援する政策、高度なスキ

ルを持つ労働力を活用するた

め、アジア太平洋本部を設立 

APOC aviation 民間航空機用部

品製造 

2021 非公開 戦略的貿易拠点としての利点を

活用しアジアでの機会を最大化

するため、欧州以外で初となる

施設を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 シンガポールは国内に先進的な化学産業クラスターも有しており、安定したビジネス環

境や政府支援が企業の投資を促している。オランダ企業は、現地需要への対応や顧客関係の

強化を目的にイノベーションセンターを設立し、アジア市場でのプレゼンスを拡大してい

る。また、持続可能な製品や高付加価値化学品の需要に対応するための投資が目立つ。 

 

表 V-9 オランダからの製造業（化学）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Nouryon 化学品と特殊化

学品の製造 

2022 非公開 現地顧客の需要対応のため、現

地工場の買収 

Corbion (CSM) ペイント、コー

ティング剤 

2022 非公開 アジア太平洋地域の顧客との関

係強化のため、顧客サポートお

よびイノベーションセンターの

設立 

DSM 

Nutritional 

Products 

ビタミン、ミネ

ラル、アミノ酸

などの製造 

2019 非公開 インフラと多様な人種で構成さ

れる市場を活用するため、イノ

ベーションセンターの設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 電子機器や精密機械製造のためのインフラが整備されており、地域顧客へのアクセスが容易

である。また、アジア市場での需要増加に対応するため、オランダ企業は製造施設や新オフィス

を設立している。これにより、顧客ネットワークを強化し、効率的な事業運営を可能にしている。 
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表 V-10 オランダからの製造業（産業機器）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

NTS Group 

 

エレクトロニク

スおよび精密機

器の製造、設計 

2023 1,850 万  

米ドル 

シンガポールのインフラと顧客

ネットワーク活用のため、新施

設の設立 

Ultimaker 3D プリンター

および関連ソフ

トウェアの製造 

2018 非公開 アジア太平洋（APAC）地域の

需要の増加への対応と販売パー

トナーネットワーク構築を目的

とした新オフィスの設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(5) 各国総括（シンガポールへの投資要因） 

以下、米欧中の主要業種の投資要因のポイントを整理した。 

 

表 V-11 シンガポールへの投資要因 

国 業種 投資要因・背景 投資内容 

米国 製造業（コン

ピューター・

電子製品分

野） 

・ 中長期計画の一環としての R＆D 強

化 

・ AI/データセンター向け半導体需要

増加への対応 

・ ロジスティクス・物流ハブ 

・ 税制優遇措置や研究開発支援 

・ 生産設備・施設

拡大 

・ R&D 拠点強化 

製造業（化学

分野） 

・ シンガポール既存産業クラスターの

活用、製造能力、品質保証、サプラ

イチェーン強化 

・ 主要市場に近い場所での調達と生産 

・ 製造施設の拡張 

 

情報通信 ・ アジアでの AI・デジタルサービス

需要拡大に向けた運営拠点強化、地

域顧客対応強化 

・ パートナーシップ強化、APAC 地域

でのプレゼンス拡大 

・ アジア地域ハブ

設立 

・ 新オフィスの設

立 

中国 金属卸 ・ 国際貿易拠点の強化 

・ 金融ハブとしてのシンガポールの位

置付けを活用 

・ 優れた物流インフラの存在 

・ 管理の厳格化が進む香港からの拠点

移管 

・ グローバル・地

域統括拠点の設

立、拡張 

 

製造業（産業

機器分野） 

・ 自動化、ロボット需要の拡大 

・ 労働コストが高くロボット・自動化

等のニーズが高いシンガポールを技

術検証・営業拠点として活用 

・ アジア太平洋地域の中心に位置する

戦略的な地理的位置 

・ 新本社の設立 

・ 新子会社・オフ

ィス設置 

製造業（電子

部品分野） 

・ 経済成長、人口増加。AI/デジタル

化による需要拡大への対応 

・ EV、グリーンエネルギー需要対応 

・ 東南アジア市場へのアクセスの容易

さ 

・ 地域統括、域内

営業拠点設立 

製造業（金属

分野） 

・ 金属需要増加や再生可能エネルギー

需要増加への対応 

・ 貿易の集積、人材、資金調達環境の

活用 

・ 貿易取引の拠点

拡大 

・ 東南アジア本部

の設立 
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・ 金融センターとしてのシンガポール

の地位の活用 

・ シンガポールの自由貿易協定

（FTA）ネットワークの活用 

EU（オ

ラン

ダ） 

製造業（航空

宇宙） 

・ 先進的な航空宇宙インフラと航空宇

宙産業クラスター 

・ 戦略的立地、人材活用 

・ 地域本社の設立 

・ R&D 施設設立 

製造業（化

学） 

・ 先進的な化学産業クラスターの存在 

・ 拡大するアジアでの需要獲得に向け

た対応 

・ 現地工場の設

立・拡張 

・ 新顧客サポート

および R&D・イ

ノベーションセ

ンターの設立 

製造業（産業

機器） 

・ 自動化、ロボット需要の拡大 

・ 労働コストが高くロボット・自動化

等のニーズが高いシンガポールを技

術検証・営業拠点として活用 

・ アジア太平洋地域の中心に位置する

戦略的な地理的位置 

・ 地域営業拠点の

設立 

 

 

２．非日系企業の戦略 

(1) 主要企業における戦略分析対象の選定 

米国、中国、欧州の各国の中で新型コロナ以降の投資額の多い業種を選定し、各企業へイ

ンタビューを依頼し、受諾した企業に対してヒアリングを実施した。インタビューを行った

企業は、以下表のとおりである。 

 

表 V-12 インタビュー企業一覧 

企業名 本社 製品・サービス 投資年* 投資概要 

SGP-A 社 米国 半導体 2023 新工場設立（拡張） 

SGP-B 社 米国 情報通信 2023 新オフィス 

SGP-C 社 中国 金属卸 2022 現地法人買収 

SGP-D 社 中国 産業機器 2024 新オフィス設置 

SGP-E 社 オランダ 航空宇宙 2024 新施設（サステナビリ

ティハブ）の設立等 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(2) 非日系対象企業の ASEAN戦略分析 

インタビュー受諾企業に対し、当該国市場の見通し、対象国での戦略的位置付け、保有機

能、具体的な投資内容、今後の事業展開や投資意向等についてヒアリングし、情報を整理し

た。 

 

事例 1：米国の製造業（コンピューター・電子製品分野）事例「SGP-A社」 

■調査対象企業について 

同社は半導体の製造を手掛ける業界大手企業で、特に高性能チップやカスタムソリューショ

ンの提供において強みを持つグローバルリーダー。シンガポールでは 2010 年以降継続的な事

業拡大を続けており、シンガポールにおける半導体エコシステムの強化に寄与している。 

 

■対象国市場の見立て  

シンガポールは世界の半導体製造の 10％を占めており、シンガポール政府はこのシェアを

2030 年に向けて維持する意向。政府は外国企業からの FDI 受け入れに積極的であり、2030

年までに高付加価値品の製造を 50％増加させるため、Manufacturing 2030 計画を掲げ、特

に製造拠点に関する投資への支援を強化しており、シンガポールを高度製造業のハブとする
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ことを目指している。中でも、半導体の R＆D や設計・製造がフォーカス分野として選択され

ており、さらなる投資や企業間のパートナーシップの促進が期待される。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

前述のとおり、シンガポールは国を掲げ半導体製造ハブとしての取り組みを進めている。政府

による積極的な支援から、半導体製造に必要なインフラ（電力、水、土地）の整備が約束され

ており、政治的に安定した環境と、地震や台風などの自然災害が少ないことも製造拠点を設置

する背景として挙げられる。シンガポールで新しい半導体製造工場（ファブ）を建設する場

合、既存のエコシステムや運営体制を活用できるため、完全な新規（グリーンフィールド）プ

ロジェクトではなく、既存施設を基盤としたブラウンフィールドプロジェクトに近い形態と

なり、既存のチームの専門知識を活用し、現行のファブとの連携が可能になるため、新技術の

移転に必要な時間が大幅に短縮されるというシナジー効果も期待できる。また、シンガポール

政府は FDI を積極的に支援しており、シンガポールで物理的な拠点を設立しようとする外国

企業に対してインセンティブを提供している。（ただし、一般管理機能は対象外）。前工程は資

本集約型であるため、政府からの金銭的なインセンティブは重要な要素となる。 

シンガポールの半導体市場は主にウエハー製造などの半導体製造の前工程を専門としてお

り、組立や検査（OSAT）といった後工程は、マレーシアで行われることが多い。コスト面で

見ると、マレーシアやインドネシアが低いが、シンガポールの水とエネルギーの信頼性はそれ

を上回る価値がある。シンガポールは高度な水処理技術とインフラが安定しており、これは現

在のマレーシアやインドネシアには見られない特徴である。 

 

■シンガポール拠点の保有機能・サプライチェーン 

特定セグメントを対象とするファウンドリー機能： 

・ スマートモバイルデバイス、自動車、通信、インフラ、データセンター、家庭用・産業用

IoT 

シンガポールにおける事業機能： 

・ R&D、生産、セールステクニカルサポート、一般管理業務（財務、IT、人事、法務） 

窒化ガリウム（GaN）や炭化ケイ素（SiC）は、現在シンガポールでは初期段階にあり、現在

の製造は CMOS 製品向けのバルク基板に集中。長期的には、GaN や SiC 関連製品のサプラ

イチェーンを開発することを検討する予定。 

シンガポールのトップマネジメントの役割は、国内および APAC 地域における現場運営。米

国から派遣された駐在員はいない。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

シンガポールに 40 億米ドルを投じて、新たな半導体製造施設を開設。この施設は、同社のグ

ローバルな製造能力を強化し、顧客に対して供給チェーンの柔軟性と事業の回復力を高める

ことを目的とする。また、シンガポールに高付加価値な雇用を創出し、同国の半導体エコシス

テムを活性化する狙いもある。 

 

■ESG/デジタルの取り組み 

・ 顧客要望から 2050 年までに温室効果ガス（GHG）排出量を実質ゼロに、電力の 100％を

カーボンニュートラルにするという長期目標を設定。 

・ 温室効果ガス削減や再エネ活用に取り組む。 

・ 生産自動化を推進。 

・ 予測メンテナンスやトレーニング分野での工場内のAI/機械学習能力をさらに強化するプ

ロジェクト推進。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

シンガポールで GaN と SiC 産業はまだ初期段階にあり、製造は主に CMOS 製品向けのバル

ク基板に集中しているものの、長期的には、GaN や SiC 関連製品のサプライチェーンの構築

を検討。 

シンガポールには既に半導体の主要プレイヤーが進出しており、今後数年の投資については

既存施設の拡大など小規模の投資に留まる可能性が高い。また、現在中国で投資が増加してい

るレガシー半導体はシンガポールで生産されている半導体の直接競合に当たるため、中国の

大量生産がシンガポールの半導体市場に供給過剰をもたらし価格下落などの影響を与える可
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能性もある。半導体は、米国と中国の政治的対立を背景に各企業によってサプライチェーンが

大きく見直された分野であり、米国の大統領選挙の結果を受け、短期的には多くの企業が政治

的安定を待ち、大統領選挙の結果がサプライチェーンにどのような影響を与えるかを見極め

てから投資の決断をすると考えられる。 

 

■日系企業との協業可能性 

同社が日本企業から調達可能性がある製品の一つとして、リソグラフィーやフォトケミカル

レジスト特殊化学製品が挙げられる。半導体業界ではサプライチェーンのさらなる多様化が

求められる中で、日本企業のように高い技術とプレゼンスを持った企業からの調達を増やし

ていく機会はある。 

日本企業へのアドバイスとして、R＆D については日本国内で続けたとしても、地震などの自

然災害や労働コストの低廉さ等を考慮し、マレーシアやベトナムのように半導体エコシステ

ムを作り上げようとしている ASEAN 地域へ進出するべきである。 

 

事例 2：米国の情報通信分野事例「SGP-B社」 

■調査対象企業について 

主にクラウドベースのサイバーセキュリティソリューションを提供しており、同社が提供す

るプラットフォームは、エンドポイント保護、脅威インテリジェンス、セキュリティオペレー

ションの自動化を一元化したサービスとなっている。 

シンガポールは、APAC 市場へのゲートウェイとして、同地域全体の顧客サポート、セール

ス、マーケティング戦略の中心地となっている。 

 

■対象国市場の見立て  

米国や EU、日本市場と比較して、サイバーセキュリティにおける ASEAN 市場はまだ開発途

上となっており、今後の成長が見込まれる市場である。その中でも、シンガポールは ASEAN

のセキュリティハブとしての役割を果たしていくと予想される。今後シンガポールにおける

IT/サイバーセキュリティサービスへの進出は増加していく一方で、顧客は全てのサービスを

一つのプラットフォームで行うサービスプロバイダーへとシフトしていく動きがある。その

ため、各 IT サービスを単一で提供する企業は市場から撤退していき、IT やサイバーセキュリ

ティに係るコンサルテーションやサービスを一括で提供するプラットフォーム企業が市場を

独占していくと見られる。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

シンガポールが、これらの事業の投資先として選択される理由としては、 

・ テックハブとしての立場の確立 

・ 政府による手厚いサポートとインセンティブ 

・ テックインフラの整備 

・ 国の政治的安定性 

・ 豊富な優秀な人材の 5 つのポイントが挙げられる。これを背景に、多くの IT・セキュリ

ティ企業がシンガポールにおける拠点設立や事業展開をしている。 

シンガポール政府が提供しているインセンティブやサポートの例は以下のとおり。 

・ 税制優遇措置 

Pioneer Certificate（パイオニア証明書）と Development and Expansion Incentive（DEI） 

Double Tax Deduction for Internationalisation（DTDi） 

・ ファンドや補助金 

Cybersecurity Industry Call for Innovation 

Research, Innovation, and Enterprise 2025 (RIE2025) 

 

■シンガポール拠点の保有機能・サプライチェーン 

シンガポール拠点は、主に販売・マーケティングとしての機能を保有。エンジニアについて

は、インドおよび米国にまとまっており、シンガポールでの採用は多くない。 

シンガポールへ輸出入を行っている製品は特になし。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 
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SGP-B 社は 2023 年にアジアの地域ハブとしてのシンガポールオフィスを新たに設立。同オ

フィスは、同社のアジアの中央オフィスとしての機能を果たす予定。今回のシンガポールオフ

ィスの新設を機に、アジアおよびシンガポールにおいて、サイバーセキュリティ企業としての

さらなるプレゼンスの確立と顧客の拡大を目指す。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

シンガポールでは、特にクラウド・コンピューティング、データセンター、サイバーセキュリ

ティ、フィンテック、AI・機械学習ソリューションの分野で、政府のインセンティブに加え、

需要や投資の増加が続いており、今後も事業機会が期待される。 

事業拡大に際しては、以下の 5 つのポイントが重要と考えている。 

・ 地域的なテックハブとしての存在感と地位の維持 

・ 政府による手厚いサポートとインセンティブの最大限の活用 

・ 提供されるサポートと技術インフラの充実度 

・ 国の安定性（政治から通貨まで、あらゆる観点） 

・ 優秀な人材の確保と国内への誘致 

 

■日系企業との協業可能性 

協力の形態としては、パートナーとしての協業、現地拠点を持つアウトソーシングプロバイダ

ーとしての役割、スキルやトレーニングの開発、さらにはサイバーセキュリティインフラ強化

に関する重要プロジェクトでの提携などが考えられる。日本ではサイバーセキュリティ市場

が非常に大きいため、組織としても日本企業との協力拡大の可能性を模索している状況であ

る。 

 

事例 3：中国の金属卸分野事例「SGP-C社」 

■調査対象企業について 

SGP-C 社は、鉄鋼、鉄鉱石、非鉄金属などの商品を取り扱っている。 

 

■対象国市場の見立て 

シンガポールは税率が低く、資金移動などに関する経済的自由度の高さから、多くの卸売企業

が拠点を置いている。中国企業にとって、約 10 年前は香港に拠点を置くことが一般的であっ

たものの、政府の管理の厳格化や自由度の低下により、拠点をシンガポールに移す企業も増加

している。中国国内における鉄の需要が低下する中、中国企業は海外輸出にさらに注力してい

くと考えられ、シンガポールは輸出入のハブとなっている。約 10 年前までは建設においてセ

メントが多く利用されていたが、リサイクル可能であり環境により優しいという理由を背景

に、最近では鉄に対する需要が高まっており、今後も鉄関連の投資は増加していく見込みであ

る。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

鉄の需要はインフラ需要と密接に関わっており、中国では鉄の需要が減少しているため、国外

への輸出を行う企業が増加。特に、インドやベトナムにおいて需要が増加する中、シンガポー

ルはそれらの国への輸出を行う輸出入ハブとして機能している。シンガポール国内では鉄の

需要は多くないものの、物流機能が整ったシンガポールは、卸売企業にとって拠点を置く先と

して魅力的な投資先となっている。また、シンガポールが金融ハブとなっていることを背景

に、中国企業は金融資産管理についてもシンガポール法人で行っているケースがある。シンガ

ポールでは外資の移動における制限が中国本土と比較して少なく、国際取引や投資が容易で

あること、また、銀行業務や資産運用に対する様々なサービスが整っていることが後押しとな

っている。 

 

■シンガポール拠点の保有機能・サプライチェーン 

シンガポールは輸出入センターハブとして機能しており、海外事業に係るマーケティングや

販売、輸出入業務、契約管理、キャッシュマネジメントなどを行う。輸出入業務には、原料供

給先である BHP、Rio Tinto、Vale 等との交渉や、中国からの製品輸出業務などが含まれる。

契約については、海外関連事業の契約を、全てシンガポールを通すこととなっており、金融資

産管理も行う。 
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インドやマレーシア、インドネシアにも拠点があるものの、これらの拠点は主に販売拠点とし

て機能しており、契約はシンガポール法人と締結する流れが一般的。製造原料は主にブラジル

やオーストラリアから中国に輸入されており、これらの調達管理についてもシンガポール法

人が担当することとなっている。 

一般論的に中国企業の海外拠点では、設立当初はシニアな人材を本社から 1～2 名送り、立ち

上がって安定したら、現地社員が主となり経営することが多い。例えば CUMIC シンガポー

ルはリージョナル・ハブとして機能しており、責任者はシンガポール人で、現地人材主体の経

営となっている。一方、国営企業の場合は、必ず中国人がトップになっているはずである。権

限レベルについては、国営も民間も会社によるところが大きいものの、投資等の重要事項は本

社決裁、通常のオペレーションに関することは現地決裁というケースが多い。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

2022 年、SGP-C 社グループ会社の海外ビジネスの中核拠点として機能させるために買収さ

れた SGP-C 社は、同社の海外輸出入業務を中心に行っている。SGP-C 社グループ会社は国

際的なサプライチェーン戦略に大きな重点を置いており、自社の競争優位性を活かして中国

の「双循環」経済戦略や「一帯一路」構想に対応していくとともに、高品質な商品の提供と自

社のさらなる成長を目指す。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

ESG やカーボンニュートラルは中国国内でもトレンドになっており、中国政府の規制がドラ

イバーとなり、石炭の代わりに天然ガスを使って製鉄を行う等グリーン化が進んでいる。 

また、SGP-C 社設立後は鉄鉱石の輸入や鋼材の輸出などの国際貿易業務を積極的に展開して

おり、今後もシンガポールの金融、貿易、海運の中心地としての地理的優位性を活かし、鉄鉱

石、非鉄金属、石油化学製品などの商品の貿易を積極的に展開していく計画。 

 

■日系企業との協業可能性 

金属業界においては、中国系企業と日系企業の多くの連携が既にみられる。日本の大手鉄鋼メ

ーカーや鉄鋼商社等が中国企業と多くの取引・提携を行っている。SGP-C 社における連携可

能性も十分にあり得るが、どのような協業機会があるかは個別ケースによる。 

 

事例 4：中国の製造業（産業機器分野）事例「SGP-D社」 

■調査対象企業について 

物流倉庫の自動化を手掛ける。同社が提供する独自のシステムは、ケース取り扱い用のモバイ

ルロボット（ACR）と自律移動型ロボット（AMR）の機能を統合し、倉庫の効率を向上させ、

保管容量を最大化する。シンガポールには、2022 年に初めてオフィスを設置した。 

 

■対象国市場の見立て  

シンガポールでは、労働および土地のコストの増加に伴い、全ての製造市場において自動化が

急務となっている。特に、各製造企業のサプライチェーンにおける倉庫・ロジスティクス向け

ロボティクスの需要は高まっており、市場は拡大する見込み。シンガポール政府は国外からの

ロボティクス関連の投資促進のため支援を強化しており、シンガポールへの投資は短期的（1

～3 年）に拡大する。また、長期的には、シンガポールに拠点を置くロボティクス企業が増加

し、ロボティクスネットワークが構築されることにより、シンガポールがロボティクスのハブ

化していくことが予想され、これにより国外からのさらなる投資の増加が見込まれる 

 

■対象国の戦略的位置付け 

シンガポールは ASEAN 地域において、業界における主要リーダーが集まり、物流倉庫向け

ロボティクス・オートメーションのロードマップに関する地域的な意思決定を行う戦略的ロ

ケーションとなっている。また、シンガポールは新しいロボティクス技術を検証するための市

場として機能しており、SGP-D 社を含む複数の企業は、シンガポールで概念実証（Proof of 

Concept）を行うことでコスト投資を最小限に抑えながら、さまざまなロボティクス技術を試

している。シンガポールは土地や労働などのコストが高いものの、市場が小さいため POC も

規模を抑えて行うことが可能となっており、優れたインフラや高い能力を持つ人材へのアク

セスが容易となっている。さらに、顧客となる業界の多くがシンガポールに拠点を置いている
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ことから、ショールームなどを設置することにより、多くの顧客にサービスを直接紹介できる

ことがシンガポールに拠点を置く背景となっている。 

コストが高いシンガポールにおいて、中小企業の成功の鍵は、事業運営を本格的に開始する前

に、初期のビジネス契約を確保するなどの事前準備にかかっている。シンガポールは政治的お

よびビジネス面での安定性を提供しており、グローバルな顧客とのつながりが可能である。 

 

■シンガポール拠点の保有機能・サプライチェーン 

シンガポールは前述のとおり、主に POC と販売拠点としての役割を持つ。製品のほとんどは

本社がある中国で製造され、シンガポールに輸入されており、現時点では、シンガポールに製

造拠点を設置する計画はない。可能性があるのは、シンガポール国内でアセンブリを行う現地

パートナーを探し、中国から輸入した部品をシンガポール国内でアセンブルするモデル。部品

については引き続き中国から輸入するものの、IT チップのみについてはシンガポールで調達

する可能性もある。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

SGP-D 社は、2024 年にシンガポールに新オフィスを設置。同オフィスには、顧客向けのショ

ールーム機能が加わり、2022 年時と比較して規模も拡大。ASEAN の販売拠点として、シン

ガポールに支社を置く多国籍企業をターゲットに販売拡大を図っていく。多国籍業の多くは

本社がシンガポール国外にあり、サービスや製品購入の決定権は本社にある場合が多いもの

の、シンガポールはコネクションの構築や、認知度を上げるためのマーケティングが主な目的

となっている。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

シンガポールに進出するロボット関連企業は増加し続けており、技術やサービスの認知度を

広げるための展示会も積極的に開催されている。競争が激化し新たな技術やサービスが次々

と展開されていく中、SGP-D 社はファースト・ムーバーズ・アドバンテージを享受するため

R＆D に力を入れ、競合他社より新技術を早く開発すること、IP 権利を獲得することに引き

続き力を入れていく。また、現在従業員 12 名となっているシンガポール拠点に新たにエンジ

ニアやプロダクトマネジメントの担当者を採用するなど、シンガポール拠点の機能も拡大し

ていく予定。 

 

■日系企業との協業可能性 

SGP-D 社はすでに日本において SIer 企業との協業を行っている。日本企業のブランドは世

界でも人気が高く、日本のブランド性を利用しながら市場開拓を行っていくことは、同社にお

いても模索したいパートナーシップである。 

 

事例 5：オランダの製造業（航空宇宙分野）事例「SGP-E社」 

■調査対象企業について 

航空機メーカーで、商業用航空機、軍用航空機、ヘリコプター、宇宙関連のシステムを製造・

提供。アジア太平洋地域の航空会社や政府機関に対して商業機および軍用機の販売・サポート

を行っており、シンガポール航空やキャセイパシフィック航空など、多くのアジアの航空会社

に機材を供給している。 

 

■対象国市場の見立て 

シンガポールにおける航空宇宙分野の今後の見立ては下記のとおり。  

・ 航空分野 

アジア太平洋地域での航空需要が増加しており、特にインドネシア、フィリピン、タイ、ベト

ナムが成長を牽引している。シンガポールはこれらの需要をターゲットとする航空宇宙ハブ

の確立を目指しており、サステナビリティ、新技術、高効率という観点において、積極的に

R&D を進める場所としての地位を確立し始めている。 

・ 宇宙分野 

宇宙産業については、ASEAN はグローバルでは限定的となっており、シンガポールを含む

ASEAN 諸国は宇宙プログラムへの大きな取り組みはまだ見られない。一方で、シンガポール

が同分野に注力する場合、成長可能性は大いにあり得る。 
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■対象国の戦略的位置付け 

シンガポールは、①SGP-E 社の拠点が既に存在している、②産業パートナーとして活用可能

な企業ネットワークの確立、③航空宇宙産業を支える高度なスキルを持つ労働力の豊富さ、④

航空宇宙活動に特化した工業団地や施設の整備、⑤政府からの支援や優遇措置の充実性など

の理由から、国外から航空関連の投資が集まっている。 

シンガポールは、フランス、ドイツ、スペイン、英国、米国、日本などの確立された航空宇宙

クラスターに比べると、まだ発展途上の航空宇宙ハブとして位置付けられているものの、

SGP-E 社のアジアの重要な役割を果たす拠点となりつつある。一方で、一般的にある国が航

空宇宙の主要プレイヤーとなるには一定規模の経済や需要（人口）が必要であり、シンガポー

ルが米国や欧州レベルの航空宇宙ハブとなることは、現時点では難しいという見方もある。 

 

■シンガポール拠点の保有機能・サプライチェーン 

エアバスはシンガポールにおいて、主に以下の機能を有する。 

・ 顧客サービス（アジア太平洋地域）：顧客サポート、航空機の効率化とエンジニアリング、

デジタルソリューション、フライト時間サービス、フライト運航サービス、アビオニク

ス（航空機電子機器）の顧客サポート、アジアトレーニングセンター 

・ 調達：部品やサプライヤーとの調達活動 

・ イノベーションと研究開発（R&T）：無人交通管理プログラム、予測保守ソフトウェア、

技術スカウティング 

また、シンガポールのセレター空港宇宙パーク内にエアバスシンガポールキャンパスを構え、

エアバスアジアトレーニングセンター（AATC）やアジア太平洋地域のスペアパーツ流通施設

を置いている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

SGP-E 社は、シンガポールにサステナビリティに重点を置いた航空ハブの設置を計画。この

ハブは、航空業界の持続可能性を高めるためのイノベーションと技術開発の拠点として機能

する予定。主な戦略は、低炭素航空技術の開発、持続可能な航空燃料（SAF）の利用促進、お

よびクリーンエネルギーの活用であり、シンガポールの強力な航空インフラと企業パートナ

ーシップを活かし、環境に優しい航空機や技術の普及を目指す。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

前述の持続可能な航空ハブ以外に、シンガポール国内で現在検討している事業拡大はない。航

空業界では、サステナビリティが重要な戦略の一部となっている。背景として、①サステナビ

リティのイメージがある航空会社を選択する消費者の増加、②エネルギー削減にもつながる

最適化を追求することによるコスト削減、③現地政府によるサステナビリティ目標の設定の

3 つがあり、エアハブは今後も航空業界の持続性にフォーカスしていく意向。 

 

■日系企業との協業可能性 

SGP-E 社は、すでに 100 社以上の日本企業と、同社へのサブシステムや部品の供給（異なる

ティアレベルで）や水素利用に関する共同研究開発などで協業を進めている。 

これらの既存の協力に加えて、日本企業と以下のような新たな協業機会の検討が可能。 

・ SGP-E 社のサプライチェーン内で、特に大企業（ティア 1 サプライヤー）や中小企業

（ティア 2-4 サプライヤー）としての地位を強化 

・ イノベーションや研究開発に関するさらなる協力 

商業航空だけでなく、ビジネスジェット、一般航空、ヘリコプター、防衛、宇宙分野への注力、

また、製造業にとどまらず、運用やサービス分野で付加価値をつけていくことにより、SGP-

E 社とのさらなる協業の機会の創出が期待される。 

 

３．日系企業への示唆（協業可能性、正負両面に係る示唆） 

非日系企業へのインタビューに基づき、調査対象分野の新型コロナ後における投資動向

に係る示唆を着目すべき事業機会、活用可能な現地政策、サプライチェーン機能、ESG/デ

ジタル活用の観点で整理した（以下表を参照）。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 
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高付加価値な製造業での産業集積：半導体、航空宇宙、化学等 

シンガポールは、半導体・電子製品、航空宇宙等の高付加価値品の製造業分野において、

長年の産業集積が蓄積されておりグローバル企業のアジア向けのサプライチェーンの中で

R&D・域内生産拠点として重要な位置付けとして引き続き投資が拡大している。顧客・サ

プライヤーネットワーク、高度人材、域内物流、エネルギー等安定した社会インフラ等、高

付加価値品の製造に求められる要素がシンガポールのアジア域内での優位な点でありアジ

アの需要増を背景に、今後とも継続投資が見込まれる。 

 

高労働コストを背景とした高い自動化・デジタル化ニーズ 

シンガポールは高い労働コストを背景に工場等でのロボット活用、自動化、デジタル化ニ

ーズが高い。オートメーション等の産業機器分野、デジタルサービスを提供する企業では、

新技術・製品の顧客検証、実績作りをする拠点、その後、域内への事業展開を見据えた域内

営業拠点としての投資が拡大している。 

 

金融・物流インフラがあり地域本社集約するグローバルトレーディング拠点 

卸・小売分野では、金融インフラ、物流インフラ、多くのグローバル企業が地域本社を構

える立地、税制優遇の観点からグローバルなトレーディングハブを設ける企業の投資が引

き続きみられる。中国企業は従来香港にグローバルなトレーディング拠点を設置していた

が、中国政府の管理が厳格化する中で、シンガポールに拠点を移す動きも見られる。アジア

での金属・化学品・各種製品の需要が増加する中、引き続きシンガポールを商流として介し

た取引は拡大することが見通され、継続的な投資が期待される。 

 

アジアにおけるデジタル活用先進国、地域本社が集約する国としての事業機会 

情報通信分野では、シンガポールは先進的なデジタル推進国であり、また、アジア域内の

IT を統括する企業拠点が多いことから、クラウドサービス・サイバーセキュリティ企業に

とっては、有望なアジア域内営業拠点であり、営業・販売拠点としての投資が進んでいる。 

 

アジア域内の R&D・新サービス拠点 

本調査で対象とした多くの業種（半導体、航空宇宙、情報通信、産業機器等）で米欧中ど

の企業もシンガポールに R&D や新製品・サービスの導入拠点としての位置付けを設けてお

り、高度人材、産業集積等の特徴を踏まえて、引き続きアジア域内での R&D 拠点としての

投資拡大が見込まれる。 

 

［政策・規制］ 

本調査対象業種である半導体、航空宇宙、産業機器（ロボット・自動化）、デジタルサー

ビス、卸・小売（トレーディング）等の政府の優先業種においては、各種インセンティブ（免

税、補助金等）を設けており、投資タイミングにおいては、積極的に活用していくことが望

ましい。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

シンガポールは、コストが高い一方、東南アジア地域においては金融、半導体・航空宇宙・

化学等の高付加価値産業、トレーディング、IT・デジタル化という点では地域の中核地域と

しての地位を確立しており、産業集積（顧客・サプライヤーネットワーク）、高度人材、安

定した政治体制、社会インフラという多くの点において、コスト以上に得られるメリットは

多い。日本企業としても政府のインセンティブ等を上手く活用しつつ、産業集積のある製造

拠点、域内 R&D・営業拠点、トレーディング拠点等、事業内容に合わせて効果的に投資・

拠点整備をしていくことが求められる。 
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表 V-11 日系企業への示唆（シンガポール編） 

 成長領域・事業機会 政策・規制 
機能・ 

サプライチェーン 
ESG・デジタル等 

製造 

（半導

体） 

・ AI/データセンター

需要で、半導体需要

は拡大見通し 

・ シンガポール政府は

半導体製造シェア

10％維持、2030 年

まで高付加価値品製

造を 50％増加する

計画。 

・ 投資には、税制優遇

措置や研究開発支援

が含まれる。 

・ Manufacturing 

2030 計画で半導体

R&D・設計・製造

を支援 

・ 主要分野には、半導

体の設計・製造・研

究開発が含まれる。 

・ AI 関連の半導体に

関わる R&D・設

計・前工程（ファ

ブ）の拠点強化が進

む 

・ サステナビリティ対

応技術・エコシステ

ム強化を推進。 

・ 米中対立を背景に、

サプライチェーンの

見直しが行われてい

る。 

・顧客要望もあり、カ

ーボンニュートラル

対応の目標設定、温

室効果ガス削減や再

エネ活用の取り組み

がアジアでも進む 

・人が介入しない生

産自動化、予測メン

テナンスやトレーニ

ングの分野で、工場

内の AI/機械学習能

力等活用が進む見通

し 

製造 

（航空宇

宙） 

・ アジアの航空需要増

加で、航空分野の市

場の成長が期待され

る。一方で、宇宙分

野の成長はまだ限定

的。 

・ 特に新興国市場（イ

ンドネシア、フィリ

ピンなど）の成長が

見込まれる。 

・ シンガポールは、地

域航空ハブの地位を

確立しつつある 

・ PC や DEI 等の税制

優遇、EDG や PSG

の資金支援、SDF

のスキル助成が、企

業の製造・航空宇宙

投資を促進してい

る。 

・ EDB が積極的な支

援を実施している 

・ 航空部品製造、顧客

サービス、調達、

R&D を中心に活

動。トレーニングセ

ンターやスペアパー

ツ流通施設を保有す

る拠点としての活用

が主流 

・ アジア太平洋地域の

顧客サービスや部品

調達拠点として、シ

ンガポールが機能。 

・ サステナビリティの

イメージがある航空

会社を選択する消費

者が増加しており、

サステナビリティ戦

略が航空業界の重要

要素となってきてい

る。 

・ エネルギー削減によ

ってコスト削減にも

つながるという認識

が、ドライバーにも

なっている。 

製造 

（産業機

器：ロボ

ティク

ス） 

・ シンガポールの労働

および土地コスト増

加により、製造業全

体でロボティクスの

需要が高まり、自動

化が急務となってい

る。 

・ Enterprise 

Singapore や EDB

が、ロボティクス関

連投資の促進や積極

的なスタートアップ

支援を行っている。 

・ シンガポールは、新

技術の POC やショ

ールーム設置とする

セールス機能として

活用余地がある。域

内顧客等ネットワー

ク作りの場としての

活用 

・ 製品は中国等安価な

立地で製造、シンガ

ポールで組立等、シ

ンガポール向けは 1

施策になる 

・ 工場におけるオート

メーション化に向け

て、ロボット活用が

進む見通し 

金属卸 ・ 中国企業は、シンガ

ポールを輸出入のハ

ブとして活用するケ

ースが多い。 

・ アジア（インド、ベ

トナム等）で今後鉄

や非鉄金属の需要増

加が期待される。 

・ 自由度が高い金融環

境と税制優遇が拠点

設立を後押し。規制

緩和で、香港からの

シフトも進行中 

・ シンガポールをグロ

ーバルなトレーディ

ング拠点として活用

する動きがある。輸

出入業務、契約管

理、金融資産管理を

シンガポール拠点で

一括管理。他国海外

拠点はセールス中

心。 

・ ESG やカーボンニ

ュートラル対応が進

展。環境対応のグリ

ーン製鉄技術を採用

し、海外需要をター

ゲットに事業展開 

情報通信 ・ ASEAN 市場での

IT・サイバーセキュ

リティ需要は拡大す

る見込み。 

・ クラウド・AI/ML・

フィンテック分野で

事業機会拡大。 

・ シンガポールが、セ

キュリティハブとし

て重要な役割を果た

している。 

・ Double Tax 

Deduction for 

Internationalisatio

n など税制優遇措

置、RIE2025 等の

支援策が手厚い 

・ シンガポール拠点を

新サービスの検証、

販売・マーケティン

グに活用し域内展

開。 

・ エンジニアについて

は、コストの高いシ

ンガポールでの採用

は控え、インド等コ

ストの低い国および

HQ にまとめる等最

適化対応 

・ 各サービスのプラッ

トフォーム化による

効率化が、エネルギ

ー削減につながると

の業界認識。 

・ 政府により IT 関連

企業に規定されてい

る ESG 関連の目標

は特になし。 
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VI. 国別編：タイ 

１． 直接投資動向 

(1) 投資対象国の海外直接投資データ分析 

タイへの海外からの直接投資は、毎年投資額の変動はあるものの、新型コロナの流行で経

済が停滞した 2020 年を除き全体としてプラスを維持している。2010 年から 2023 年まで

の投資の業種別内訳は、製造業が 46％と最大で、次いで金融・保険業と不動産業がそれぞ

れ 20%と 19％で 2 位と 3 位に入っている。これら上位 3 業種で投資全体の 8 割以上を占め

ている。 

タイの主要業種に対する主な投資理由として、企業のプレスリリースや業界関係者への

インタビュー等によると、製造業では「自動車・電子部品の産業集積」「整備されたインフ

ラとコスト競争力」「ASEAN や世界市場輸出への地理的優位性」が挙げられる。また、金

融・保険業では「経済成長による金融サービス需要の増加」「中間層の拡大による新規顧客

層の創出」「外資誘致政策」、不動産業では「経済成長による不動産需要の増加」「インフラ

開発による投資機会」「規制緩和による外資参入の促進」などが理由として挙げられている。 

 

図 VI-1 タイ FDI 業種分析（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

2015 年から 2023 年までの投資を新型コロナ前後の二期間に分け、年平均投資額と業種

別の順位を比較すると、いずれの期間においても製造業が最大で、成長率も高いため、製

造業への投資が旺盛であることが確認できる。一方、新型コロナ前後で、不動産業への投

資は増加し、金融・保険業への投資は減少し、2 位と 3 位の順位が入れ替わった。4 位の

卸・小売業は順位に変動はないものの、投資額は増加している。 
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図 VI-2 タイ FDI 業種分析（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

2010 年から 2023 年までの投資額を投資元の国・地域別内訳で見ると、日本が 39％で 1

位を占め、次いでシンガポールが 15％、米国が 12％と続いている。 

業界関係者へのインタビューによると、日本からの投資が多い理由としては、「自動車や

電子部品といった、日本企業が強みとする製造業において、長年にわたり投資が行われ、産

業が集積し、製造インフラが整備されていること」や、「タイが ASEAN 市場への輸出拠点

としての地位を確立していること」などが挙げられる。また、シンガポールからの投資が多

い理由としては、「ASEAN の製造ハブとしてのタイを活用した投資であること」「タイを拠

点とした、ASEAN 域内の自由貿易協定や経済連携協定の活用」などがある。米国からの投

資に関しては、「米中対立に伴い、脱中国の動きにおいて、タイが投資候補先となる傾向が

あること」や、「インフラ開発やデジタル分野の成長機会への期待から、金融、IT・電子部

品、不動産分野に積極的に投資していること」などが挙げられている。 

 

図 VI-3 タイ FDI 投資元国・地域分析（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

投資元国・地域について、新型コロナ前後の二期間で年平均投資額と順位を比較すると、

新型コロナ後には日本の投資額が約 3 分の 1 に大きく減少した。この結果、日本は新型コ

ロナ前の 1 位から 3 位に後退。一方、日本と同様に投資額は減少したものの、減少幅の小

さかったシンガポールが 1 位となり、年平均投資額が約 8 割以上増加した中国が 2 位に浮

上している。米国や EU トップのドイツも投資額を伸ばし、それぞれ 4 位と 7 位に位置し

ている。 
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図 VI-4 タイ FDI 投資元国・地域分析（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

(2) 米国からの海外直接投資データ分析 

2010～2023 年の、米国からタイへの主な投資業種は不動産業（27％）、製造業（27％）、

卸・小売業（15％）であり、上位 3 業種で全体の約 7 割を占めている。さらに、米国によ

る製造業への投資内訳を見ると、主な投資領域は化学（46％）、コンピューター・電子製品

（16％）、医薬品（12％）であり、当該 3 業種で製造業全体の 7 割超を占めている。 

進出企業のプレスリリースやニュース記事等によると、米国からの不動産業への投資理

由としては、「バンコクをはじめとした大型都市開発の増加」や「経済成長や富裕層の増加

に伴う高級不動産市場の成長」等がある。製造業については「物流インフラが整備されてお

り ASEAN をはじめ世界へのアクセスがよいこと」や「国境を越えたサプライチェーンの

多様化が求められる中、製造業向けインフラが整備され、産業集積もあること」等がある。

また、卸・小売業については、「製造業等への投資増に伴う卸需要の増加」や「経済成長に

よる富裕層や中間層の増加に伴う国内消費市場の拡大」等が挙げられている。 

 

図 VI-5 米国からタイへの FDI 業種分析（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

米国からの投資業種について、新型コロナ前後の二期間を年平均投資額と順位を比較す

ると、新型コロナ後には製造業の投資規模が約半分に減少し、順位も新型コロナ前の 2 位

から 3 位に後退している。不動産業は新型コロナ前後ともに 1 位となっており、新型コロ
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ナ後にはさらに 15％増加している。卸・小売業は投資額が 3 倍以上に増加し、2 位に位置

している。なお、後述しているが、製造業の投資額減少は、特定業種のマイナスが主な要因

である。 

 

図 VI-6 米国からタイへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

米国からの製造業投資に着目し、新型コロナ前後で年平均投資額と順位を比較すると、コ

ンピューター・電子製品・光学機器への投資が 8 倍以上増加し、1 位となっている。一方、

新型コロナ前に 1 位だった化学への投資は約 3 割減少し、2 位に後退した。製造業全体とし

ての年平均投資額の大幅な減少には、コークス・精製石油分野における、資金の引き揚げ超

過が影響している。 

 

図 VI-7 米国からタイへの FDI 業種分析（製造業）（新型コロナ前後比較） 

（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

 米国からタイへの投資額が多い主要業種の具体的な投資例は以下のとおり。 

 

 製造（コンピューター・電子製品）業について、プレスリリースやニュース記事から確認

できる主な投資目的は「安定した供給体制の構築およびサプライチェーンの多様化（HP）」

「世界的なデータセンターや AI・IoT 製品の需要拡大への対応（Microsoft）」「タイや

ASEAN 市場でのシェア拡大と顧客基盤の強化（AMETEK）」等である。具体的には、PC、

データセンター関連製品等の分野で、新規工場の設立や既存施設の拡張等が行われている。

また、業界関係者へのインタビューによると、米国企業がタイを投資先に選ぶ理由として
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「中国の生産コスト上昇や地政学的リスクへの対応が可能なこと」「中国に依存しないサプ

ライチェーンを構築できること」「製造業向けに整備されたインフラと物流網」などが挙げ

られている。 

タイの産業集積や整備されたインフラに加え、特に半導体など付加価値の高い産業の誘

致を進める政府の施策が合致し、新型コロナ後のコンピューター・電子製品分野への大幅な

投資増加につながっていると考えられる。 

 

表 VI-1 米国からの製造業（コンピューター・電子製品分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

THA-A 社 ハードディスク 2024 6 億

9,300 万

米ドル 

データセンター需要等に対応す

るため、生産能力を拡張する 

HP ノートパソコン 2024 非公開 中国以外にノートパソコンのサ

プライチェーンを構築するた

め、タイに生産機能を一部移転

する 

DELL パソコン、モニ

ター 

2024 非公開 中国依存度を大幅に削減するた

め、タイを含む他海外拠点の製

造能力を継続的に拡大する 

AMETEK 計測装置 2022 非公開 バンコクに新たなオフィスおよ

び先端技術センターを開設する 

Broadcom 半導体 2022 非公開 T3 テクノロジー社との提携に基

づく WiFi7 技術開発に取り組む 

Intel 半導体 2022 非公開 エリクソン社との提携に基づく

5G 開発に取り組む 

Qualcomm 半導体 2022 非公開 AIS 社および ZTE 社との提携に

基づく 4 ㎚ベースバンドチップ

の応用を含む 5G 開発に取り組

む 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

  

 また、タイでは、化学製品や環境配慮型素材への需要が拡大している。タイだけでなくア

ジア太平洋地域全体で、持続可能性を重視する傾向が高まる中、米国企業はタイにおける生

産拠点を拡大し、安定供給と競争力の確保を図っている。これにより、現地市場だけでなく、

アジア全域の需要にも対応できる体制を整備している。 

 

表 VI-2 米国からの製造業（化学分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Dow Chemical 化学製品、プラ

スチック、工業

用特殊材料の製

造 

2024 非公開 安定供給を維持し、持続可能性

のある製品群を強化するため、

既存工場の設備を増強 

Momentive 

Performance 

Materials 

シリコーン、ク

ォーツ製品、特

殊化学材料の提

供 

2023 非公開 生産能力を増強するための新工

場設立 

Cargill 食品原料、農業

製品、バイオ産

業用ソリューシ

ョンの提供 

2021 6 億 

米ドル 

環境に配慮した素材の需要増加

に対応するため生産施設の拡張

や能力増強 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 
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 医薬品分野において、タイはアジア太平洋地域の戦略的拠点と位置付けられており、人口

の増加や医療需要の多様化を背景に、医薬品およびワクチンの供給体制の強化などが進ん

でいる。米国企業は、タイを拠点に現地の健康ニーズに応えるとともに、地域全体での市場

シェア拡大を目指している。 

 

VI-3 米国からの製造業（医薬品分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Baxter 腎疾患治療、急性・慢

性疾患向け医療機器お

よび薬剤の提供 

2024 非公開 末期腎不全（ESRD）患者に

特化した医療サポートを強化

するため、新工場の設立 

Zoetis 動物用医薬品、ワクチ

ン、診断製品の提供 

2023 非公開 ワクチン技術の普及と APAC

地域での市場シェア拡大のた

め、学習センターの設立 

MSD (Merck 

Sharp & 

Dohme) 

医薬品、ワクチン、バ

イオ医薬品を通じた疾

病治療および予防ソリ

ューションの提供 

2022 非公開 新たな疾病や既存の健康問題

に対応する薬剤やワクチンの

開発を推進 

Organon バイオシミラー、一般

医薬品の開発および提

供 

2021 非公開 国内の健康ニーズを把握し、

地域密着型のサービスを提供

するためのオフィス設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(3) 中国からの海外直接投資データ分析 

2010～2023 年の中国からタイへの主な投資業種は製造業（49％）、金融・保険業（20％）、

不動産業（12％）であり、上位 3 業種で全体の約 8 割を占めている。さらに、中国からの

製造業投資の内訳を見ると、ゴム・プラスチック（35％）、自動車等輸送機器（23％）、その

他機械・装置（7％）であり、当該 3 業種で製造業全体の 3 分の 2 を占めている。 

進出企業のプレスリリースやニュース記事等によると、中国からの製造業への投資理由

としては、「域内需要に対応するため生産拠点を確立し生産能力を増強する」や「中国系 EV

メーカーの進出に伴う追随」等がある。また、金融・保険業については「進出する中国企業

への金融面からのサポート」や「中国国内市場への過度な依存を回避するための収益源多様

化」等がある。また、不動産業については、「成長市場における事業機会の獲得」や「中国

で増加する富裕層消費者をターゲットとした海外別荘およびリタイアメント・ホーム等の

不動産販売」等がある。 

 

図 VI-8 中国からタイへの FDI 業種分析（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  
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中国からの投資業種について、新型コロナ前後で年平均投資額と順位を比較すると、両期

間ともに製造業が最も大きく増加率も高い。また、新型コロナ後において 2 位の金融・保険

業や 3 位の電気・ガス業も新型コロナ前と比べ大きく増加している。 

 

図 VI-9 中国からタイへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

中国からの製造業投資に着目し、新型コロナ前後の年平均投資額と順位を比較すると、多

くの製造業種で投資額が大幅に増加している。新型コロナ後の投資額 1 位はゴム・プラス

チック製品、2 位は化学、3 位は電気機器である。投資企業によるプレスリリースやニュー

ス記事によると、ゴム・プラスチック製品や化学の投資案件は、自動車・輸送機器関連への

供給を見据えたものが多い。昨今、中国系自動車メーカーが EV を軸にタイへの進出を進め

る中、それに伴い多くのサプライヤーが進出していることが投資増加の要因と推察される。 

 

図 VI-10 中国からタイへの FDI 業種分析（製造業）（新型コロナ前後比較） 

（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行 

 

中国からタイへの投資が多いゴム・プラスチックおよびその代表的な供給先となってい

る自動車・輸送機器分野の各企業による具体的投資例は以下のとおり。投資企業のプレスリ

リースやニュース記事に基づくと、ゴム・プラスチック製品や化学分野における主な投資理

由は「進出した中国系 EV メーカーへの製品供給（Orinko Advanced Plastics）」、や「生産

拠点の確立や生産能力増強を通じた域内需要への対応（Jiangsu General Science 

Technology）」、「成長するタイ・ASEAN 市場での競争力強化と市場シェア獲得（THA-C 社）」
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などである。具体的な投資分野は、タイヤ、ポリマー、ゴム添加剤、ゴム酸化防止剤などで、

主に新規工場の設立案件となっている。また、業界関係者へのインタビューによれば、中国

企業がタイを投資先に選ぶ理由として、中国系 EV メーカーの進出に加え、「自動車・EV ハ

ブ構築を目指すタイ政府による優遇税制や関税免除などの積極的な誘致策（THA-D 社）」、

「東南アジアにおける戦略的な玄関口としてのタイの地位（THA-B 社）」、および「タイが

世界有数のゴム生産国であること（THA-C 社）」等が挙げられている。 

中国系自動車 OEM がタイ市場でのシェア拡大を目指す動きは、タイ政府が EV 分野で東

南アジアのハブとなることを目指す施策とも合致している。その結果、中国系自動車 OEM

の進出の加速と、それに伴う関連サプライヤーの進出が顕著になっている。この動きが新型

コロナ後のゴム・プラスチックおよび化学業での投資増加を大きく後押ししていると考え

られる。 

 

 

 

表 VI-4 中国からの製造業（ゴム・プラスチック分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Shandong Yanggu 

Huatai Chemical 

（中堅・中小・ス

タートアップ） 

ゴム添加剤 2024 3,760 万

米ドル 

市場シェア獲得に向け、新工

場を設立。成長著しい現地タ

イヤメーカー等に製品供給 

Orinko Advanced 

Plastics 

ポリマー 2024 非公開 自動車メーカーや家電メーカ

ーにポリマーを提供するため

に新工場を開設 

Xingye Rubber 

and Plastic 

Electronic 

Technology 

（中堅・中小・ス

タートアップ） 

プラスチック製

品（エアコン関

連製品） 

2024 非公開 顧客需要に対応するため、タ

イに東南アジア初の工場を設

立 

Jiangsu General 

Science 

Technology  

タイヤ 2023 2 億

6,000 万  

米ドル 

市場シェア獲得に向け、生産

キャパシティ・工場を拡張 

Huayi 

（中堅・中小・ス

タートアップ） 

タイヤ 2023 非公開 需要に対応するため、タイ工

場の生産能力を拡充 

THA-C 社 ゴム酸化防止剤

（タイヤ原料） 

2022 非公開 東南アジア・世界での需要対

応のため、工場を設立。タイ

ヤメーカー等へ製品を供給 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

表 VI-5 中国からの製造業（自動車分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

BYD 電気自動車

（EV） 

2024 5 億米ド

ル 

東南アジアや欧州への輸出拠点

となる EV 工場を設立 

THA-D 社 電気自動車

（EV） 

2024 2,800 万

米ドル 

国内外でのブランド強化、競争

力強化を図るため、新工場を立

ち上げ 

奇端汽車 電気自動車

（EV） 

2024 非公開 2024 年にタイ市場に参入。現地

生産も目指す 

GAC AION 電気自動車

（EV） 

2023 非公開 東南アジアの主要生産拠点とな

る、年間 5 万台の生産能力を持

つ工場を設立 
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長城汽車 電気自動車

（EV）、ハイブ

リッド車 

2023 6 億

4,700 万

米ドル 

買収した自動車工場を EV やハ

イブリッド自動車工場に変え、

東南アジアの生産拠点とする 

THA-B 社 電気自動車

（EV） 

2023 2 億

8,500 万

米ドル 

年間 10 万台の EV を生産し、

タイへの供給に加え、東南アジ

ア、オーストラリア、南アフリ

カ等への輸出拠点とする 

Wanxiang 

Qianchao  

自動車部品 2023 非公開 タイに進出する自動車メーカー

に製品供給するため生産拠点を

設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 中国企業は、タイを東南アジア市場進出の重要な拠点と位置付け、製造業（機械・装置分

野）への投資も拡大している。この分野での投資は、国際市場の拡大、顧客サービスの向上、

および増加する需要への対応を主な目的としている。タイ政府が推進する「タイランド 4.0」

政策も、この分野での投資を促進する背景として機能している。 

 

表 VI-6 中国からの製造業（機械・装置分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

HGTECH/HGLASER 産業用レーザー

加工装置および

ソリューション

の提供 

2024 非公開 国際市場の拡大および需要

の高まりへの対応のため、

新しい子会社と工場を設立

し、生産能力を強化 

Zoomlion Heavy 

Industry Science and 

Technology 

建設機械、農業

機械、環境保護

機械の製造販売 

2024 非公開 地域密着型のサービスを提

供し、顧客体験を向上させ

るため、既存サービスセン

ターの拡張と機能強化 

Jiangsu Xingda Steel 

Tyre Cord  

（中堅・中小・スタ

ートアップ） 

タイヤ用スチー

ルコードおよび

関連製品の製造 

2023 2 億

3,700 万 

米ドル 

タイヤ産業の需要増加に対

応し、製造能力を向上させ

るため、専用製造施設の拡

張と新設備導入 

Suzhou 

Harmontronics 

Automation 

Technology 

（中堅・中小・スタ

ートアップ） 

産業オートメー

ションおよびス

マート製造ソリ

ューションの提

供 

2023 2 億

8,100 万 

米ドル 

国内市場における電動バイ

ク需要の増加に対応するた

め、電動バイク専用の新工

場を設立 

Xiamen Golden 

Heron Special Alloy 

（中堅・中小・スタ

ートアップ） 

特殊合金材料お

よび関連製品の

製造 

2019 6,750 万 

米ドル 

国際的な影響力を高め、東

部経済回廊（EEC）地域で

の生産基盤を強化するた

め、子会社設立と新工場建

設を通じた生産能力の向上 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(4) EU（ドイツ）からの海外直接投資データ分析 

分析対象とする EU 諸国については、新型コロナ後の投資額が最も大きく、投資案件情報

も複数確認できるドイツを選定し、投資内容を分析した。 

ドイツからの主な投資先業種は製造業（47％）、不動産業（27％）、金融・保険業（19％）

であり、上位 3 業種で全体の約 9 割を占めている。さらに、ドイツからの製造業投資の内

訳を見ると、主な投資領域は化学（41％）、輸送機器（22％）、電気機器（6％）であり、当

該 3 業種で製造業全体の約 7 割を占めている。 

進出企業のプレスリリースやニュース記事等によると、ドイツからの製造業への投資理

由としては「現地生産や R&D 活動の強化によるタイおよび ASEAN 市場での競争力強化」

や「現地生産能力強化による現地自動車生産ハブへの供給」等がある。不動産業については、
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「リゾート需要に対応するリゾートホテル投資」や「タイや東南アジアにおける高級不動産

の需要の高まりに対応した不動産投資」等がある。また、金融・保険業については「現地で

のプレゼンスを向上するための現地保険会社の買収」や「成長市場での事業機会を獲得する

ための進出」等がある。 

 

図 VI-11 ドイツからタイへの FDI 業種分析（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

ドイツからの投資業種について、新型コロナ前後の二期間で年平均投資額と順位を比較

すると、いずれの期間も 1 位は製造業、2 位は不動産業であり、順位に変化はない。一方、

新型コロナ後の 3 位は投資額を大きく伸ばした卸・小売業である。1 位の製造業は増加率が

最も高く、新型コロナ後においても引き続き注目される領域となっている。 

 

図 VI-12 ドイツからタイへの FDI 業種分析（新型コロナ前後比較）（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

ドイツからの製造業投資に着目し、新型コロナ前後で年平均投資額と順位を比較すると、

新型コロナ後は 1 位が輸送機器、2 位が電気機器、3 位がゴム・プラスチック製品となって

いる。特に自動車を含む輸送機器は投資額が大幅に増加しており、製造業全体の約 6 割を

占めている。増加要因としては、輸出拠点としての供給能力の強化や EV 供給に向けた関連

製品の生産能力強化等がプレスリリースやニュース記事から確認できる。 
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図 VI-13 ドイツからタイへの FDI 業種分析（製造業）（新型コロナ前後比較） 

（ネットフロー） 

出所：タイ中央銀行  

 

 ドイツからタイへの投資が多い主要業種の投資案件例およびその背景は以下のとおり。 

  

 新型コロナ後で、最も投資額が大きい輸送機器では、主要 OEM である Mercedes-Benz 

などがタイ国内に工場を構え、国内外、特に東南アジアへの輸出拠点としてタイを重要視し

ている。これに伴い、ドイツ系サプライヤーも OEM への製品供給を目的にタイへの進出を

進めており、継続的な投資が行われている。また、EV へのシフトが進む中、電池や関連パ

ーツに関する投資も増加傾向にある。過去 5 年間のプレスリリースやニュース記事による

と、自動車・輸送機器分野での投資の理由は、「EV 生産に向けた電池工場の設立（Mercedes-

Benz）」や「東南アジア市場を含む需要対応のための生産能力拡大（Eberspacher Gruppe）」

等である。具体例としては、EV 用電池、ステアリングギア、排気システムなどに関連する

工場の拡張や新規工場の設立が挙げられる。 

加えて、業界関係者へのインタビューからは、ドイツ企業がタイを投資先に選ぶ理由とし

て、「タイ政府による自動車・EV 関連の優遇税制や関税免除といった積極的な誘致策」、「東

南アジア地域における戦略的な玄関口としてのタイの地位」、および「産業集積地としての

優位性、人材の充実、原材料の豊富さ（いずれも THA-E 社）」などが挙げられている。 

ドイツ系 OEM はタイを輸出拠点として、EV 市場への展開を考えており、これに追随す

るサプライヤーの進出が、新型コロナ後の自動車・輸送機器分野への投資増加を後押しして

いると考えられる。 

 

表 VI-7 ドイツからの製造業（輸送機器分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

THA-E 社 EV 電池 2024 4,500 万

米ドル 

タイ国内での EV 生産に向け

た、第 5 世代高電圧バッテリー

の製造施設を整備 

Mercedes-Benz EV 電池、自動

車組み立て 

2024 非公開 現地パートナー（TAAP 社）と

のパートナー契約を 10 年延長

し、タイでの EV 電池生産およ

び電気自動車の組み立てを推進 

Eberspacher 

Gruppe 

自動車用排気シ

ステム 

2023 非公開 パートナーの AAPICO Hitech

社とクリーンモビリティ向け排

気システム生産工場（主にピッ

クアップトラック用）を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 
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 化学では、アジア太平洋地域における事業拡大や現地顧客との関係強化が重要な投資背景と

なっている。特に、高機能プラスチックや農業関連製品の需要が急増しており、これに対応する

ための新工場建設や研究開発活動が進められている。 

 

表 VI-8 ドイツからの製造業（化学分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Covestro 高機能プラスチ

ック素材の製

造・販売 

2023 非公開 将来の技術サポート、そして

APAC 地域における顧客とのコ

ラボレーション促進を目的とし

て工場を拡張 

Brueckner Group 

（中堅・中小・ス

タートアップ） 

フィルム製造装

置の設計・製造 

2023 非公開 地域での存在感を強化し、顧客

ニーズの進化に対応するため、

新工場および新オフィスの建設 

Bayer 農業用製品およ

び医薬品の研

究・製造・販売 

2022 72 万 

米ドル 

生産性と持続可能性を向上させ

るため、最新の農業技術や知識

の移転を目指した農業技術に関

する研究開発（R&D）および研

修プログラム 

Henkel 接着剤およびヘ

アケア製品の製

造・販売 

2022 非公開 APAC 地域におけるヘアプロフ

ェッショナル事業の拡大を目的

とした M&A による事業拡大 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 電気機器分野では、自動車や半導体市場の成長を背景に、地域におけるプレゼンスの拡大が投

資の主要な目的となっている。さらに、グリーンエネルギーや持続可能性に関連する事業分野へ

の進出も注力されており、R&D や人材開発が投資の重要な一環となっている。 

 

表 VI-9 ドイツからの製造業（電気機器分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Infineon 

Technologies 

半導体および電

子部品の製造・

販売 

2024 非公開 地域でのプレゼンスを強化し、

自動車および半導体分野の成長

機会を活かすための運営拡大お

よび R&D の強化 

Siemens インフラ、エネ

ルギー、ヘルス

ケア、自動化ソ

リューションの

提供 

2023 非公開 事業成長を目指し、人材開発、

グリーンエネルギーおよび持続

可能性に関連する新規事業への

パートナーシップ拡大のため、

R&D への投資 

KSB ポンプ、バル

ブ、関連システ

ムの製造・販売 

2022 非公開 顧客ニーズに対応するため、高

品質かつ持続可能なソリューシ

ョンを提供するため、新施設の

設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 
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(5) 各国総括（タイへの投資要因） 

 以下、米欧中の主要業種の投資要因のポイントを整理した。 

 

表 VI-12 タイへの投資要因 

国 業種 投資要因・背景 投資内容 

米国 製造業（コンピュ

ーター・電子製品

分野） 

・ AI/データセンター需要拡

大 

・ 中国以外の国におけるサ

プライチェーンの強化 

・ 政府による税制優遇や関

税免除の支援 

・ 競争力のある人件費や製

造インフラ、産業集積 

・ 製造能力の拡張 

・ 新オフィスの設立 

・ R＆D 強化 

製造業 

（化学分野） 

・ 現地需要拡大への対応 

・ 製品の安定強化 

・ 新工場の設立 

・ 生産施設の拡張およ

び生産能力強化 

製造業 

（医薬品分野） 

・ 現地需要拡大への対応 

・ APAC 地域における市場

シェア拡大 

・ 新工場の設立 

・ ワクチン開発強化 

・ 新オフィスの設立 

中国 製造業（自動車関

連ゴム・プラスチ

ック分野） 

・ 現地の市場シェア獲得 

・ 顧客需要への対応 

・ 政府による EV 集積を目

指した税制優遇等 

・ 新工場の設立 

・ 既存工場の生産能力

拡充 

製造業（輸送機器

（自動車）） 

・ 政府による EV 集積を目

指した税制優遇等 

・ 東南アジアにおける輸出

拠点の保有 

・ 東南アジアにおける生産

拠点の保有 

・ 新工場の設立 

・ EV/ハイブリット工

場への変換 

製造業（機械・装

置分野） 

・ 国際市場の拡大 

・ 顧客サービスの向上 

・ 需要増加への対応 

・ 子会社設立 

・ 新工場の設立 

・ サービスセンターの

設置 

EU 

(ドイツ) 

製造業（輸送機器

（自動車）） 

・ EV 需要拡大への対応 

・ 現地パートナーとの関係

強化 

・ 政府による EV 集積を目

指した税制優遇等 

・ バッテリー製造設備

の整備 

・ 生産工場の設立 

製造業（化学分

野） 

・ 現地需要拡大に向けた対

応 

・ APAC 地域における生産

拠点化 

・ 新工場の設立 

・ 研究開発プログラム

の開始 

・ M＆A 

製造業（電気機器

分野） 

・ 現地需要拡大に向けた対

応 

・ R＆D の強化 

・ 販売施設の設立 

 

２．非日系企業の戦略 

(1) 主要企業における戦略分析対象の選定 

非日系企業の当該国における投資目的や背景、その根底にある ASEAN 戦略を理解する

ため、文献調査で特定した前述の投資事例を中心にインタビュー候補企業を選定した。企業

規模、投資内容、投資時期等の観点からインタビュー打診の優先順位を設定し、受諾した企

業に対してインタビューを実施した。インタビューを行った企業は、以下表のとおりである。 
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表 VI-13 インタビュー企業一覧 

企業名 本社 製品・サービス 投資年* 投資概要 

THA-A 社 米国 ハードディスク 2024 工場拡張 

THA-B 社 中国 電気自動車

（EV） 

2023 新工場設立 

THA-C 社 中国 ゴム酸化防止剤

（タイヤ原料） 

2022 新工場設立 

THA-D 社 中国 EV 2024 新工場設立 

THA-E 社 ドイツ 自動車・バイク 2024 新規電池組立工

場の設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(2) 非日系対象企業の ASEAN戦略分析 

インタビュー受諾企業に対し、当該国市場の見通し、対象国での戦略的位置付け、保有機

能、具体的な投資内容、今後の事業展開や投資意向等についてヒアリングし、情報を整理し

た。 

 

事例 1：米国のコンピューター・電子製品分野事例「THA-A社」 

■調査対象企業について 

THA-A 社はハードディスクドライブ（HDD）やソリッドステートドライブ（SSD）を製造す

る当該分野のリーダー企業。タイは同社の HDD の主要製造拠点である。 

 

■対象国市場の見立て  

タイは世界に供給される HDD の大部分（約 80％）を製造する HDD 製造・輸出大国。コン

シューマーPC では HDD の利用が減っているが、データセンターやクラウド・ストレージに

おいては不可欠な製品。世界的に AI・デジタル需要が高まる中、データセンターの需要増加

に伴い、製品需要は年々高まっている。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

タイは長年にわたり世界的な HDD 製造・輸出拠点としての役割を担ってきた。デジタル変革

等に伴う中長期的なストレージ需要の高まりが期待される中、タイは他国に対する優位性を

保ち、その地位を継続することが期待されている。その背景となる事業環境と同国の特長は以

下のとおり 

・ 戦略的な地理的位置と主要市場へのアクセス 

・ 確立されたエレクトロニクス製造エコシステム（特に HDD において） 

・ 質とコストのバランスが取れた、コスト効率の高い労働力 

・ 強靭なサプライチェーン（他国から一部部品の輸入はあるが、同社は垂直統合を実現済み） 

・ 政府の積極的な支援政策とインセンティブの提供 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

タイは同社の主要な HDD 製造拠点であり、製造機能の他、以下機能を有している。 

・ 製造機能：HDD の主要部品の製造や組立を国内の複数拠点で実施している。 

・ 研究開発機能：主に製造工程（生産効率や品質向上等）に関する研究開発を実施。重要技

術の研究は、主に米国、日本、イスラエルで実施されている。 

・ 物流・調達機能：APAC 地域における重要物流拠点として、完成品を東南アジア・中国・

日本等、世界各国に輸出している。また、安定的・効率的な生産の実現のため、調達機能

も保有。中国や近隣諸国から部品調達を行っている。なお、サプライチェーン強靭化のた

めに垂直統合も進めており、国内で完結したサプライチェーンでの製造も可能となってい

る。 

・ 品質管理・コンプライアンス機能：厳格な品質管理を行い、製品が国際基準を満たすよう

管理。また、持続可能な製造や CSR 等の活動を実施している。 

・ 人材管理：必要となる人材の質・量を管理するため、タイ国内において採用や育成、エン

ゲージメント向上、安全環境の整備等を実施している。 
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■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

HDD 生産能力を拡大するために 235 億バーツを投資する（タイ投資委員会が 2024 年に承

認）。当該投資により、年間 2,000 億バーツ相当の輸出増加が見込まれている。また、既存の

2 万 8,000 人の従業員に加えて、新規に 1 万人の雇用が創出される見込みである。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

データセンターやクラウド・ストレージの需要拡大に伴い、HDD の需要は今後も増加が見込

まれる。タイ拠点は引き続き HDD 製造・輸出のリーダーとしての地位を維持し、世界的な需

要増に応えるため、継続的な投資を計画。生産キャパシティの拡張のみならず、より高度な

HDD を生産するための研究開発投資、またサプライチェーン強化を目指したさらなる垂直統

合を実現するための投資を見込んでいる。 

 

■日系企業との協業可能性 

サプライヤーや生産設備などの領域で、既に多くの日系企業と連携している。より優れたサプ

ライヤーの探索や、生産機能の高度化に向けた設備のアップグレードは常に検討しており、連

携の機会は開かれている。サプライヤーとの取引にあたっては、製品が高度な技術を要する精

密機器であるため、厳格なサプライヤー管理が行われている。登録サプライヤーとなるには、

複数のスクリーニングを通過する必要がある。 

タイ拠点においては、特に R&D 分野で日系企業との協業可能性がある。製造工程の高度化や

生産効率の改善等の領域では、常にパートナーを探しており、関連技術を持つ企業との共同

R&D の余地がある。 

 

事例 2：中国の自動車分野事例「THA-B社」 

■調査対象企業について 

THA-B 社は、中国系大手自動車メーカーであり、中国ではバッテリー式電気自動車や、レン

ジエクステンダー式車、プラグインハイブリット車等を生産・販売する。中国政府による国外

進出・グローバル化の奨励や中国国内での厳しい競争環境もあり、同社は国外での事業拡大を

目指しており、タイを ASEAN 市場の主要な生産拠点と位置付け、2023 年 11 月には同社初

の国外工場の定礎式を実施した。2025 年には年 10 万台の生産体制を構築することを目指し

ている。 

 

■対象国市場の見立て 

タイは ASEAN 最大の自動車生産国であり、国内に一定の市場があり（2023 年は約 77 万台

の新車販売）、魅力を有すると共に、輸出拠点としても重要な役割を果たしている。国内には

高度な自動車産業集積があり、サプライチェーンの構築が容易であるため、自動車製造・輸出

の両面で競争力が高く、EV メーカーとしても新規参入しやすい環境がある。近年では EV の

需要が増加しており、政府も「30@30 政策」（2030 年までに新車生産の 30％をゼロエミッシ

ョン車にする目標）の実現に向けた後押しを行っている。加えて、タイ政府は ASEAN にお

ける EV の製造および輸出ハブになることを目指し、積極的に EV 関連企業を誘致している。

タイは、国内での EV の普及、EV ハブを活用した輸出展開の両面から、同社を含む中国系 EV

企業にとって魅力的な国である。ただし、政府の掲げる 30@30 政策に基づく目標については、

挑戦的であると多くの業界関係者は考えている。また、30@30 ということは、2030 年時点に

おいても新車生産の 7 割はエンジン車（ICE）ということであり、自動車生産に占める ICE

シェアは下がるものの、依然として自動車業界における ICE の重要性は変わらないと考えて

いる。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

同社にとってタイは、ASEAN 地域における自動車生産のハブとして、以下の戦略的優位性を

持つ。 

・ 地理的な利点：ASEAN 諸国や主要市場への距離が近く、輸送コストを抑えながら輸出

が容易である。例えば、一部の国は、中国から輸出するよりも有利な FTA がある。 

・ 確立された自動車産業エコシステム：自動車製造に必要な部品サプライチェーンが高度

に整備され、現地調達が容易である。ただし EV には、従来の ICE を中心とした自動車
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サプライチェーンでは使わない部品もあるため、一部製品では新規サプライヤーを探し

育成する必要がある。 

・ 質とコストのバランスが取れた労働力：製造業に適した労働力を確保しやすく、競争力

のあるコストでのオペレーションが可能である。 

・ 政府の政策支援：BOI のインセンティブ（法人税・輸入税免除）、EV3.5 インセンティブ

（減税・補助金）、ハイブリッド車向け特例消費税優遇などの支援政策が外資企業誘致を

後押ししている。 

これらの特長により、同社はタイを次世代自動車産業、特に EV の製造と輸出拠点とするこ

とを決断した。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

タイは、同社初の海外生産機能を有する国であるが、同社は車両の製造、バッテリー等の部品

製造、車両の販売業務を行う 3 法人を設立している。機能ごとに法人を分ける構造は、欧州

系自動車メーカーが採用しているスキームであり、同社も同じスキームに則っている。 

同社のタイ法人の有する機能は、現在工場を建設中の段階であるため、まだ明確になっていな

いことも多い。生産機能は工場を有する法人、販売やマーケティングは販売業務を担う法人が

担う。管理業務はシェアードサービスとして、共有される可能性がある。 

サプライチェーンについては、現在は中国から輸入した EV を販売しているが、工場立ち上

がりと共に現地生産車の販売に代わっていく。現地調達比率の規定があるため、現地調達・生

産を積極的に推進する。サプライヤーの選定においては、特定の国や企業にはこだわらず、安

くてよい製品を提供できるサプライヤーであれば、中国系・ローカル・外資に関係なく取引し

ていく方針である。生産した自動車は、国内への供給にとどまらず、東南アジアやオーストラ

リアなどの右ハンドル国に輸出される予定である。なお、全モデルを国内工場で製造すること

はできないため、一部モデルは輸入を継続することになる。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

同社は、2023 年に BOI からバッテリー式電気自動車、レンジエクステンダー式車およびプラ

グインハイブリット車を生産するための 88 億バーツの投資を承認された。当該投資が同社に

とってタイへの初めての投資となる。当該投資により EV 生産ラインを設置し、2025 年に年

間十万台規模の EV 生産体制構築を目指す。 

 

■今後の事業展開・投資意向 

インセンティブを継続的に得るため、サプライチェーンの観点では、現地調達率の向上に取り

組む。生産の観点では、中国で生産される車両の大部分は左ハンドルであり、右ハンドルを主

に製造するタイ工場は、ASEAN への輸出にあたり重要な役割を持つ。ASEAN を攻略したう

えで、オーストラリアやニュージランドへの輸出が次のマイルストーンになる。現状、重点市

場にはなっていないものの、英国への輸出等も将来的には可能性がある。 

輸出の拡大に向けて、タイ工場の生産キャパシティの拡張も目指すことになる（現状は 2025

年時点で、年産 10 万台体制を想定）。 

 

■日系企業との協業可能性 

同社は、調達や研究開発など、さまざまな領域で日系企業と協業可能性があると考えている。

同社は、取引先に対しオープンな姿勢を持ち、中国では日系 OEM との合弁事業を展開する

など、関係会社や中国系企業以外とも積極的に取引を行っている。タイにおける調達について

も、国籍に関係なく優れたサプライヤーを選ぶ方針である。なお、同様の考え方を持つ中国系

自動車メーカーは複数存在する。当該業界において、中国系企業と積極的に取引を行う日系企

業は存在するが、その数は決して多くない。 

日系企業にも勤務経験のある同社社員は、日系企業が取引において近視眼的と感じることが

ある。例えば ICE にはない EV 特有の部品である電動コンプレッサーを例に挙げると、タイ

に進出したばかりの EV メーカーは、当該部品の調達検討にあたり、初期ロットはどうして

も小規模になる。そのようなケースにおいて、中国系サプライヤーの経営者であれば、初回取

引が将来の大きなビジネスにつながると考え、まずは原価を割ってでも早期に製品を供給し、

信頼関係を築こうとする。一方、日系企業は初回取引から利益を求め、また取引開始までに時

間を要するケースが多い。中国系企業と協業や取引を本気で臨むのであれば、従来の常識に固

執せず、いかに協業・取引を行うかを検討する必要がある。 
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事例 3：中国の自動車（ゴム原料）分野事例「THA-C社」 

■調査対象企業について 

同社は、中国を拠点とする大手ゴム添加剤メーカーであり、主にゴム酸化防止剤（6PPD）、

不溶性硫黄、加硫促進剤を製造している。これらは、タイヤやその他のゴム製品の耐久性や性

能を向上させるために不可欠な化学製品である。同社は中国に 4 つの工場（山東省曹県、山

東省泰安、安徽省銅陵、江蘇省連雲港）を持ち、2019 年には、タイで初の海外工場設立に取

り掛かった。このタイ工場はチョンブリ県ロジャナ工業団地に位置し、2022 年に正式に稼働

を開始した。総投資額は約 2 億 9,000 万人民元（約 4,030 万米ドル）で、年間 2 万 5,000 ト

ンの 6PPD（酸化防止剤）を生産する能力を持つ。国際標準である IATF16949、ISO14001、

ISO45001 などの認証も取得している。 

 

■対象国市場の見立て  

タイは世界最大の天然ゴム生産国として、ゴム関連産業の重要な拠点である。同国の天然ゴム

生産能力は安定しており、豊富な原材料供給が可能である。さらに、タイ政府はゴム産業に対

して様々な税制優遇措置や補助金を提供し、外資系企業の参入を支援している。加えて、タイ

の地理的な優位性により、東南アジア諸国やインド市場への製品輸送が効率的である点も魅

力となっている。米国市場での反ダンピング措置を受け、中国以外の供給地として ASEAN が

選ばれるケースが増加している。なお、タイは米国の反ダンピング措置の対象ではあるが、中

国で製造された製品に比べるとその影響は軽微である。ASEAN 諸国内やインドへの輸出は、

RCEP や ASEAN 自由貿易協定の恩恵を受けており、輸出拠点としての競争力を有している。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

同社にとって、タイはアジア市場における重要な製造・輸出拠点である。同社のタイ工場は、

タイ国内のタイヤメーカー向けの供給を行うと共に、米国や ASEAN 諸国、インド等の海外

市場への輸出を目的としており、中国本土での過剰供給問題や競争激化への対応策としても

機能している。タイには豊富な天然ゴム資源があり、タイ拠点を持つことで原材料の調達難リ

スクを軽減している。何よりも、中国政府とタイ政府との良好な関係や中国との地理的近接性

が、同社の長期的な事業計画を支える背景となっている。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

同社のタイ拠点の主要な機能は生産である。タイ工場は東南アジア唯一の拠点である。営業や

事業開発、R&D は中国本社が対応している。 

なお、責任者（ジェネラル・マネージャー）や技術責任者など一部のポジションは中国人駐在

員が担っているが、大部分の管理職は現地社員が担当している。また、工場の従業員はタイ人

の他、ミャンマー人（出稼ぎ労働者）がいる。 

サプライチェーンの観点で見ると、同工場では主要な原料である RT-Base（酸化防止剤であ

る 6PPD の原材料）は主に中国、MIBK（メチルイソブチルケトン）は中国や韓国から輸入し

ている。その理由は、現地に求める品質を満たすサプライヤーがおらず、調達が困難なためで

ある。将来的には、現地調達比率が高まる可能性が考えられる。生産された製品は、国内のタ

イヤメーカーに納入されたり、輸出されたりする。例えば、国内自動車産業向けでは、同社の

納入先はタイヤ―メーカーであり同社が自動車 OEM との直接接点を持つことはない。輸出

先は、東南アジア他国やインドへの輸出量が増えることが予測されている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

同社は 2022 年の工場建設以降、大規模な新規投資は行っていない。当該工場投資は上述のと

おり 2019 年から検討され、約 2 億 9,000 万人民元を投資し、年間 2 万 5,000 トンの 6PPD

の生産能力を構築するものである。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

同社は、6PPD の世界的な規制強化を見据え、7PPD などの代替品へのシフトを計画してい

る。ただし、既存の 7PPD は環境規制には適しているものの 6PPD と比べ耐久性や酸化防止

性能等で劣る面があり、市場で受け入れられる代替品の開発が課題となっている。 

また、同社は、タイ拠点を活用して、将来的には ASEAN 市場やインド市場における顧客基

盤を拡大する意向を持っている。具体的には、既存顧客である中国企業に加えて、タイ国内の
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中小企業顧客を開拓するとともに、周辺諸国への輸出量を増加させる計画を持つ。特に米国市

場では、中国製品に対する関税が 60％以上に引き上げられる見通しであり（2025 年 1 月時

点）、タイ拠点からの輸出が戦略的に重要視されている。さらに、同社は環境規制の厳格化に

対応するため、持続可能な製品の開発と製造プロセスの改善にも注力している。 

加えて、同社は、ESG（環境・社会・ガバナンス）への取り組みを強化している。全社として

のイニシアチブ「2030 年を見据えた持続可能性戦略・コミットメント）を通じて低炭素経営

モデルへの転換を推進し、カーボン削減プロジェクトに取り組んでいる。この取り組みによ

り、年間 6,500 トン以上の炭素排出削減を達成した。また、デジタル技術を活用したシステム

を導入し、持続可能性と生産効率の両立を図っている。タイにおいても、同様の取り組みを推

進する方針が掲げられている。 

 

■日系企業との協業可能性 

同社は、日系企業との技術開発や市場拡大において協業可能性があると考えている。同社は

6PPD をはじめとするゴム添加剤の製造において高い技術力を有しており、これを活用した

日系企業向け製品の共同開発や受託製造が考えられる。また、日本市場への参入拡大を目指

し、日系企業の流通ネットワークやマーケティング力を活用することも有望である。加えて、

同社のコスト競争力を活用し、日本企業が必要とする部品を低コストで製造することにより、

相互の利益を最大化する協業モデルを構築できる可能性があると考えている。 

 

事例 4：中国の自動車分野事例「THA-D社」 

■調査対象企業について 

THA-D 社は、中国に本社を置く EV メーカーを親会社に持つ企業である。タイ市場には、

2021 年に市場参入を発表し、2022 年に右ハンドル仕様の新車種を発売した。2023 年にはバ

ンコクの工業団地で EV 工場立ち上げに取り掛かり、2024 年に年間 2 万台の生産能力を持つ

EV 量産工場を稼働開始した。なお、同社は自動車メーカーとしては規模が小さく、投資額を

抑えるために、タイでの組み立てはローカルパートナーに委託している。同工場は、同社にと

って中国国外初の製造拠点であり、将来的には ASEAN 市場での輸出基盤としていくことを

検討している。 

 

■対象国市場の見立て  

タイ市場は EV に対する需要が高まっており、中国ブランドが市場をリードしている。特に

タイ政府の EV3.5 プログラム活用により、輸入税や物品税の優遇措置があるため、中国メー

カーが積極的に進出している。しかし、2024 年から 2025 年にかけて GDP 成長率の低下や

家計債務の増加による新車販売の減少が懸念されている。加えて、保険料の上昇や中国 EV メ

ーカー間の価格競争の激化により、事業環境は厳しくなっている。SUV セグメント、特に B

セグメントは需要が高い一方で、ハイブリッド車の技術進化や中古車市場における残存価値

の課題が存在している。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

同社にとって、タイ拠点は国内への製品を供給すると共に、ASEAN 地域への重要な輸出拠点

となる予定である。タイは地理的に中国に近く、陸路での部品輸送が可能であり、物流コスト

を抑えられる。また、産業集積があり、熟練労働者が多く、品質の高い製造能力を構築できる

点を中国自動車メーカーは評価している。さらに、タイ政府の支援や FTA の存在等により、

輸出拠点としてのポテンシャルも高い。特に右ハンドル車の生産拠点として有用であり、将来

的には ASEAN 市場やインド、中東への輸出も視野に入れている。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

同社のタイ拠点には製造（組立）、販売、マーケティング、管理・人事、アフターセールス等

の機能がある。組立は委託しているが、品質チェック等は同社が行っている。組立は、バンコ

クのフリーゾーンで行われており、税制優遇を活用している。主な部品は中国から供給されて

いるが、現地調達の必要条件を満たすため、タイ国内で調達を増やす予定である。なお、主要

な中国系サプライヤーの多くはタイに進出しており、現地調達が制約になる可能性は低いと

考えている。現状輸出はスポットのみだが、上述のとおり東南アジアやインド、中東への輸出

を視野に入れている。 
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■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

中国での価格競争が激化するなか、新たな販路を求めてタイに進出し、2022 年以降、タイ市

場に約 2,800 万米ドルの投資を行った。当該資金は、タイ国内での工場建設および特定車種

の現地生産化に使用されている。2024 年には量産を開始し、年間 2 万台の生産能力を持つが、

価格競争の激化や資金繰りの問題もあり、フル稼働には至っていない。来年には、現在輸入販

売している新車種の生産も行い、稼働向上を見込んでいる。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

現状は、既存の生産能力である年間 2 万台の生産を目指しており、国内での生産拡大計画は

ない。また、現状はタイ国内販売が主要な事業であり、輸出は一部に限られている。ただし、

将来的にはタイ拠点を ASEAN・インド・中東への輸出ハブにしたいと考えている。ASEAN

では、インドネシアでの事業展開を強化する方針であり、香港政府の支援を受けインドネシア

でタイ同様の組立工場の建設を進めている。 

 

■日系企業との協業可能性 

日系企業との協業可能性として、日系サプライヤーの利用が考えられる。ただし、同社の調達

方針はコスト重視であり、日本メーカーの価値観・品質基準とは一致しない可能性がある。よ

りよい品質を追求するのではなく、求める品質をクリアするサプライヤーの中で最も安価な

ものを選択する傾向がある。研究開発は中国本社が主導しており、タイ拠点では協業検討が難

しく、本社とのコミュニケーションが必要となる。 

 

事例 5：ドイツの自動車分野事例「THA-E社」 

■調査対象企業について 

THA-E 社は、タイ国内において自動車や二輪車の製造を行っている。タイを東南アジアの重

要輸出拠点と位置付け、生産や販売、輸出等を行っている。生産面では、同社はタイで自動車

のボディショップや車両組立、また二輪車の組立ラインを保有している。また、EV バッテリ

ーの組立ライン、コンポーネント製造（例: クランクケース、シリンダーヘッド、フレーム、

後軸アセンブリ、エンジンアセンブリ、ホイールモジュールアセンブリ）を含む幅広い製造機

能を有しており、EV 市場の成長を見据えた取り組みを強化している。 

 

■対象国市場の見立て  

タイ市場では、ICE およびハイブリッド車の需要が根強く残る一方で、EV 市場が成長してい

る。特に中国企業を中心に EV 生産が拡大しており、今後 5〜10 年で新車販売に占める EV

の割合が 30〜40％に達する可能性があるとの見解がある。また、EV 自動車に加えて、EV バ

イク市場も今後拡大することが予測されている。ただし、EV 市場を成長させるためにはイン

フラ整備が必要であり、政府支援が不可欠である。 

30〜40％に達するかは定かではないが、EV 需要が拡大することは間違いなく、同社もドイツ

からの EV 車の輸入や現地での生産体制の構築を進めている。なお、EV では中国系メーカー

が積極的に事業を展開しているが、ターゲットとする顧客セグメントが異なるため、必ずしも

脅威とは感じておらず、同国での EV 販売ビジネスに機会を感じている。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

タイは、同社にとって ASEAN 地域での主要製造拠点として重要な役割を果たしている。同

国は地理的に ASEAN の中心に位置し、部品輸入や完成車の輸出に優れたロジスティクスを

提供している。FTA や関税等の観点からも優位性が高い。また、政府が提供する法人税減免

や BOI の特別インセンティブを含む支援政策が、同国を戦略的投資先として際立たせている。

加えて、同社は長年（20 年）に亘り ASEAN では唯一同国にのみ生産拠点を設け、強固なサ

プライチェーンを構築してきたため、タイは多面的な観点から同社にとって重要な拠点とな

っている。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

タイ拠点が保有する機能は以下のとおり。工場には生産関連の機能があり、販売・マーケティ

ングを行う法人は別途存在する。タイ拠点が保有する主な機能は以下のとおりである。 

・ 製造機能：自動車および二輪車関連の生産設備を有し、部品製造、電池アセンブリ、ボ

ディショップ、二輪車アセンブリ、自動車アセンブリ等を行う。 
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・ 物流機能：必要な部品は、国内調達に加えて、ドイツをはじめベトナムや中国等から輸

入。また、ASEAN 内およびオーストラリア等に完成車を輸出している。 

・ 販売・マーケティング機能：タイ国内市場向けの販売活動を展開し、顧客サービスを提

供する。 

・ 管理機能：近隣に同国組織を管理する地域統括拠点はなく、ドイツ本社へのレポーティ

ングを実施している。また本社から指導を受け、現地での製造、物流、販売活動等を行

っている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

過去 20 年にわたり生産拠点を有しており、継続的に投資を行ってきた。直近では、2021 年

に二輪車用部品製造の生産設備拡張に投資、また 2023 年に EV 生産を見据えた EV バッテリ

ー製造設備の整備に投資した。この投資により、EV 市場の需要拡大に対応する製造能力を強

化している。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

インセンティブを継続して享受するため、現地調達率の向上に引き続き取り組む必要がある。

EV バッテリーの生産設備への投資はその一環。 

同社は、タイを ASEAN 地域の EV 製造拠点として位置付け、EV バッテリーの現地生産を開

始するなど、政府のインセンティブを活用しつつ地場調達率を向上させる計画である。同社は

既存の施設を最大限活用し、将来的にはタイからの輸出範囲をさらに拡大する意向を持つ。 

タイを輸出拠点として、今後も自動車や EV を ASEAN やオーストラリア等に輸出する。な

お、インドや中国への輸出は一般的には難しいものの、他国で生産の少ないバイクについて

は、輸出可能性がある。 

  

■日系企業との協業可能性 

同社は、現地調達率の向上に向けて、日系企業を含む競争力のある現地サプライヤーとの取引

を視野に入れている。また、日系企業が提供する技術力、特にオートメーションや製造技術の

分野において、R&D の協力可能性があると考えられる。現地拠点で意思決定できることもあ

るが、重要な取り組みについては、本社を巻き込んだ意思決定が必要になる。 

 

３．日系企業への示唆（協業可能性、正負両面に係る示唆） 

非日系企業へのインタビューに基づき、調査対象分野の新型コロナ後における投資動向

に係る示唆を着目すべき事業機会、活用可能な現地政策、サプライチェーン機能、ESG/デ

ジタル活用の観点で整理した（以下表を参照）。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

東南アジア域内の製造拠点ハブとして位置付けの再認識 

タイは、電子製品や EV など世界的に需要が拡大する成長産業において、これまで培った

産業集積や地理的優位性を活かし、輸出拠点としての地位を一層強化している。過去の生産、

物流、顧客・サプライヤーネットワーク、高度人材といった集積は容易に再構築できるもの

ではなく、米欧中非日系企業は、特に高付加価値品の製造については、産業集積を最大限活

用する形で、タイを域内製造拠点として再度強化・投資を進めている。 

 

東南アジア最大の自動車生産国、EV 生産拠点 

タイは ASEAN 最大の自動車生産国であり、国内に一定の市場があり（2023 年は約 77 万

台の新車販売）、魅力を有すると共に、輸出拠点としても重要な役割を果たしている。国内

には高度な自動車産業集積があり、サプライチェーンの構築が容易であるため、自動車製

造・輸出の両面で競争力が高く、EV メーカーとしても新規参入しやすい環境がある。近年

では EV の需要が増加しており、政府も 30@30 政策（2030 年までに新車生産の 30％を EV

にする目標）の実現に向けた後押しを行っている。加えて、タイ政府は ASEAN における

EV の製造および輸出ハブになることを目指し、積極的に EV 関連企業を誘致している。 

 

［政策・規制］ 
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米中対立やチャイナ・プラスワンの動きを背景に、BOI や EEC のインセンティブ、グリ

ーン製造支援策などを活用し、多国籍企業の誘致をさらに積極的に進めている。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

上述のとおり、電子製品、EV 等自動車製造業においても、タイを域内の生産拠点として

位置付け再投資をしている事例が多い。日本企業にとっても、こうした政策環境と成長産業

の広がりを捉え、改めてサプライチェーンの中で重要な拠点としてタイを再評価する好機

である。 

 

表 VI-10 日系企業への示唆（タイ編） 

 成長領域・事業機会 政策・規制 
機能・ 

サプライチェーン 
ESG・デジタル等 

製造 

（電子製

品） 

・ 世界的に AI・デジ

タル需要が拡大する

中、データセンター

やクラウド・ストレ

ージに利用される製

品の需要が拡大

（例：タイは世界の

HDD の 80％を生

産） 

・ 米中対立やチャイ

ナ・プラスワンの観

点から、タイへの新

規投資や生産移転が

続く 

・ タイ政府は、特に高

付加価値な電子製品

産業の集積を構築す

べく、半導体産業等

を積極的に誘致 

・ BOI のインセンテ

ィブや EEC 地域に

おける優遇措置、

Thailand4.0 や、グ

リーン製造インセン

ティブ等の支援策を

用意し、誘致を促進 

・ 多くの企業がサプラ

イチェーンの強靭化

に取り組み、中国に

依存しないサプライ

チェーンの構築を目

指す 

・ 有事を見据え、国内

で完結するサプライ

チェーンを構築する

企業もある 

・ 産業集積や利便性の

高い立地、高度な物

流インフラを活かし

ASEAN や APAC、

世界市場向け輸出拠

点としても機能する 

・ 多くのグローバル企

業は、企業方針とし

て、カーボンニュー

トラル戦略を掲げる

が、海外拠点におけ

る ESG 関連の取り

組みは企業毎に異な

る。オペレーション

立上・安定化を優先

する企業が目立つ一

方、THA-E 社のよ

うに、現地工場にお

いて屋根置きソーラ

ーの設置やゼロウェ

イストマネジメント

等に取り組む企業も

ある。なお、トレン

ドとしては、顧客要

求や規制等を通じ、

より多くの具体的な

取り組みが行われて

いくものと考えられ

る 

製造 

（自動車・

EV・自動車

部品） 

・ 年間約 77 万台

（2023 年。タイ工

業連盟）の新車市場

において、

EV30@30（2030 年

の新車 EV 生産比率

を 30％にする）を

掲げ、国内市場の

EV 化を推進 

・ 中国系やドイツ系

OEM は国内市場に

加え、輸出を志向

し、輸出拠点化を推

進し工場を新設・拡

張 

・ OEM の進出や EV

産業振興に伴い、新

たな事業機会を得る

ため、多くのサプラ

イヤーも追随 

・ タイ政府は、東南ア

ジアの EV ハブとな

るべく、OEM 等を

積極的に誘致 

・ EV やハイブリッド

車に対する BOI の

インセンティブや

EV3.5 インセンテ

ィブ、ハイブリッド

車向け税インセンテ

ィブ、現地生産 EV

に対する特別税率等

を用意し、OEM 等

の誘致や事業拡大を

支援 

・ EV3.5 等の優遇税

制を得るため、多く

の OEM が現地サプ

ライヤーを探索。中

国系 OEM は、追随

する中国サプライヤ

ーが補完する部分が

大きいものの、各

OEM はより安価で

品質の高いサプライ

ヤーを継続的に探索 

・ RCEP や ASEAN

自由貿易協定を活か

し、右ハンドル車輸

出拠点として、東南

アジアやオーストラ

リアへの EV 輸出を

促進 
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VII. 国別編：ベトナム 

１． 直接投資動向 

(1) 投資対象国の海外直接投資データ分析 

ベトナムの FDI 統計については、実投資額に係る統計が公開されていないため、許認可

額を分析対象とした。FDI 許認可額は 2010 年から 2019 年にかけて増加傾向にあったが、

2020 年には新型コロナの流行により、入国制限やロックダウンが行われた影響もあり、許

認可額は若干落ち込んだが、2021 年と 2023 年は 2019 年と同様、過去最高水準に戻った。

2010 年から 2023 年の業種別投資許認可額の合計を見ると、製造業が全体の 59％を占め最

も多く、次いで不動産業が 13％、電気・ガス等供給が 10％と続いている。また、2023 年

末時点のストックベースの許認可額もフロー合計と同様の傾向を示し、1位は製造業の59％、

次いで不動産が 15％、電気・ガス供給等が 9％と続いている。 

ベトナムにおける主要業種への投資の主な理由については、企業のプレスリリースや業

界関係者へのインタビューなどから、「米中対立のデカップリング先」「政府による積極誘致

（優遇制度）」「安価で豊富な労働力」「多くの国との FTA」「経済発展に伴う内需の拡大・

都市開発・インフラ開発」等が挙げられている。 

 

図 VII-1 ベトナム FDI 業種分析（許認可額） 

出所：Statistical Publishing House「Statistical Yearbook of Viet Nam」 

 

2015 年から 2023 年までの投資データを新型コロナ前後の二期間に分け、年平均許認可

額と業種別順位を比較すると、どちらの期間でも製造業が圧倒的な許認可額を占めてい

る。製造業に不動産業、電気・ガス等が続いており、上位 3 種に変わりはない。なお、製

造業と不動産業は成長しているが、電気・ガス供給等は 2 割程減少している。 
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図 VII-2 ベトナム FDI 業種分析（新型コロナ前後比較）（許認可額）

出所：Statistical Publishing House「Statistical Yearbook of Viet Nam」 

 

2010 年から 2023 年までの許認可額合計の投資元国・地域別内訳を見ると、韓国が全体

の 20％で 1 位、次いでシンガポールが 18％、日本が 16％と続いている。また、4 位には香

港（9％）、5 位には中国（7％）が入っている。米国（2％）はトップ 10 には入っているも

のの、許認可額シェアは大きくない。2023 年末時点のストックベースでもトップ 3 の順位

は同様であり、韓国が 18％、シンガポールおよび日本が共に 16％となっている。 

 

図 VII-3 ベトナム FDI 投資元国・地域分析（許認可額） 

出所：Statistical Publishing House「Statistical Yearbook of Viet Nam」 

 

投資元国・地域について、新型コロナ前後の二期間で年平均投資許認可額と順位を比較す

ると、新型コロナ前に 1 位だった韓国が 35％減で 3 位に落ち、3 位だったシンガポールが

78％の大幅増で 1 位になった。日本の投資許認可額は新型コロナ後に 8％増となっている

が、順位に変動はない。加えて、中国、香港、台湾、オランダ、米国等もベトナムにおける

投資許認可額が増加している。 
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図 VII-4 ベトナム FDI 投資元国・地域分析（新型コロナ前後比較）（許認可額） 

 
出所：Statistical Publishing House「Statistical Yearbook of Viet Nam」 

 

分析対象とする EU 加盟国については、2022 年および 2023 年の EU 加盟国からの投資

許認可件数を参照し、最も件数が多いドイツを選定した。 

 

図 VII-5 EU 諸国の 2022 年および 2023 年の投資分析（件数） 

 
出所：Statistical Publishing House「Statistical Yearbook of Viet Nam」 

 

(2) 米国からの海外直接投資データ分析 

米国からの 2010 年以降の投資状況について、ベトナムの公式統計には投資元国・地域別

の投資業種情報がないため、fDi Markets のデータを用いて分析を行った。 

米国からの 2010 年以降の主な投資業種は、製造業では、食品・飲料、消費材、電子製品・

半導体の件数が多い。製造業上位 3 業種では約 2 割が 2022 年以降の投資案件であり、特に

電子製品・半導体分野の投資件数が多い。また、非製造業では、ソフトウェア・IT、ビジネ

スサービス、運輸・倉庫の投資件数が多い。非製造業上位 3 業種では 3 割弱が 2022 年以降

の投資案件である。 

 



 

禁無断転載 Copyright (C) 2025 JETRO. All rights reserved. 

129 
 

図 VII-6 米国からベトナムへの FDI 業種分析（2010～2024 年 6 月）（件数）

 
出所：fDi Markets 

 

米国の製造業では、電子製品・半導体分野の投資案件が 2022 年以降では最も多い。企業

のプレスリリースやニュース記事等によると、主な投資理由として「米中対立を背景とした

デカップリング対応（VNM-A 社）」「ベトナムが世界的な半導体集積となる可能性を有し、

世界的な生産ハブとなる可能性を有すること（Amkor Technology）」「ベトナム政府の積極

的な誘致（Lam Research）」「優秀でコスト競争力のある人材が豊富にいること（Marvell 

Technology）」等が挙げられている。 

米国からベトナムへの投資が多い製造業（半導体・電子製品分野）の具体的な投資例は以

下のとおり。 

 

表 VII-1 米国からの製造業（半導体・電子製品分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Amkor 
Technology 

半導体パッケー

ジングおよびテ

ストサービス 

2024 16 億米ドル 東南アジアにおける主要な生

産拠点とするため、工場を拡

張 

Lam Research 半導体製造装置 2024 10 億米ドル 国内半導体産業のサプライチ

ェーンを構築するため、

Seojin と新工場を設立 

Kine SIC 

Semi 

SiC 半導体デバ

イス 

2024 2 億米ドル ベトナム北部に製造拠点を設

立する 

NVIDIA GPU、API、

SoC 

2024 2 億米ドル ベトナムを主要な AI 拠点と

するため、FPT と共に AI 工

場を設立 

Marvell 半導体ソリュー

ション 

2024 非公開 ベトナムを世界の重要拠点と

して位置付け、半導体設計お

よび研究開発に投資 

Uniquify カスタム ASIC

半導体、ターン

キーSoC 

2024 非公開 コスト削減およびサプライチ

ェーンの多様化を図るため、

ベトナム北部に製造拠点を設

立 

Intel プロセッサ、

GPU、メモ

リ、ストレー

ジ・ソリューシ

ョン 

2023 2 億 4,000 万

米ドル 

世界的な半導体需要に対応す

るため、新工場を開設し、世

界の製造の中核拠点とする 
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VNM-A 社（中

堅・中小・ス

タートアッ

プ） 

エレクトロニク

ス製造サービス

（EMS） 

2023 2,000 万米ド

ル 

航空宇宙や医療機器業界等の

顧客ニーズに応えるため、新

工場を設立 

Synopsys チップ設計、検

証用 EDA ツー

ル 

2023 非公開 ベトナムの半導体産業の成長

を支援するため、先進的な設

計ツール、トレーニング、技

術的専門知識を提供 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 米国企業は、ベトナム国内での消費者需要増加に対応するため、大規模な工場設立や生産

能力拡張を進めている。また、持続可能な技術を導入し、地域市場でのブランド力と競争力

の強化を目指している。 

 

表 VII-2 米国からの製造業（食品・飲料分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Pepsico 飲料およびスナ

ック食品の製

造・販売 

2024 4 億 

米ドル 

国内需要の拡大に対応す

るため、新たな工場を設

立 

Australis 

Aquaculture 

養殖魚（バラマ

ンディ）の生

産・販売 

2023 1 億 

米ドル 

生産能力を拡大し、先進

的で持続可能な養殖技術

を用いて、バラマンディ

の生産を増強 

Coca Cola 炭酸飲料および

非炭酸飲料の製

造・販売 

 

2022 1 億 3,000 万 

米ドル 

2039 年までに年間 10 億

リットルの生産能力を目

指し、サステナブル技術

を取り入れた新工場をロ

ンアン省に設立 

Molson Coors 

Beverage 

ビールおよびア

ルコール飲料の

製造・販売 

2021 非公開 成長するアジア太平洋地

域の消費者基盤を活用

し、現地生産を強化する

ための新工場を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 国内需要の増加とグローバルサプライチェーンの強化を背景に、米国の消費財企業はベ

トナムでの生産施設や店舗の拡大を進めている。一部企業では、カスタム製品や小ロット生

産の需要に応じた柔軟な体制を整備している。 

 

表 VII-3 米国からの製造業（消費財分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

3M 文房具から産業

用製品まで多角

的な技術製品を

製造・販売 

2024 非公開 地域におけるイノベーション

を推進する科学技術エンジニ

アリングセンターを開設 

Procter & 

Gamble 

日用品、家庭用

品、個人用ケア

製品の製造・販

売 

2023 1 億 

米ドル 

生産能力の拡大、グローバル

サプライチェーンでの役割強

化、持続可能な成長のための

施設の拡張 

Maxwood 

Furniture 

（中堅・中小・ス

タートアップ） 

家具の設計、製

造、および販売 

2022 非公開 生産能力を拡大し、増加する

需要に応えるとともに、カス

タムデザインや小ロット生産

への柔軟性を維持するための

生産施設の拡張 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 
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ベトナムの急成長するデジタル経済とクラウドサービス需要に対応するため、米国 IT 企業

はデータセンターやオフィス（開設）に投資している。さらに、現地の人材開発やパートナ

ーシップ強化を通じて、東南アジア市場での競争力向上を図っている。 

 

表 VII-4 米国からのソフトウェア＆IT サービス/情報通信業への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Alphabet 検索エンジン、

デジタル広告、

クラウドサービ

ス 

2024 非公開 成長するデジタル経済とクラウ

ドサービス需要の高まりを活用

するため、新データセンターの

設立 

Orange Logic 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

デジタルアセッ

ト管理

（DAM）ソフ

トウェアの開発 

 

2024 非公開 プロジェクト需要の増加に対応

し、チームを拡大して製品開発

を強化するため、新オフィスの

設立 

 

Everfit 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

フィットネス・

ウェルネスプラ

ットフォーム 

2023 非公開 チームのコラボレーションを強

化し、イノベーションを推進す

るため、新オフィスを設立 

Meta 

Platforms 

ソーシャルメデ

ィア）およびメ

タバース関連技

術 

2023 非公開 メタバース機器の生産拡大のた

め、新工場を設立 

Opswat サイバーセキュ

リティおよびマ

ルウェア検知ソ

リューション 

2023 非公開 増加する東南アジアおよびオー

ストラリアからのサービス需要

に対応するための新オフィスの

設立 

Thoughtworks 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

ソフトウェア開

発およびテクノ

ロジーコンサル

ティングサービ

ス 

2022 非公開 地元の人材開発を促進し、ビジ

ネスパートナーや学術機関との

協力の強化を図るため、新オフ

ィスを設立 

Data House 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

データ管理およ

びデジタルトラ

ンスフォーメー

ションサービス 

 

2022 非公開 運営能力を拡大し、現地の人材

を活用するため、新オフィスを

設立 

Otrafy 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

サプライチェー

ン品質管理およ

びトレーサビリ

ティソリューシ

ョン 

 

2022 非公開 現地の人材開発や事業パートナ

ーとの連携強化のため、新オフ

ィスを設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(3) 中国からの海外直接投資データ分析 

中国からの 2010 年以降の主な投資先業種は、製造業では、電子製品、繊維、消費財とな

っている。製造業上位 3 業種では半数以上が 2022 年以降の投資案件であり、特に電子製品

領域は、7 割弱が 2022 年以降の投資案件である。また、非製造業では、ソフトウェア・IT、

通信、不動産が主な投資先業種となっているが、件数は製造業と比べて少ない。非製造業上

位 3 業種でも半数以上が 2022 年以降の投資案件である。 
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図 VII-7 中国からベトナムへの FDI 業種分析（2010～2024 年 6 月） 

（新型コロナ前後比較）（件数） 

 
出所：fDi Markets 

 

中国からベトナムへの投資が多い主要業種の投資例とその背景は以下のとおり。 

中国の製造業では、2022 年以降、電子製品領域の投資案件が顕著である。また電子製品

に加え、GoodWe や Trina Solar など、大手太陽光パネルメーカーの投資も顕著である。 

投資企業のプレスリリースやニュース記事等によると、電子製品領域への主な投資理由

として、「ベトナムにおける半導体・先進的電子部品産業の拡大（Victory Giant Technology）」

や「東南アジアにおけるサプライチェーン強化（Hongrida Technology）」に加えて「米中

対立を背景とした米中対立デカップリング対応（BOE Technology Group）」等が挙げられ

ており、輸出向けの生産拠点として位置付けられている。 

 

表 VII-5 中国からの製造業（半導体・電子製品分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Victory Giant 

Technology 

車載、通信、家

電用プリント基

板 

2024 8 億 

米ドル 

グローバルプレゼンスを向上す

るため、高度電子部品および半

導体分野の能力強化を図る工場

を設立 

Shanghai 

Guangwei 

Electric Group 

電気配線、電源

ケーブル、バッ

テリー 

2024 7 億 

米ドル 

電気自動車市場の需要拡大に対

応し、生産能力とイノベーショ

ンを強化するために、工場を拡

張 

Hainan Drinda 

New Energy 

自動車用プラス

チック部品、太

陽光発電製品 

2024 4 億

5,000 万

米ドル 

再エネ市場の成長に対応するた

め、新工場を設立し、太陽光発

電関連製品の生産能力を拡大 

Luxshare ICT コネクタ、ケー

ブル、ワイヤレ

ス充電コンポー

ネント、アンテ

ナ 

2024 1 億

4,000 万

米ドル 

サプライチェーン多様化と生産

能力の向上を図るために、工場

を拡張 

Guangdong 

Suqun New 

Material 

銅箔、エレクト

ロニクス用複合

材料 

2024 5,000 万

米ドル 

新エネルギー自動車や半導体に

使用される製品の製造能力を強

化するために、新工場を設立 

GoodWe ソーラーインバ

ータ、エネルギ

ー貯蔵ソリュー

ション 

2024 非公開 北米およびアジア市場での需要

増に対応し、価格競争力を高め

るために、工場を設立 
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Trina Solar 太陽光発電モジ

ュール、蓄電シ

ステム等 

2023 4 億 

米ドル 

米国市場向けサプライチェーン

強化のため、工場を設立し、米

国の貿易制裁を回避 

BOE 

Technology 

Group 

ディスプレイ製

品、スマートシ

ステム、IoT デ

バイス 

2023 2 億

7,400 万

米ドル 

工場を拡張し、優遇輸出関税や

豊富な労働力を活用し、競争力

のある国内サプライチェーンを

構築 

Sunny Optical 

Technology 

光学レンズ、カ

メラモジュー

ル、車載カメラ 

2023 1 億

5,000 万

米ドル 

地域でのプレゼンスを向上する

ため、カメラモジュール等を生

産する新施設を設立 

Hongrida 

Technology 
精密金型、自動

車・エレクトロ

ニクス用プラス

チック射出成形

部品 

2023 3,400 万

米ドル 

顧客へのサービス向上と市場リ

スクへの耐性強化を図るため、

生産機能を移転 

VNM-B 社 情報機器（ネッ

トワーク機器：

サーバー・ルー

ター等） 

2018 年

以降継続 

非公開 米国を主とした欧米向け輸出拠

点として、新工場を設立（拡張

工事） 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 繊維関連でも多くの投資が確認できる。繊維・アパレル分野では、「米中対立に伴う米国

関税の回避（Zhejiang Hailide New Material）」「ベトナムの安価な人件費を活かしたコス

ト競争力の強化（Zhongwang Fabric）」「良好な貿易環境に加え、中国へのアクセスも良く

サプライチェーン構築が容易であること（Black Peony Group）」等の投資理由が挙げられ

ている。繊維・アパレル分野は、中堅・中小の繊維生地メーカーや合成繊維メーカー等によ

る、数百万ドルから数千万ドル前半の投資も多い。 

 

表 VII-6 中国からの製造業（繊維・アパレル分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Zhejiang Jasan 

Holding Group 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

メリヤス、靴

下、シームレ

ス・アンダーウ

ェア、カジュア

ルウェア 

2024 7,600 万

米ドル 

ユニクロ、アディダス、プーマ

等のグローバルブランドの需要

に対応し、競争力のあるサプラ

イチェーンを構築するため、新

工場を設立 

Black Peony 

Group 

デニム生地、衣

料品、ジーン

ズ、ワークウェ

ア 

2024 7,100 万

米ドル 

有利な貿易環境、競争力のある

労働コスト、中国への近接性等

を活かす、新工場を設立 

Xielong Group 合成繊維、糸、

テクニカル・テ

キスタイル、ポ

リエステル製品  

2024 4,000 万

米ドル 

世界のスポーツファッション市

場での存在感を高めるため、新

工場を設立し、生産能力を拡張 

VNM-C 社 カジュアルウェ

ア、ビジネスス

ーツ等（主に小

売） 

2024 非公開 急成長するファッション市場

で、プレゼンス拡大を図るた

め、積極的な店舗展開を図る 

※製造は、中国のサプライチェ

ーンを活用 

Zhejiang 

Hailide New 

Material 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

ポリエステル工

業用糸、タイヤ

コード織物、

PVC ターポリ

ン 

2023 5,200 万

米ドル 

国際貿易摩擦に伴うリスクを軽

減し、生産能力の最適化やコス

トの効率化を図るため、新工場

を設立 
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Zhongwang 

Fabric 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

椅子張り生地、

カーテン生地、

装飾テキスタイ

ル、家庭用家具

生地  

2023 2,500 万

米ドル 

米中貿易摩擦に伴う関税リスク

軽減やコスト競争力の強化、サ

プライチェーンの多様化を図る

ため、新工場を設立 

Qingxin 

County 

Xiaofeng Shoe 

Materials 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

靴材料  2023 700 万米

ドル 

競争力のある労働コスト、強固

なグローバルサプライチェーン

等を活かし、新工場を設立し、

生産能力を向上 

Zhejiang Xinao 

Textiles 

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

ウール糸、ニッ

トウェア生地等 

2022 1 億

5,400 万

米ドル 

競争力のある製造環境を活用す

るため、新工場を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 中国企業は、家具やスポーツ用品の製造でも、生産コストの最適化やサプライチェーンの

強靭性向上を目的に投資を進めている。例えば、オフィス家具やスポーツ用ヘルメットメー

カーが新工場を設立し、需要拡大に合わせて生産能力を拡充している。 

  

表 VII-7 中国からの製造業（消費財分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

EON Helmet スポーツおよび

アクティビティ

用ヘルメットの

設計・製造 

2023 非公開 スポーツやアクティビティ用の

専門ヘルメットの生産能力を拡

大 

Zhejiang 

Yongyi (UE) 

Furniture 

家具（特にオフ

ィスチェアや家

庭用家具）の設

計・製造 

2023 950 万 

米ドル 

新工場を設立し、生産コストの

最適化とサプライチェーンの強

靭性向上を図る 

Henglin  

（中堅・中小・

スタートアッ

プ） 

オフィスチェア

および家具の製

造・販売 

2021 非公開 東南アジア地域等での家具需要

の増加に対応するため、新工場

を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 ベトナムで急成長するデジタル経済と ICT インフラ需要に応じ、中国の IT 企業は 5G エ

コシステムやデータセキュリティの強化を目的に、データセンターや研究開発施設を設立

している。また、教育や AI 分野の拡大を狙い、オンライン教育プラットフォームや AI ソ

リューションの提供を強化している。 
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表 VII-8 中国からベトナムへのソフトウェア＆IT サービス/情報通信業への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Huawei  

Technologies 

 

通信機器および

ICT（情報通信

技術）ソリュー

ションの提供 

2024 非公開 5G エコシステムの拡大を目指

し、テスト基準の導入、ラボ

施設の提供、人材育成を行う

研究開発（R&D）施設の設立 

Alibaba Cloud 

Computing 

クラウド・コン

ピューティング

およびデータサ

ービスの提供 

 

2023 10 億 

米ドル 

ベトナムでの需要拡大に対応

し、データセキュリティの管

理強化を目指すための新施設

（データセンター）の設立 

Thunder Software 

Technology 

組み込みソフト

ウェアおよび AI

ソリューション

の開発・提供 

2023 非公開 運営能力の拡大と顧客の獲得

を目的とした新オフィスおよ

び研究開発施設の設立 

Beijing Eeo 

Education 

Technology  

（中堅・中小・ス

タートアップ） 

オンライン教育

プラットフォー

ムおよび EdTech

ソリューション

の提供 

 

2023 非公開 急速に発展する教育セクター

とオンライン学習プラットフ

ォームの需要増加に対応する

ため、新支店を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(4) EU（ドイツ）からの海外直接投資データ分析 

ドイツからの 2010 年以降の主な投資先業種は、製造業では、化学品、自動車部品、産業

機器の件数が多い。製造業上位 3 業種では四分の一が 2022 年以降の投資案件であり、化学

および産業機器領域の投資案件だった。また、非製造業では、ソフトウェア・IT、ビジネス

サービス、運輸・倉庫が主な投資先業種となっている。特にソフトウェア・IT 領域への投

資案件が多い。非製造業上位 3 業種では 3 割弱が 2022 年以降の投資案件である。 

 

図 VII-8 ドイツからベトナムへの FDI 業種分析（2010～2024 年 6 月） 

（新型コロナ前後比較）（件数） 

 
出所：fDi Markets 

 

ドイツからの投資が盛んな主要業種の案件事例とその背景は以下のとおり。 

ドイツの製造業では、2022 年以降は化学（医薬品を含む）分野への投資増加が確認でき、

主な投資理由として「国内経済成長に伴う内需拡大対応（BASF）」「インフラ需要に対応す

る産業設備拡大（Messer）」「アジア市場における需要拡大に伴う生産能力の強化・サプラ

イチェーンの最適化（tesa）」等がプレスリリースやニュース記事等から確認できる。 
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表 VII-9 ドイツからの製造業（化学品分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Henkel 接着剤、シーリ

ング剤、表面処

理剤 

2024 非公開 接着剤や接合技術、生産効率に

おけるイノベーションを推進す

るため、新たな施設を設立 

tesa 接着剤  2023 5,800 万

米ドル 

地域需要への対応力を強化し、

信頼性の高いサプライチェーン

を構築するため、新工場を設立 

Fuchs SE 潤滑油（自動車

用オイル、工業

用潤滑油、金属

加工油など） 

2023 1,000 万

米ドル 

製品の多様化および現地生産能

力の向上を図るため、新工場を

設立 

VNM-D 社 医薬品（ジェネ

リック医薬品） 

2023 非公開 生産能力を拡大し、近隣諸国へ

の供給拠点としての役割を強化

するため、新本社を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

 非製造業領域において、fDi Markets のデータでは捉えられていないものの、プレスリ

リースやニュース記事等から、ドイツを含む EU 加盟国からエネルギー領域（再生エネル

ギー）の投資アナウンスが増加していることが確認できる。投資理由としては「国内のエネ

ルギー需要拡大への対応（Siemens Gamesa）」や「政府主導によるクリーンエネルギー市

場の拡大（VNM-E 社）」、「カーボンニュートラル等を見据えたグリーンなエネルギー需要

への対応（Juwi）」等がある。 

 

表 VII-10 ドイツからの非製造業（エネルギー供給）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

VNM-E 社 太陽光、風力、

バイオエネルギ

ー等 

2022 非公開 2022 年にランソン省に風力発電

プロジェクトのため、代表事務

所を開設。ベトナムのカーボン

ニュートラル実現に貢献するた

め、太陽光発電や風力発電プロ

ジェクトに取り組む 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

  

 ドイツ企業は、ベトナムの市場需要増加に対応するため、清掃機器や射出成形機などの分野で

新工場や支店を設立している。また、環境持続可能性を重視し、太陽光パネルや環境配慮型材料

を使用した施設の建設を推進している他、良好な投資環境や高度なエンジニア人材を活用し、現

地の顧客ニーズに対応した生産およびサービス体制の強化を図っている。 
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表 VII-11 ドイツからの製造業（産業機器分野）への投資事例 

企業名 製品・サービス 投資年* 投資額 投資概要 

Kärcher 清掃機器および高圧洗

浄機の製造・販売 

2024 220 万 

米ドル 

市場需要の増加に対応し、生

産能力を強化するための新工

場の設立 

Schmalz 

（中堅・中

小・スター

トアップ） 

真空自動化およびハン

ドリング技術の提供 

 

2024 非公開 販売拠点となる新オフィス

（子会社）を設立し、真空自

動化およびハンドリング技術

のフルラインナップを提供 

Viessmann 暖房、冷却、気候制

御、浄水システムの製

造・販売 

2023 非公開 太陽光パネルや環境に優しい

材料を利用し、持続可能性を

重視した新工場の設立 

Vermes 

（中堅・中

小・スター

トアップ） 

マイクロディスペンシ

ング技術および精密デ

ィスペンサーの製造・

提供 

2023 非公開 ベトナムの良好な投資環境と

高度なエンジニア人材を活用

するため、販売拠点となる新

子会社を設立 

Arburg 射出成形機およびプラ

スチック加工ソリュー

ションの製造・提供 

2023 非公開 急速に発展しているプラスチ

ック業界に対応するため、販

売拠点（新子会社）を設立 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(5) 各国総括（ベトナムへの投資要因） 

以下、米欧中の主要業種の投資要因のポイントを整理した。 

 

表 VII-12 ベトナムへの投資要因 

国 業種 投資要因・背景 投資内容 

米国 製造業（半導体・

電子製品分野） 

・ 東南アジアにおける主要

な生産拠点の構築 

・ 国内のサプライチェーン

の構築 

・ コスト削減およびサプラ

イチェーンの多様化 

・ 設計および R＆D・工場

の設立・拡張 

・ 現地におけるトレーニ

ング、技術的専門知識の

提供 

 

製造業（食品・飲

料分野） 

・ 国内需要増加への対応 

・ 消費者基盤の活用・強化 

・ 新工場の設立 

・ 新店舗の展開 

製造業（消費財分

野） 

・ 国内需要増加への対応 

・ サプライチェーンの強化 

・ 新店舗の展開 

・ 生産施設・能力の拡張 

ソフトウェア＆IT

サービス、情報通

信業 

・ 成長する国内のデジタル

経済・クラウドサービス

需要への対応 

・ 東南アジアにおける需要

拡大への対応 

・ 現地の人材開発およびパ

ートナー連携の強化 

・ データセンターの設立 

・ 新オフィスの設立 

・ 新工場の設立 

中国 製造業（半導体・

電子製品分野） 

・ EV 需要拡大への対応 

・ 再エネ市場拡大への対応 

・ 米国向けのサプライチェ

ーンの強化 

・ 優遇輸出関税や豊富な労

働力 

・ 新工場の設立 

・ 既存工場の拡張 

 

製造業（繊維・ア

パレル分野） 

・ 競争力のあるサプライチ

ェーンの構築 

・ 国際貿易摩擦に伴うリス

クの軽減 

・ 新工場の設立 

・ 新店舗の展開 
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・ 競争力のある労働コスト

の活用 

・ 現地需要の拡大対応 

製造業（消費財分

野） 

・ 生産コストの最適化とサ

プライチェーンの強化 

・ 現地需要の拡大対応 

・ 生産能力の拡充 

・ 新工場の設立 

EU 製造業（化学品分

野） 

・ 現地需要増加への対応 

・ 現地の生産能力の向上 

・ 近隣諸国への供給拠点と

しての役割 

・ 新工場の設立 

・ 新オフィスの設立 

エネルギー供給 ・ ベトナム政府によるカー

ボンニュートラル実現へ

のコミットメント 

・ 太陽光発電や風力発電

プロジェクト出資 

製造業（産業機器

分野） 

・ 現地需要増加への対応 

・ 持続可能性の重視 

・ 良好な投資環境と高度な

エンジニア人材の活用 

・ 新工場の設立 

・ 新支店の設立 

 

２．非日系企業の戦略 

(1) 主要企業における戦略分析対象の選定 

非日系企業の当該国における投資目的や背景、その根底にある ASEAN 戦略を理解する

ため、文献調査で特定した前述の投資事例を中心にインタビュー候補企業を選定した。企業

規模、投資内容、投資時期等の観点からインタビュー打診の優先順位を設定し、受諾した企

業に対してインタビューを実施した。インタビューを行った企業は、以下表のとおりである。 

 

表 VII-12 インタビュー企業一覧 

企業名 本社 製品・サービス 投資年* 投資概要 

VNM-A 社 米国 電子製品製造サービ

ス（EMS） 

～2022 新工場設立 

VNM-B 社 中国 情報機器（ネットワ

ーク機器：サーバ

ー・ルーター等） 

2018 年以降 

継続的に投資 

新工場設立・継

続的な拡張工事 

VNM-C 社 中国 繊維・アパレル（小

売） 

2022 新店舗展開 

VNM-D 社 ドイツ 化学（医薬品） 2023 新本社開設 

VNM-E 社 ドイツ エネルギー供給（再

生エネルギー） 

2022 屋根置き太陽光

プロジェクト、

風力発電など 

出所：プレスリリース、ニュース記事よりジェトロ作成。 ※投資年または発表年 

 

(2) 非日系対象企業の ASEAN戦略分析 

インタビュー受諾企業に対し、当該国市場の見通し、対象国の戦略的位置付け、保有機能、

具体的な投資内容、今後の事業展開や投資意向等についてヒアリングし、情報を整理した。 

 

事例１：米国の製造業（半導体・電子製品分野）事例「VNM-A社」 

■調査対象企業について 

VNM-A 社は、米国に本社を持つエレクトロニクス製造サービス（EMS）企業であり、航空

機、医療機器、産業機器向けの高付加価値品を主に製造している。同社は 2004 年にベトナム

へ進出し、初の海外拠点として南部ビンズオン省の VSIP1 工業団地に 7,000 平方メートルの

施設を設立した。この施設では、米国本社からの依頼を受けた製品の加工と組立を中心に行っ

ていたが、2021 年から新工場の建設をはじめ、2022 年にビンズオン省のナムタンウイエン

工業団地に新たに 2 万 5,000平方メートルの最新鋭の製造施設が完成した。この施設はLEED

ゴールド認証を取得しており、太陽光発電による再生可能エネルギーの活用が特徴である。生
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産輸出拠点であり、主な輸出先は米国だが、欧州や ASEAN 諸国向けにも一部出荷を行って

いる。 

 

■対象国市場の見立て  

ベトナムは、東南アジア諸国の中でも電子部品の製造・組立において競争力を持つ国である。

隣接する中国からの電子部品調達が容易であり、物流コストを抑えながら高品質な製品を生

産・輸出することが可能である。特に、米中間の貿易摩擦や米国の経済政策が引き金となり、

多くの OEM 企業が中国依存から脱却する「チャイナ・プラスワン」戦略を推進している。ベ

トナムは、低賃金かつ安定した政治情勢、高い品質基準を維持する力により、当該戦略の中心

的な受け入れ国となっている。さらに、CPTPP（環太平洋パートナーシップに関する包括的

および先進的な協定）や EVFTA（EU・ベトナム自由貿易協定）といった協定が各国市場へ

のアクセス強化につながっており、2025 年以降も電子部品製造の中核としての地位を担って

いくことが期待される。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

同社にとって、ベトナムは単なる製造拠点ではなく、グローバルサプライチェーンの要として

の役割を果たしている。米国市場向け製品の製造において、ベトナムのコスト競争力や物流利

便性は不可欠である。特に、中国からの部品調達が迅速かつ低コストで行える点や、製品を米

国に輸送する際のコストの低さが、事業効率の向上に大きく寄与している。また、米中関係の

悪化によるリスク分散策としての位置付けも強く、中国依存を減らしたい OEM 企業にとっ

て、同社のベトナム拠点は魅力的な選択肢となっている。長期的には、ベトナム拠点を通じた

欧州市場の開拓も視野に入れている。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

同社のベトナム拠点では、製造業務における全工程を一貫して管理できる機能を有している。

具体的には、PCBA（プリント回路基板アセンブリ）、サブシステムの統合、高度な組立作業

（フルボックスビルド）、製造テスト、品質保証、エンジニアリング支援、そしてサプライチ

ェーン管理が挙げられる。また、事務機能として購買、財務、人事、環境健康安全、顧客サー

ビス、事業開発をベトナムで実行しており、現地での高度な自立を実現している。なお、営業

および事業開発は米国本社が主導しているが、ベトナム拠点がそのサポートを行い、グローバ

ルな受注活動に対応している。 

サプライチェーンについては、中国や米国、欧州から電子部品や組立用材料を輸入している。

特に、中国は世界の電子部品製造ハブであるため、中国からの輸入が同社の輸入総額の大半を

占めている。サプライチェーンの変化には、サプライヤーの進出や生産拠点移転等が必要なた

め、当該構造は 5 年程度は変わらないと考えている一方、将来的には現地調達比率が高まっ

ていくと考えている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

直近の主要投資は 2022 年に完成した最新工場であり、以降は大規模な投資は行っていない。

現時点でさらなる工場の建設や拡張計画はない。なお、現在の工場の稼働率は約 30％にとど

まっており、米国市場における需要減少の影響を直接的に受けている。現行施設の効率化に注

力し、市場の回復を待っている。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

同社は、市場動向を注視しつつ、主に米国市場向け製造に引き続き注力する方針である。一方

で、欧州市場における新規顧客の開拓を進めるとともに、需要動向を踏まえベトナム拠点の製

造能力を段階的に拡張する意向がある。サプライチェーンの観点では、長期的には地元での調

達を増やし、完全な現地調達・生産への移行を視野に入れている。事業拡大に向けて、M&A

を通じた拡大の可能性もあるが、具体的な計画は現状ない。 

 

■日系企業との協業可能性 

日系企業との協業においては、多くの可能性がある。同社は、特に高い技術要件や厳格な品質

基準が求められる航空機部品や医療機器部品の製造に強みを持っている。このため、日系メー

カーが求める高付加価値品の製造で連携することができる。また、低賃金かつ高度な技能を持

つ労働力を活用して、大量生産には適さない複雑な電子部品の製造を受託することが考えら
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れる。一方で、同社は利益率を重視しているため、協業には双方の条件が整う必要がある。例

えば、単純な大量生産ではなく、高度な技術力が必要な製品や複雑な組み立て作業が適してい

る。 

 

事例２：中国の製造業（半導体・電子製品分野）事例「VNM-C社」 

■調査対象企業について 

電子情報機器 - ネットワーク製品（サーバー、IP、ルーター等）の製造販売を行っている。 

 

■対象国市場の見立て  

中国の「チャイナ・プラスワン」戦略により、電子情報機器業界は大きな変化を迎えている。

この戦略は、中国企業によって推進されているが、特に米国の世界的な顧客の影響を受けてお

り、企業に製造業務の多様化を要求している。ベトナムは、サプライチェーンの重要な拠点と

して、特に電子情報部品の中国企業からの主要な投資先として浮上している。 

歴史的に、中国は世界のエレクトロニクス製造の主要拠点だったが、地政学的および経済的状

況の変化により、投資の再配分が進められている。大手エレクトロニクス企業がベトナムに事

業拠点を移転すると、ドミノ効果が起こり、関連する部品サプライチェーン企業もベトナムに

拠点を構えるようになってきている。 

ベトナムはチャイナ・プラスワンの製造拠点として、中国に近い立地（陸上輸送含めて物流が

容易）、安価な労働力、欧米との貿易協定での関税メリットが享受できる国である。初期的に

は輸出生産拠点として確立し、段階的にベトナム現地向け製品等も生産できる体制の整備が

進められている。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

中国本社・中国生産工場で事業を拡大してきたが、米中対立が激化する中で、欧米向け製品を

生産する拠点を 2018 年以降、順次拡大している。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

ベトナム拠点は、米国を主とした欧米向け輸出生産拠点として位置付けられている。 

サプライチェーンについては、チップ、抵抗器、マイクロコントローラー、メモリーチップな

どの電子部品の多くが、中国をはじめ、米国や日本、韓国等から輸入されている。一方、金型

や機械部品は、現地調達されるものが多い。それらを基に、現地工場では主として電気通信機

器を生産し、米国をはじめ韓国や日本、欧州市場をターゲットに輸出している。 

現状は、電子製品の多くを輸入に頼っているものの、将来的には原産地証明書の「メイド・イ

ン・ベトナム」基準を満たすべく、電子製品の重要な構成要素である PCBA（プリント回路基

板アセンブリ）部品の生産をベトナム国内で行いたいと考えている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

同社は、2018 年に倉庫と作業場スペースを借りて事業を開始。北部ハイフォン市アンズオン

工業団地の土地を取得するという大規模な投資を実施した。2020 年から 2021 年にかけて、

用地取得と合計 9 万 5,000 平方メートルの 3 棟の建物で構成される第 1 期の工場建設を実

施。2022 年に第 1 期の運転が開始され、また第 2 期の建設を開始した。2024 年現在、フ

ェーズ 2 の完成が近づいており、設備や人材の移転も積極的に行っている。従来の通信およ

びデータ通信デバイスに加えて、ロボット掃除機、セットトップボックス、産業用照明、IoT 

デバイスなどの家庭用電化製品を含むようになり、製品ポートフォリオを拡大している。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

エンジニアリングチームを中心に、3 年間の現地化計画が進行中である。目標は、中国人エン

ジニアの割合を 50％から 20％に減らし、より現地化を進めることである。 

 

■日系企業との協業可能性 

日本企業との協業可能性は大きく二つ。一つは、日本企業は半導体、チップセット、金型等の

部品供給に関与しており、またエレベーターやソフトウェアソリューションなどのサービス

を提供しているため、同社のサプライヤーとなり得る。また、日系企業の中には、通信機器を

製造する EMS（電子製造サービス） プロバイダーや ODM（オリジナルデザインメーカー）

を求めている企業もあると認識しており、同社の顧客となり得る。 
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事例３：中国の小売業（繊維・アパレル分野）事例「VNM-D社」 

■調査対象企業について 

同社は、中国に本社を置く衣料品小売業者で、中国に加え ASEAN 諸国を中心に多店舗展開

を行う企業である。2018 年にベトナム市場に進出し、ホーチミン市とハノイ市に拠点を設置。

現在ではベトナム国内で 13 店舗を運営している。同社は、中国国内に集中したサプライチェ

ーンを基盤としており、製品供給はすべて中国から行われている。そのため、現地での製造や

供給ネットワークの構築は行わず、あくまで店舗運営に特化している。売上全体に占めるベト

ナムでの売上割合は依然として低いが、ベトナムを軸として他国への輸出を含む新たな展開

を模索している。 

※ 同社は中国で製造しており、ベトナムには製造工場を持たないものの、サプライチェーン

に理解のある同社職員から中国繊維製造企業によるベトナムへの投資動向についてもヒ

アリングした。 

 

■対象国市場の見立て（アパレル）  

ベトナム市場は、経済成長が著しく、特に若い人口層が大きい点が魅力である。しかし、実際

の購買力には課題があり、消費者の多くが低価格品を重視する傾向にある。一方、ベトナムの

商業不動産賃貸料は非常に高額で、特に大都市圏においては店舗運営コストが利益率を圧迫

している。また、模倣品が広く流通していることが、国際的な衣料品ブランドにとって深刻な

障害となっている。さらに、所得格差が大きく、富裕層と低所得層の購買行動が二極化してい

るため、市場全体としての収益構造が不安定である。 

 

■対象国市場の見立て（繊維製造業） 

ベトナムは、中国繊維製造業にとって戦略的な投資先として注目されている。中国国内の労働

力コストや土地費用の上昇等がベトナムへの移転を後押ししている。加えて、米中貿易摩擦に

よる関税負担の増加が、ベトナムを含む ASEAN 諸国を生産拠点として選ぶ理由となってい

る。特に、ベトナムは多くの自由貿易協定を締結しており、中国国内で製造する場合よりも関

税削減のスキームが活用でき、製造品の国際市場での競争力を高めることが可能である。この

ような背景から、中国企業はベトナムを輸出拠点として活用し、コスト効率を追求している。 

また、中国国内では環境規制が強化されており、環境負荷の高い繊維製造業が厳しい規制に対

応する必要に迫られている。このため、一部の企業はこうした規制からの回避を目的として、

比較的規制が緩やかなベトナムでの生産を選んでいる。また、ベトナムは中国と陸地でつなが

り距離も近いため既存のサプライチェーンとの連携が容易であり、中国から原材料を輸入し

やすい地理的優位性も、投資を後押しする要因となっている。 

ただし、ベトナム市場には課題も存在する。労働力コストの上昇が顕著であり、不動産価格の

高騰は、繊維製造業の収益性を圧迫する要因となっており、一部企業はカンボジアやインドネ

シアへの投資を検討している。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

同社にとって、ベトナム市場は ASEAN 地域における成長戦略の重要な一環であり、ブラン

ド認知度を向上させ、市場シェアを拡大するための拠点として位置付けられている。同社はす

でに ASEAN 諸国で店舗展開を行っており、ベトナム市場への進出は、中国国内市場の競争

激化を背景とした国際的な多角化戦略の一環といえる。 

上述のとおり、ベトナム市場では課題も多いため、現時点では収益性よりも拠点の設置を通じ

たブランド価値の向上を優先している。このような戦略は、ASEAN 全体でのプレゼンス強化

と長期的な成長を目指した企業方針に沿ったものである。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

同社のベトナム拠点は、事業開発、運営、財務、人事、マーケティング、店舗運営管理などの

主要機能を備えている。これらの機能は、現地市場での店舗展開と日常業務を支えるために設

置されており、ほぼすべてが現地採用の人材によって運営されている。現地の市場特性を理解

した人材を活用することで、迅速かつ柔軟な対応を可能にしている。また、ビジネスプランの

策定や新規店舗の開設計画は、現地拠点が主体となって行い、中国本社の承認を経て最終決定

される仕組みとなっている。 
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なお、同社は中国のサプライチェーンに依存しており、サプライヤーに対し、生産拠点移転等

を促す予定はない。その理由としては、中国国内に高度に整備されたサプライチェーンがあ

り、生産コストの最適化と製品品質の一貫性を確保できると考えているためである。ASEAN

諸国内のサプライチェーンは、ベトナムを含めまだ発展途上であり、中国のサプライチェーン

と比べ依然ギャップがあると考えている。また、中国と ASEAN 諸国との間には自由貿易協

定があり、中国から ASEAN に輸出される多くの製品は輸入時の関税負担が軽減される。サ

プライチェーンの見直しの予定はないものの、同社の店舗数の増加や販売数の増加に伴い、将

来的には中国に閉じないサプライチェーンが出来る可能性はあると考えている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

2022 年以降、同社は新規店舗の展開を継続しており、ホーチミン市、ハノイ市、ハイフォン

市、フエ市など主要都市を中心に 5 店舗を新設している。これらの店舗は、1 店舗あたり約

200 平方メートルの面積を持ち、5～7 人のスタッフで運営されており、新規店舗の展開は同

社のベトナム市場における成長戦略の一環として位置付けられている。一方で、既存店舗の収

益が事業運営コストをカバーしているため、新規投資によりスケールを大幅に拡大する必要

はないと判断している。このような店舗展開は、現地でのブランド価値向上と長期的な収益基

盤の確立を目的としている。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

同社は、ベトナム市場における課題を認識しつつ、ASEAN 全体での事業拡大を進める方針を

持っている。短期的には、商業不動産の高額な賃貸費用や、消費者の低価格志向に対応するた

め、既存店舗の収益性を最大化し、コスト効率を高める取り組みに注力している。一方で、長

期的には、ブランド認知度を活かした店舗ネットワークの拡大を計画している。なお、ベトナ

ム国内での生産拠点の設置や調達の現地化については、現時点では予定していない。 

 

■日系企業との協業可能性 

同社は、すでに日系企業との協業実績を持っており、例えば日系ショッピングモールでの店舗

展開を行っている。この協業は、特定のモール運営企業と戦略的パートナーシップを形成し、

双方の利益を拡大する形で進行している。今後の協業可能性としては、サプライチェーンの効

率化や持続可能な製品および製造プロセスの導入において、日本企業が持つ高度な技術やノ

ウハウを活用することで、競争優位性をさらに強化できる可能性がある。また、共同プロモー

ションや新しい市場ニーズを反映した製品開発の分野でも、日本企業との連携可能性がある

と考えている。 

 

事例４：ドイツの製造業（化学品分野）事例「VNM-D社」 

■調査対象企業について 

VNM-D 社は、ベトナム国内に EU-GMP 認証を取得した製造施設を 2 つ保有し、主にジェネ

リック薬や抗生物質を中心とした医薬品の生産を行っている。また、現地の病院や薬局を含む

1 万 2,000 以上の顧客に製品を供給している。2021 年時点で本社および関連会社による株式

保有率は 99.53％に達しており、外資によるほぼ完全所有の形態で事業を運営している。同社

は、ローカル市場での強固な基盤と EU-GMP 認証を取得した製造施設を持つ点が大きな特徴

である。 

 

■対象国市場の見立て  

ベトナムの製薬市場は、ASEAN 地域内の中でも高い成長が予測されており、2027 年までに

年間 10～12％の年平均成長率が見込まれている。成長の背景には、急速な都市化、中産階級

の台頭、慢性疾患の増加、公的医療保険の普及が挙げられる。特に、政府は 2025 年までに社

会保険加入率を 95％に拡大する目標を掲げており、医薬品需要の増加が期待される。 

一方で、国内製薬業界にはいくつかの課題が存在する。生産量の 8 割はインドと中国からの

原材料に依存しており、原材料の現地生産が未発達であることが課題である。また、輸入薬品

の登録には 18 カ月以上を要し、規制が外資系企業にとって大きな障壁となっている。さらに、

国内の多くの工場が WHO-GMP 基準を満たしているものの、PIC/S や EU-GMP 基準を満た

す施設は約 20 工場に限られており、信頼性の高い国際基準に対応した生産インフラの整備が

遅れている。加えて、政府の調達改革によりジェネリック薬を含む医薬品価格の低減圧力が強
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まる中、事業者の収益性悪化が懸念される。また、輸出拡大に向けては、品質の改善や物流の

効率化等の課題解決も求められている。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

ベトナム市場は、国内市場対応に加えて、将来的な ASEAN および中東市場への輸出拠点と

して位置付けられている。特に EU-GMP 認証を取得した製造施設は、ASEAN 地域では数は

多くない。また、技術移転を通じて輸出競争力をさらに強化している。ベトナム政府が 2023

年 10 月に策定した製薬業界の発展戦略（2030 年ビジョン）は、国内製薬産業を強化し、地

域の製薬生産拠点としての役割を確立するための重要なフレームワークとなっている。また、

EU との FTA による関税削減や、EMA 認証済み医薬品の迅速な流通は、同企業の長期的な

成長戦略に寄与する要素である。加えて、ベトナムは「チャイナ・プラスワン」戦略の一環と

して地理的優位性を有しており、ASEAN 内外への物流ネットワークの中心地としての役割

を果たす可能性がある。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

同社は、ベトナム拠点において主に生産を中心とした機能を保有している。EU-GMP 認証を

取得した製造施設を 2 つ保有し、抗生物質等のジェネリック薬を主力製品として生産してい

る。研究開発機能も有するものの、高付加価値な製品開発は限定的である。ただし、本社から

の技術移転を受けながら、技術力の強化を進めている。 

また、営業・マーケティング機能も有しており、1 万 2,000 以上の病院や薬局を顧客基盤とし

た強固な販売ネットワークを構築している。加えて、他拠点が製造した消費者健康製品（スキ

ンケア、サプリメントなど）の輸入販売等も行っている。 

サプライチェーンについては、上述のとおり医薬品の原料となる API の大部分（同社では約

9 割）を中国やインドから輸入している。品質の高い API を国内で調達することは難しいと

いう認識である。生産されたジェネリック薬は主に国内で消費されるが、一部は EU や

ASEAN に輸出されている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

同社は、ベトナム市場での事業基盤を強化するため、2023 年にはホーチミン市に新本社を開

設し、従業員の増強や効率的な事業運営に取り組んだ。この新本社は、約 2,000 人の現地従業

員がおり、同社の中心的拠点となっている。営業体制では、全国 30 カ所に分散していた支店

運営を廃止し、中央集権型の営業およびマーケティング体制へ移行した。さらに、物流体制の

効率化を図るため、社内物流から 3PL 活用にシフトし、医薬品の安定供給を可能とする効率

的な流通ネットワークを構築した。積極的な投資と成長により、同社は、ベトナム製薬業界に

おいて 2 番目の事業規模を誇っている。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

同社は、現地でのジェネリック薬の生産強化に加え、ASEAN や中東地域への輸出を拡大する

意向を持っている。また、現地市場の成長を見据えた消費者向け健康製品（スキンケア、ビタ

ミン・サプリメントなど）の拡大を計画している。加えて、製造施設のさらなる近代化を進め

るとともに、ドイツ本社の支援を受けて国際基準に対応した製品の開発を加速する方針であ

る。短期目標として年間売上高 1 億ユーロ、消費者向けヘルスケア製品売上高 5,000 万ユー

ロの達成を掲げている。 

 

■日系企業との協業可能性 

同社は、外資企業との技術移転や共同開発を進める中で、日系企業との協業の可能性も認識し

ている。例えば、日系企業が保有する技術力や品質管理能力を活用し、EU-GMP 認証施設で

の現地生産を強化する共同事業が考えられる。また、日系企業が持つ ASEAN 市場を含む広

範なネットワークを活用し、同社の輸出拡大を支援する協業の形態も想定される。さらに、日

系製薬メーカーが開発した高付加価値品の現地市場への展開において、同社の販売ネットワ

ークを活用した共同販売も可能性として挙げられる。加えて、ジェネリック薬や OTC 製品の

分野では、日系企業からの技術移転や共同開発を通じ、双方にとって競争力向上につながる協

業ができると考えている。 

 



 

禁無断転載 Copyright (C) 2025 JETRO. All rights reserved. 

144 
 

事例５：ドイツのエネルギー供給事例「VNM-E社」 

■調査対象企業について 

VNM-E 社は再生可能エネルギー分野で世界的に知られるドイツ企業である。世界 34 カ国に

事業を展開し、年間売上は約 58 億ユーロに上る。これまでに 6GW 以上の再生可能エネルギ

ー設備を稼働させ、10.5GW 以上の資産を管理している。太陽光、風力、水力発電のプロジェ

クト開発をはじめ、エネルギーソリューションの提供や運用管理を行い、ESG を重視した持

続可能性に注力している。同社は 2020 年にベトナム市場へ進出し、ホーチミン市に拠点を設

立した。2021 年からは、住宅や商業施設向けの屋根置き型太陽光発電事業や関連製品の販売

を本格化させている。 

 

■対象国市場の見立て  

ベトナムは、再生可能エネルギー分野で急速に成長している市場である。特に、政府が主導す

る政策が市場拡大を後押しし、2030 年までに陸上風力発電を重点的に推進する計画がある。

また、温室効果ガス排出量を 2020 年に比べて 2030 年までに 25％、2050 年までに 45％削減

する目標を掲げている。太陽光発電においては、現状自家消費型の屋根置き型太陽光システム

が大きな成長分野であり、2024 年には 1GW 規模の需要が見込まれている。一方、風力発電

プロジェクトについては、電力買取価格（FIT）の政策が十分に整備されておらず、今後の拡

大が期待されている。 

同国の魅力として、政府による迅速な許認可対応や税制優遇が、外国企業の投資を促進する要

因となっている。 

 

■対象国の戦略的位置付け 

ベトナムは、東南アジア市場全体への展開を加速するための重要な拠点である。同国を再生可

能エネルギー関連製品の輸入・再輸出やプロジェクト展開の基盤として位置付けており、ベト

ナム市場での成功を足掛かりに周辺諸国（フィリピン、インドネシアなど）での事業拡大を目

指している。また、政府の再生可能エネルギー政策に沿った長期的なプロジェクト計画の実現

が、同社の重点事項となっている。 

 

■拠点の保有機能・サプライチェーン 

ベトナム拠点では、主に太陽光発電や風力発電プロジェクトの計画・管理、現地における会計

や行政業務、輸入業務が行われている。人事やマーケティング業務は、タイのバンコクにある

地域本部が統括しており、現地スタッフとドイツから派遣されたメンバーが連携し運営して

いる。 

サプライチェーンについては、中国やドイツから太陽光発電モジュールやインバーター等を

輸入している。ベトナムおよびタイには倉庫があり、ベトナム国内で使用されるものだけでな

く、一部はインドネシアやバングラデシュへ再輸出されている。 

 

■新型コロナ後（2022 年以降）の投資 

2022 年以降の主な投資や取り組みとして、屋根置き型太陽光発電は、短期間で成長が期待さ

れる分野であり、50MW 規模のプロジェクトが進行している。また、ランソン省では 300MW

規模の風力発電プロジェクトを計画している。ただし、電力販売に関する政策（FIT）の整備

が完了するまでは、作業は保留とされている。 

 

■今後の事業展開・投資意向  

短期的には自家消費型太陽光発電システムの需要増加への対応に取り組んでいる。また、エネ

ルギー貯蔵システム（BESS）の採用も拡大見込みである。中期的には、屋根置き型太陽光発

電のさらなる普及を図るとともに、政策動向にはよるものの、陸上風力や洋上風力発電の取り

組みを拡充する方針である。地域の再生可能エネルギー需要と環境目標に応えることで、競争

力を高める戦略を進めている。 

 

■日系企業との協業可能性 

すでに複数の日系企業とベトナムの屋根置き型太陽光発電プロジェクトなどで協力してい

る。特に、日本の EPC（設計・調達・施工）企業が持つ高度な技術力やプロジェクト管理ノ

ウハウは、同社にとって信頼性の高いプロジェクト推進を可能にする重要な要素と認識して
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いる。今後、再生可能エネルギー分野での取り組み領域が拡大する中で、同社に不足する専門

知識や機能を補完する日本企業との連携を強化する意向を持っている。 

 

３．日系企業への示唆（協業可能性、正負両面に係る示唆） 

非日系企業へのインタビューに基づき、調査対象分野の新型コロナ後における投資動向

に係る示唆を着目すべき事業機会、活用可能な現地政策、サプライチェーン機能、ESG/デ

ジタル活用の観点で整理した（以下表を参照）。 

 

［着目すべき事業機会・成長領域］ 

チャイナ・プラスワンとしての製造拠点機能の拡大 

ベトナムは、米中対立やチャイナ・プラスワンの流れを背景に、低コストで勤勉な労働力、

地理的優位性、安定した政治環境を武器に、多国籍企業の進出先としての魅力を高めている。

特に半導体や電子部品分野では、2030 年までに基盤を構築し、2050 年までに世界的な拠点

となることを目指した政府の積極的な FDI 誘致戦略が進んでいる。繊維産業でも、中国を

含む多国籍企業が輸出拠点としての利便性を評価し、進出を検討しているが、労働コストの

上昇や不動産価格等の課題も抱える。 

 

東南アジア最大規模の再生エネルギー利用国 

エネルギー分野では、ベトナムは東南アジアでは最大規模の再生可能エネルギーの利用

拡大が計画されており、持続可能な発展を推進する政策が進行中である。短期的には、政府

の汚職等の問題で一部投資が停滞しているが、引き続き、投資が拡大していく見通し。 

 

［政策・規制］ 

本調査対象業種である半導体、化学、エネルギー等の政府の優先業種においては、各種イ

ンセンティブ（免税、補助金等）を設けており、投資タイミングにおいては積極的に活用し

ていくことが望ましい。 

 

［機能・サプライチェーン］ 

ベトナムは、上述のとおり米中対立やチャイナ・プラスワンを背景に、低コストで勤勉な

労働力、中国や他メコン地域諸国に近いという地理的優位性、安定した政治環境を武器に、

欧米多国籍企業、中国企業の進出が拡大している。半導体等ではシンガポールやマレーシア

に次ぐ後工程分野の拠点としてグローバルサプライチェーンに組み込まれるほか、電子機

器、繊維等でも欧米企業の輸出拠点としての生産設備の拡張が進んでいる。欧米企業でも既

存の中国拠点の追加工場としてベトナムに工場を設ける動きもあり、日系企業としても、内

需・東南アジアに加えて、中国を含めたグローバルサプライチェーンの中での機能としてど

う活用していくかという視点が求められる。日本企業は、ベトナム市場における投資動向や

成長分野、政府の政策を踏まえつつ、グローバルなサプライチェーンの強化や新たな事業機

会の獲得等を追求することが期待される。 

 

表 VII-13 日本企業への示唆（ベトナム編） 
 

成長領域・事業機会 政策・規制 
機能・ 

サプライチェーン 
ESG・デジタル等 

製造（半導

体・電子部

品） 

・ 米中対立やチャイ

ナ・プラスワン等の

恩恵を受け、米欧中

韓等の多くの半導

体・エレクトロニク

ス企業が進出を検討 

・ 低賃金、勤勉な労働

者、安定した政治状

況、積極的な FDI 受

入姿勢等が米欧中等

の投資家の関心を惹

く 

・ ベトナム政府は、半

導体産業発展戦略を

公布し、2030 年まで

に基本能力形成、

2040 年までに半導

体およびエレクトロ

ニクス産業の中心地

の一つとなること、

2050 年までにトッ

プ群に入ることを掲

げ、積極的な FDI 誘

致を実施 

・ 中国に物理的距離

が近く、陸上でつ

ながっており、サ

プライチェーンの

接続（中国からの

調達）が容易 

・ CPTPPやEVFTA

等、多くの地域や

国と自由貿易協定

を結んでおり、欧

米・ASEAN 等へ

の輸出拠点として

機能 

・ ESG のベトナム現

地での取り組みには

企業差がある。例え

ば、米系 EMS の

VNM-A 社は今後コ

ンシューマー・エレ

クトロニクス顧客等

から、グリーン化の

要請が高まることを

見越し、LEED ゴー

ルド認証を工場で取

得。屋根置き太陽光

パネルを設置する

等、環境配慮を推進。
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・ 米国等との取引が多

い企業の新工場設置

や移転が進む 

一方、積極的な取り

組みをしない企業も

多い 

製造（繊維） ・ 上記同様、海外との

取引が多い企業を中

心に、新工場設置や

移転が進む 

・ 中国企業では、米国

からの貿易関税の回

避・軽減が同国進出

の大きな目的の一つ

となっている 

・ 工場の自動化や持続

可能な開発等に関心

が集まっている 

・ 一方、人件費の急上

昇や高額な不動産コ

スト等が影響し、カ

ンボジアやラオスを

進出代替地として考

える企業も増加 

・ ベトナム政府は、

2022 年に繊維・アパ

レル産業発展戦略お

よび 2035 年ビジョ

ンを承認。繊維・ア

パレル産業の国際市

場での地位強化や持

続可能な開発の推進

を掲げる 

・ 繊維業に特化した、

進出企業への支援

策・優遇は限られる

ものの、誘致には引

き続き前向き 

・ 地理的な位置付け

（立地）により、既

存の中国サプライ

チェーンとの接続

がよい 

・ 中国企業をはじ

め、同国を輸出拠

点と位置付け投資

する企業も多い 

・ トレンドとしては、

ESG や持続可能な

開発に関心が集まっ

ているが、中国国内

で強化される環境規

制の回避を目的に進

出する企業も存在 

製造（化学・

医薬品） 

・ 急速な都市化、中産

階級の台頭、慢性疾

患の増加、公的医療

保険の普及等により

医薬品需要は引き続

き成長する 

・ 一方、政府の調達価

格の管理や各種規制

があり、一般的な製

造業と比べ、投資や

進出に考慮すべき点

も多い 

・ ベトナム政府は、

2023 年 10 月に製薬

業 界 の 発 展 戦 略

（2030 年ビジョン）

を発表し、国内製薬

産業を強化し、将来

的には地域の製薬生

産拠点となることを

掲げる 

・ 医薬品原料（API）

の大部分は中国や

インドから輸入。

国内で原料製造す

るケーパビリティ

は限定的だが、緩

やかに国内生産が

進む可能性がある 

・ 医薬品輸入の登録

には通常 18 カ月

以上を要し、輸入

ハードルは高い 

・ 現状、医薬品輸出

は限られるが、

ASEAN 等への輸

出を目指す意向あ

り。 

・ 取り組みは、個々の

企業により異なる。

商業的な観点から

ESG に取り組む理

由が現状なく、外資・

ローカル企業とも、

取り組みは限定的 

エネルギー

供給（再生エ

ネルギー） 

・ エネルギー需要は引

き続き拡大する 

・ グリーン化やカーボ

ンニュートラルを目

指し、再エネ領域へ

の投資が拡大する 

・ 2023 年に承認され

た国家電力開発計画

（PDP8）では、再エ

ネ比率の向上や再エ

ネ利用拡大（風力や

太陽光等）がうたわ

れている 

・ エネルギー供給施

設で利用される機

器等は欧米や中国

からの輸入が中

心。国内調達の実

現には年月が必要 

・ 生み出された再エ

ネは、主に国内で

の利用を想定。将

来的な輸出可能性

はある 

・ 企業ごとに取り組み

動向は異なる。例え

ば VNM-E 社では、

月次でのカーボンサ

マリーの作成、出張

時の EV 利用の推

進、REC の活用検討

等が行われている 
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